
 - 1 - 

平成２８年第１回訓子府町議会定例会会議録 

 

 

○議事日程(第２日目) 

平成２８年 ３月 ８日（火曜日）       午前９時３０分開議 

 

第１６ 町政執行方針、教育行政執行方針 

第１７ 議案第３０号 訓子府町保育所の廃止について 

第１８ 議案第３１号 訓子府町立訓子府幼稚園の廃止について 

第１９ 議案第２５号 訓子府町認定こども園条例の制定について 

第２０ 議案第２４号 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する 

           条例の制定について 

第２１ 議案第１２号 平成２８年度訓子府町一般会計予算について 

第２２ 議案第１３号 平成２８年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について 

第２３ 議案第１４号 平成２８年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算について 

第２４ 議案第１５号 平成２８年度訓子府町介護保険特別会計予算について 

第２５ 議案第１６号 平成２８年度訓子府町下水道事業特別会計予算について 

第２６ 議案第１７号 平成２８年度訓子府町水道事業会計予算について 

第２７ 議案第２０号 訓子府町行政不服審査会設置条例の制定について 

第２８ 議案第２１号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例の制 

           定について 

第２９ 議案第２２号 訓子府町顕彰条例の一部を改正する条例の制定について 

第３０ 議案第２３号 訓子府町総合計画条例の制定について 

第３１ 議案第２６号 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

           する基準を定める条例の制定について 

第３２ 議案第２７号 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負 

           担額を定める条例の制定について 

第３３ 議案第２８号 訓子府町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を 

           定める条例の制定について 

第３４ 議案第２９号 訓子府町児童センター設置及び管理条例の一部を改正する条例の 

           制定について 

第３５ 議案第３４号 訓子府町過疎地域自立促進市町村計画の策定について 
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開議 午前 ９時３０分 

    ◎開議の宣告 

○議長（上原豊茂君） 皆さま、おはようございます。 

 それでは定刻になりました。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の出欠報告をいたします。本日は、全議員の出席であります。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配布してあるとおりであります。 

 

    ◎町政執行方針、教育行執行方針、新年度予算関連議案、新年度予算議案、 

     各議案の提案理由の説明 

○議長（上原豊茂君） 日程第１６、菊池町長から町政執行方針、林教育長から教育行政

執行方針がありますので、この際、発言を許します。 

 町長。 

○町長（菊池一春君） 私は、昨年の４月２６日執行の訓子府町長選挙におきまして、無

投票ではございましたが、町民の皆さまの負託を賜り、３期目の町政執行の責任を担わせ

ていただき、早いもので１年になろうとしております。 

 ３期目の挑戦に当たっては、「くんねっぷの元気」の歩みを止めることなく、町民の皆さ

まと共に「すべての町民にやさしい町づくり」を目指すことを目標に掲げ、この１年間、

皆さまのご理解をいただきながら町政運営に取り組んでまいりました。 

 平成２８年第１回定例町議会の開会にあたり、本年度の町政執行方針を申し上げ、町民

の皆さまならびに町議会議員の皆さまのご理解とご協力を賜りたいと存じます。 

 はじめに、町政執行に臨む基本姿勢を申し上げます。 

 平成２８年は、日本国憲法が公布され７０年の年にあたります。日本国憲法には、国民

主権、基本的人権の尊重、平和主義、この三大要素と国家の統治機構である国会、内閣、

裁判所の基本的な秩序が定められております。当然のことながら、地方自治についても条

文化されておりますが、戦後７０年を経て、憲法改正についての国民的議論が求められて

おります。また公職選挙法の改正により、１８歳以上の男女に選挙権が与えられ、本年７

月に予定されております参議院議員選挙が初めて適用対象となります。国の将来、地方自

治のあり方が問われると同時に、急速な人口減少社会に対応する町の将来のあり方、さら

に環太平洋パートナーシップ協定、いわゆるＴＰＰの批准については、国会決議の真価が

問われ、本町の基幹産業である農業の未来など、厳しい状況が予想されます。 

 本町の住民基本台帳における平成１７年度から平成２６年度までの１０年間の人口動向

をみますと、転入・転出による移動、いわゆる社会動態で５６４人が減少、出生と死亡に

よる移動、いわゆる自然動態で３１７人が減少、合わせて８８１人の人口が減少しており

ます。 

 人口の減少は、全国的な問題となっており、これからの国づくりのうえでも根源的な課

題であります。特に地方においては、子どもの出生数の母体となる若者の人口が減少して

おり、これから地域の産業、コミュニティーをどう支えていくのか、お年寄りの生活や介

護福祉をどうするのかといったことが懸念されます。 

 昨年１０月に策定の「訓子府町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略」にお
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いて、人口の将来展望を示しましたが、その内容は、現状のままでは、２４年後の２０４

０年には総人口が３，１０５人まで減少、仮に１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生

率の合計、いわゆる一人の女性が一生に産む子どもの平均数「合計特殊出生率」を一定水

準まで上昇させ、転入・転出の純移動数の均衡が図られたと想定した場合には、総人口が

３，６８６人まで改善できるのではないかという推計であります。 

 私は、この人口ビジョンの中で示されましたこれまでの人口の推移や分析の内容を厳し

く受け止め、人口減少という難題に真正面から立ち向かい、１４年後の２０３０年までに

合計特殊出生率を１．８まで押し上げるという目標の早期達成のため、若者たちの移住・

定住の促進、また結婚や出産に対する動機付けを働かせ、子育て期の切れ目のない施策や

子どもの未来が家庭の経済的な事情で左右されないような子ども対策、基幹産業の農業を

発展させ、農業資源を活用した訓子府らしい産業の形成を目指すなど、福祉、教育、産業

などの各行政分野が一体となって効果的な施策に取り組み、人口ビジョンに示された将来

展望の実現に向けた対応を加速させてまいります。 

 今年の２月４日、ＴＰＰ参加１２か国は、ニュージーランドのオークランドで協定文に

署名し、昨年１０月の大筋合意の内容が確定しました。今後、各国での承認手続きを経て

ＴＰＰは発効されることになりますが、農林水産物の関税撤廃や合意ルールにより、日本

農業は壊滅的な打撃を受け、農林水産業を中心に成り立っている地方経済は疲弊してしま

うのではないか、食の安全・安心などが脅かされ、国民生活に悪影響を及ぼすのではない

かといった不安や懸念の声が大きい中で、ＴＰＰがもたらす影響やその対策も含め、国会

審議等を通じて国民的な議論を行うことを求めていくとともに、本年度は、町の第６次総

合計画策定のなかで、農業と農業関連産業を中心に成り立っている町経済の進路について、

町民の皆さまと共に、方向性を見出してまいりたいと考えております。 

 リーマンショックにみられるように世界経済の動きは、地域経済や家計にも大きく影響

する時代であります。一昨年から始まった原油安が昨年は一段と進み、燃料価格が下がり、

灯油、ガソリン、さらに電気料金の値下がりなどにつながっておりますが、これらはアメ

リカのシェール・ガスの開発・供給といった要因もありますが、中国経済の減速とアメリ

カの金融引き締めが大きく影響していると考えられます。日本銀行は、マイナス金利導入

という異例の金融緩和に踏み切りましたが、その副作用を不安視する声もあがっておりま

す。こうしたなか、来年４月には消費税率が１０％に引き上げられ、町民生活を考えます

と多くのことが懸念されます。そうした課題が少しでも克服できるよう、国などに働きか

けるとともに、町の施策にも反映してまいります。 

 平成２８年は、高知県人の方々が開拓の鍬を打ちおろしてから１２０年の節目の年であ

ります。 

 明治３０年にこの地に入植された１３戸４５人の開拓者の方たちが原始林と厳しい大自

然に立ち向かい、幾多の困難を乗り越え今日
こんにち

の訓子府町が築かれました。全町挙げて開拓

の先人たちに感謝し、その偉業を称え、お祝いしたく、さまざまな記念事業を企画してお

ります。また、町民の方たちが主体的に行う事業も可能な限り後押ししてまいりたいと考

えております。 

 多くの先人たちの「勇気」と「志」に学び、全町民で節目の年を盛り上げ、町の宝であ

る子どもたちのためにも、「子ども達の笑顔が輝く町づくり」に向けまい進してまいります。 
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 次に、平成２８年度において、私の町づくり目標実現に向けた主な施策について申し上

げます。 

 １点目は、「子育て世代が、安心して子どもを産み育てることができる町づくり」につい

てであります。 

 全国的に非婚化、晩婚化、有配偶出生率の低下などにより、出生数が減少している傾向

にあり、先の国勢調査結果をみても旧産炭地や農林漁業といった第一次産業を中心とする

本町のような人口規模の小さな町にとって非常に深刻な問題といえます。 

 町の将来を担うのは子どもたちでありますが、人口減少問題という根源的な課題を抱え

る中で、安心して子どもを産み育てることができる町づくりは、最も重要な政策の一つで

あり、昨年１０月に策定の人口ビジョン・総合戦略に掲げる１４年後の２０３０年の希望

出生率１．８人を早期に達成できるよう、行政はもちろんのこと、家庭、職場、地域、保

育および教育機関など、さまざまな方たちの知恵と力を結集し取り組んでまいります。 

 結婚・出産への動機付け。 

 安心して子どもを産み、育てることができるという環境づくりに加え、そうした町づく

りに取り組んでいることを町内外に積極的にアピールすることや、夫婦の経済的負担軽減

のための特定不妊治療費助成事業に対しては町独自に上乗せ助成するなど、結婚や出産に

対する動機付けに取り組んでまいります。 

 周産期および子どもの健康・医療対策。 

 安心して周産期を迎えることができるよう、妊婦健康診査の実施、育児支援事業など産

前産後対策の充実に取り組みます。 

 また、乳幼児健康診査事業、定期接種のほか、インフルエンザ、Ｂ型肝炎、おたふくか

ぜ、ロタウイルスなど子ども予防接種事業の助成範囲の拡大、子ども歯科保健事業、昨年

８月から中学生まで拡大した町独自の初診時一部負担金以外の医療費を無料化にする乳幼

児等医療費助成事業、未熟児養育医療費助成事業に取り組むなど、子どもの健康および医

療対策の充実にも取り組んでまいります。 

 子ども・子育て支援対策。 

 開基１２０年にあたる本年４月には、幼保連携型の訓子府町認定こども園「わくわく園」

をオープンします。 

 幼保連携型認定こども園は、幼児教育と保育の両方の性格を兼ね備え、０歳児から就学

前までの全ての子どもたちの健やかな成長を願って建設しました。保育教諭に加え、保健

師と管理栄養士、給食調理員も配置し、充実した幼児教育・保育活動を展開してまいりま

す。また、子育て支援センターと連携した地域の子育て支援、食育活動と自園調理による

完全給食の提供、通常の保育時間外の一時預かり、町外から町内の事業所などに通勤する

方や出産のため里帰りされる方などの子どもも対象に「子育て応援保育」を行うなど、保

護者の就労支援や多様なニーズに対応するとともに、特色ある幼児教育・保育活動も実践

してまいります。さらに、多子世帯保育料応援補助も継続し、子育て負担の軽減にも取り

組みます。施設としても、構造体には、町有林のカラマツを集成材に加工して使用、内装

と床材には、精神安定性に優れ、独特の香りがする姉妹町津野町産ヒノキ材を採用、外壁

には、こども園建設現場の掘削土を練り込んだレンガタイルを採用するなど、優しく落ち

着きのある空間と温かみのある外観を形成しております。さらに、太陽光発電蓄電システ
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ムや冷暖房には地中熱ヒートポンプを採用するなど、地球に優しい再生可能エネルギーを

活用しております。本年度は、グラウンド、遊具などの外構を整備しますが、あくまでも

子どもに優しく、幼児教育・保育に最適な、「子育ての町訓子府」を印象づけるシンボリッ

クな施設となるよう努めてまいります。 

 子育て支援センターは、こども園と隣接しており、こども園を利用する子どもの保護者

も気軽に立ち寄ることができ、子どもの発達相談や子育ての各種講座の開設など、子育て

中の保護者の不安解消や交流の場としての役割を担う施設としてその機能の充実を図って

まいります。 

 このほか、北見市子ども総合支援センター「きらり」における療育指導の委託および通

園費助成、美幌療育病院に委託して作業療法士、言語聴覚士による年中児健康相談を行う

など、子どもの発達支援事業にも取り組みます。 

 留守家庭児童だけではなく、全ての児童が利用できる児童センター「ゆめゆめ館」につ

きましては、健康増進事業、社会性を育む体験活動事業などを通じ、放課後対策の充実を

図るほか、発達障害児の来館にも対応するなど、児童支援体制の充実にも努めてまいりま

す。 

 居武士小学校区では、日ノ出地区ふれあいセンターにおいて、地域の方たちが自主的に

放課後の児童の居場所として「みつばちクラブ」を運営しておりますが、本年度から助成

内容を拡充するなど引き続き支援してまいります。 

 町では、昨年３月に子ども・子育て支援事業計画を策定し、子ども・子育て支援に取り

組んでおりますが、この４月から「子ども未来課」を新たに設け、認定こども園、児童セ

ンターおよび子育て支援センターの包括的な管理、子どもの保健、栄養指導および食育、

予防接種、発達支援など、子ども・子育て支援を総合的に推進してまいります。 

 今年、居武士小学校が開校１００周年という記念の年を迎えます。協賛会を中心にさま

ざまな記念事業が企画されておりますことから、町としても支援を行ってまいります。 

 また、町営球場などを会場に第６７回北海道中学校軟式野球大会が開催されますので、

助成してまいります。 

 さらに、小・中学校臨時講師と特別支援教育支援員を継続して配置、また、学校生活や

学習サポートを行う発達支援指導事業を実施するとともに、本年度新たに配置する教育専

門員を定期的に学校に派遣するなど不登校やいじめなど子どもたちに関わる問題への対応

の充実を図ってまいります。 

 北海道訓子府高等学校は、わが町の唯一の高校であり、「教育の町訓子府」になくてはな

らない教育機関であります。学校や訓子府高等学校教育振興会議、そして何よりも生徒の

皆さんの努力が実り、今春は定員を超える入試出願状況となっております。本年度も引き

続き、学校給食の提供、入学準備や資格取得の支援を行うとともに通学費助成の拡充も図

るなど、地元高校の教育振興に取り組んでまいります。 

 一方、町外の高校などへの通学支援対策として、バス通学定期運賃補助を引き続き実施

してまいります。 

 また、奨学資金貸付制度の運用に必要な貸し付け原資を増資するなど、進学に伴う経済

的な支援の充実に努めてまいります。 
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 ２点目は、「高齢者や障がい者が安心して暮らせる地域医療や介護、保健福祉が充実した

町づくり」についてであります。 

 本町の高齢化率は、３５％を超え、６５歳以上の高齢者のうち、要支援および要介護の

認定者数は、昨年１２月時点で１５．３％となっております。 

 障がいのある方については、平成２５年度末の障害者手帳の交付状況をみますと人口の

減少に伴い、身体と知的は減少傾向にありますが、精神については増加傾向にあります。

また、総人口に対する各手帳の交付率でみますと、精神については、北海道全体の率を下

回っているものの、身体と知的では上回っている状況にあります。 

 このようななか、私は「すべての町民にやさしい町づくり」を目標に掲げ、介護や介助

を受ける方、障がいや難病のある方、そしてその家族や関係者が安心して生活でき、また

若者やこれから老後を迎える方についても将来不安なくこの町に住み続けられる環境を築

くとともに、自立可能な老後に向けた健康寿命の延伸、さらに現役引退後も希望に応じて

多様な働き方や社会参加を実現できる長寿社会を形成し、結果として人口流出の抑制につ

ながるような効果的な施策の推進に努めてまいります。 

 高齢者の足の確保であります。 

 高齢者の足の確保対策として実施中の高齢者ハイヤー利用サービスと路線バス高齢者利

用支援事業につきましては、年間利用回数をそれぞれ４８回から６０回に増やし、事業の

充実を図ってまいります。 

 保健・医療対策。 

 医療に関しましては、地元医療機関と連携した事業展開、北見市、置戸町と連携した在

宅当番医制運営事業による休日における救急医療体制の確保などに努めてまいります。 

 精神疾患や特定疾患患者の通院、訪問看護利用に係る交通費助成、個別の専門職による

運動指導などの介護予防事業、町民健診の対象年齢拡大、骨検診など新たな検診項目の追

加、誕生検診の対象年齢も拡大、ヘモグロビンＡ１ｃとＬＤＬコレステロールの測定が可

能な簡易血液検査機器を導入するなど、検診・検査事業の拡充を図ります。 

 また、保健部門と医療保険部門とが一体となって重症化予防につながる施策や、後発医

薬品利用差額通知に取り組むなど国民健康保険特別会計の収支改善に努める一方、保険税

の加入者負担軽減を図るため一般会計からの財源補てんを本年度も行います。 

 さらに本年は、開基１２０年記念事業の一環として健康週間の設定、長野県の鎌田
か ま た

實諏

訪中央病院名誉院長を迎えての健康講演会や運動指導など充実したプログラムを組んで町

民の健康増進につながる健康まつりを開催いたします。 

 介護・高齢者福祉の推進について。 

 高齢者を支える地域づくりを目指し昨年度から実施の「ささえあいプロジェクト」は本

年度で２年目となりますが、３年間で全町内会と実践会合わせて２９地区で開催すること

としております。 

 在宅の高齢者に対しましては、災害弱者緊急通報装置の設置、ショートステイサービス、

ホームヘルプサービス、愛の声かけ訪問、移送サービス、除雪・排雪サービス、配食サー

ビス、老人クラブ連合会による訪問サービスなどの高齢者在宅サービス事業の実施、また、

訪問介護および居宅介護事業を行う社会福祉協議会に対しては事業の収支補てんを行い、

在宅生活を支える多様なサービスが提供される体制など介護サービス提供基盤を確保し、
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地域包括ケアシステムの構築に向けて推進してまいります。 

 お年寄りの生きがいと自立を促すため、高齢者勤労センターによる就労機会の提供、社

会福祉協議会と連携したボランティア活動機会の提供、老人クラブ活動支援など、高齢者

の積極的な社会参加促進に取り組むとともに、高齢者を敬愛し、長寿を祝う場として本年

度も敬老祭を開催いたします。 

 また、昭和４３年１２月に開館した長寿会館につきましては、築後４７年以上が経過し、

老朽化が著しいことから、これまで町内会連絡協議会や中央長寿会などと協議を重ねてま

いりましたが、これらの経過を踏まえ、財源確保と建て替えの環境が整いましたら、この

開基１２０年の節目に建て替えできればと考えております。 

 各地域では、高齢者福祉対策や災害対策などに取り組んでおりますが、こうした自主的

な取り組みを大切にし、さまざまな面で支援・協力してまいります。 

 障がい者福祉の推進であります。 

 障がい者福祉に関しましては、地域社会における共生の実現に向けて障害福祉サービス

の充実や障がい者の日常生活および社会生活を総合的に支援するため、障害者総合支援法

に基づき、障害福祉サービスの提供や地域生活支援事業の実施に努めてまいります。 

 また、身体・知的障害者相談員の配置、町独自の除雪・排雪サービス、障害者外出支援

サービス、配食サービス、重度身体障害者交通費助成などの事業を継続して実施してまい

ります。 

 昨年度、３年間を計画期間とする訓子府町障がい福祉計画を策定しましたが、本年度は

計画の中間年にあたります。その計画を着実に推進するため、障害福祉サービス、相談支

援などに関する適切な情報提供、障がい者団体、ボランティア団体、社会福祉協議会など

の各種団体や関係機関などが実態把握や支援内容の協議を行うなど地域福祉推進体制の確

立に努めてまいります。さらに、保健福祉部門だけでなく、教育・労働・生活環境等に関

する関係部局が協力体制を築き、障がいのある方が自立した日常生活や社会生活を営むこ

とができるインフラや環境づくり、サービスの利用状況などの点検・評価やニーズの把握

を行うなど、「みんなが笑顔で共に支え合うまちづくり」に努めてまいります。 

 また、今期の政策に掲げております多機能型障がい者支援施設につきましては、民間事

業者による事業化を後押ししてまいります。 

 福祉のまちづくりであります。 

 町の中核を担う福祉団体である社会福祉協議会の運営に対する支援、民生委員児童委員

協議会や保護司会の活動支援、このほか遺族会、身体障害者分会、くるみ里親会などの福

祉団体の活動や運営に対する支援の継続、赤十字奉仕団やＮＰＯ法人きらきら本舗、町内

ボランティア組織などとの連携も強め、地域全体で福祉活動が展開され、共に支え合う町

づくりに努めてまいります。 

 また、低所得者の貧困の連鎖が社会問題となっておりますが、就学援助や奨学資金貸付、

教育教材費の保護者負担の軽減、さらに社会福祉協議会が行う医療費支援も対象とする福

祉資金貸付事業なども講じてまいります。 

 ３点目は、「農業生産額の向上と商工業の振興を通じて発展する町づくり」についてであ

ります。 

 家計、福祉、教育、公共施設など町民生活を支え、町の存続発展に不可欠な経済活動の
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基盤となる産業の振興は、重要な政策の柱であり、今あるものを伸ばす一方、新たなもの

に挑戦する意欲をもって豊かさが実感できるまちづくりを進めてまいります。 

 力強い農業づくり。 

 本町の農業は、農家戸数３００戸、作付面積６，０００ｈａ、１戸当たりの平均経営面

積は２０ｈａと十勝などと比べると大きいとは言えませんが、１０分類にも分かれた多様

な経営が展開され、平成２６年度の生産額は１２０億円を超え、町の経済を支える基幹産

業として今後ともたくましく大事に育てていかなければなりません。 

 農業の生産力を高めるため、平成２４年度から平成３８年度までの１５年間でおよそ１

５０億円に及ぶ第４次道営農業基盤整備事業を進めております。本年度は、北西地区で面

工事と用水路整備、高園地区で面工事、川南地区で面工事および排水路の測量、中央地区

で面工事および用水路整備の調査設計業務、北東地区で平成３０年の事業採択に向けた調

査計画を進めてまいります。また、山林川の改修についても道営事業で実施いたします。 

 畜産では、乳牛の飼育戸数５０戸で飼育頭数約５，５００頭、肉用牛９戸で約５３０頭、

馬５戸で１８頭、鶏１戸で約１，２００羽が飼養されております。家畜は大事な財産であ

り、伝染病その他の疾病の発生を未然に防止するためのワクチン接種を行うほか、消石灰

と消毒用足マット購入助成による伝染病侵入防止や組織的かつ計画的に防疫を推進する家

畜自衛防疫事業を継続して実施、また、畜産担い手育成総合整備事業、畜産競争力強化対

策整備事業、草地植生改善推進事業の３本の新規補助事業により草地整備改良、施設整備、

付帯機械導入など、生産力向上と生産コスト低減対策に取り組んでまいります。 

 町営牧場については、預託された牛、馬の安全管理や施設管理に努め、本年度は、肥料

運搬や牧道の修繕などに使用するショベルローダーと牛追業務などに使用するオートバイ

の購入、また経年劣化が著しい旧住宅５棟９戸と物置１棟の取り壊し撤去を行います。 

 昨年から北海道立総合研究機構北見農業試験場と連携して本町農業の課題解決のため、

くんねっぷ農業未来づくり試験委託事業を実施しておりますが、本年度も引き続き実施し

てまいります。さらに本年度は、同試験場の協力を得て担い手研修懇話会・チャレンジア

ッププロジェクトを実施いたします。 

 農業従事者減少の抑止策として、農業後継者、新規就農者、第三者経営継承者を町独自

で支援する新規就農者支援事業、独立・自営就農を行う経営者に対し経営不安定な就農初

期段階を支援する国の青年就農給付金事業にも取り組みます。 

 食害や踏害など農作物に深刻な被害を与えるエゾシカ対策として、猟友会の協力を得て

猟銃による駆除のほか、わな猟の狩猟免許取得者への講習、くくりわなの貸し出しによる

駆除の実施、狩猟免許取得者への助成による新規担い手の確保、適正な残滓
ざ ん し

処理のための

処分に要する予算確保など、有害鳥獣駆除事業に取り組みます。 

 馬鈴薯耕作組合は、設立５０周年を迎えます。記念式典や記念誌発行などの記念事業に

対し助成支援してまいります。 

 農業交流センターにおける加工指導に携わる職員の指導能力維持と新規利用客のニーズ

開拓としての機能を併せ持つ講習会も企画してまいります。 

 森を守り育てる。 

 オホーツク管内は、全国的にも認証林の面積が多く、オホーツクブランドの確立のため

本町もその一翼を担っております。森林環境に配慮した植樹の検討、生物多様性や水資源
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の確保、集中豪雨による土砂災害の予防など、森林の持つ多面的機能の発揮のため将来に

わたり森林の適正な管理に努め、また、皆伐等により人工林の更新を図り持続可能で安定

的な森林資源の供給に努めてまいります。さらに、木材産業に携わる方の雇用維持、就労

に貢献し、町有林や地域材を使用した児童センターや認定こども園の利用を通して子ども

たちへ木のぬくもりや素晴らしさを伝え、木育の推進を図ることなどを目的に公有林森林

認証取得事業に取り組んでまいります。 

 林道網整備のうち、町が管理する二つの林道橋につきましては、委託方式により長寿命

化のための点検業務を実施し、今後の修繕計画を策定いたします。 

 町の貴重な財産であります町有林につきましては、適正な管理および処分、保安林につ

いても適正管理に努めるほか、一般民有林の造林、除間伐事業に対し町が単独補助を行う

民有林振興事業や一般民有林の育成指導活動を行う森林組合への助成支援を継続して実施

してまいります。 

 商工観光の活性化であります。 

 商工業に関しましては、商店街における空き店舗の発生など厳しい情勢が続いておりま

すが、これまで同様、商工会を通じて商工業振興策に取り組むことを基本に進めてまいり

ます。 

 町内における住宅の改修工事や建築設備の整備など住宅のリフォームを促す住環境リフ

ォーム促進事業を継続してまいります。 

 商店街の元気づくりのため、既存店舗の改修に要する経費の一部を補助する店舗改修事

業、新たに営業を行う事業者の店舗購入又は新築、空店舗の再活用に係る改装などに要す

る経費を補助する店舗出店等支援事業、商店街の賑わい創出と農商工連携による地場特産

品の地産地消を促進するとともに、地元消費者の町外流出を防止するための商店街等活性

化推進対策費支援事業にも取り組みます。 

 本年度予算計上は伴いませんが、地元出身者の雇用促進を目的に、新たに従業員を雇い

入れた事業所に対し助成金を交付するとともに、商工業後継者の育成を目指し、後継者本

人に対し助成金を交付する制度を新たに設けます。 

 このほか、ふるさとまつり、さむさむまつりなどの観光イベントをはじめ町の広報宣伝

活動を行う産業観光振興協議会の活動推進にも取り組んでまいります。また、昨年まで実

施しました「訓子府町四季観光フォトコンテスト」の入賞作品を活用し、町のＰＲを推進

してまいります。 

 建設業に関しましては、有利な財源確保にも配慮したなかで、新たな公共事業の選択と

実施に向けて、地元建設事業者への事業参加と育成を図ってまいります。 

 産業後継者担い手育成にあたりましては、町の基金を活用して産業後継者教育推進協議

会交付金事業を継続して実施してまいります。 

 ４点目は、「教育の町・訓子府にふさわしい町づくり」についてであります。 

 改革後の教育委員会制度が、昨年４月からスタートしたことに伴い、新たに総合教育会

議を設け、昨年１２月には町の教育、芸術・文化およびスポーツに関する総合的な施策を

定めた教育大綱を策定いたしました。この大綱の期間は、平成３０年度までの４年間で、

学校教育、社会教育、子育て支援・幼児教育それぞれにおいて基本目標と基本方針を設け

ており、それらの具現化に向けて取り組んでまいります。 
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 社会教育の推進。 

 青少年教育では、地域住民の協力による学校教育活動の支援や新たに配置される教育専

門員によるスクールサポートなどを行う「学校支援地域本部事業」、小学生を対象とした「通

学合宿」や「竹の子クラブ」を継続実施、また、子ども会育成連絡協議会、青年団体連絡

協議会、４Ｈクラブに対する活動支援、文化・スポーツにおける大会派遣費助成、青少年

の各種会議や研修参加に対する助成を行うなど「人づくり」を積極的に進めてまいります。 

 成人教育では、地域課題や生活課題の解決に向けた学習機会の充実や豊かな人生づくり

を支援するため、はぐくみ講座、新・農力発見セミナーなどの公民館講座、くんねっぷの

未来づくり大会などを開催してまいります。 

 次に高齢者の学習支援でありますが、現在、１３０人を超えるお年寄りの方たちが学ぶ

若がえり学級につきましては、各クラブ活動の支援および講座内容の充実に努めるととも

に、健康や体力に関する不安軽減と問題解決のためのシニア健康教室「しゃきっと倶楽部」

を保健部門と連携して取り組むなど、健康で生きがいをもって老後を送ることができるよ

うサポートしてまいります。 

 本年、訓子府町文化連盟が改組して１０年を迎えることから記念誌作成などの記念事業

実施に対し助成を行うとともに、本年度、本町が開催地となって、オホーツク管内社会教

育振興セミナーを開催いたします。 

 社会体育の推進であります。 

 スポーツ活動の普及および推進、健康の維持や体力づくりに向けて、年齢・体力に応じ

た各種スポーツ教室や大会の開催、よくばり健康プログラムの実施、スポーツ少年団やサ

ークルの育成および支援、さらに指導者の養成を行っていくとともに、開基１２０年記念

事業として道東地区や管内レベルの大会招致と助成を行ってまいります。 

 各種施設の利用促進。 

 公民館は、生涯学習や集会機能を有する町の拠点施設であり、誰もが利用できる親しみ

のもてる施設運営に努めてまいりますが老朽化した暖房用ボイラーの修繕、講堂用椅子の

更新など施設の機能維持にも努めてまいります。 

 町の本棚として親しまれている図書館については、より来館しやすい環境づくりと図書

の内容充実を図るなど、利用促進に努めてまいります。また、絵本作家による絵本ライブ

の継続、認定こども園オープンを機に幼児とその保護者を主な対象として、子どもの読書

セミナーの開催や小学生を対象に読書ノートを配布するなど読書活動を推進してまいりま

す。さらに、蔵書データの整備や容易な検索サービスの提供など図書館機能の充実を図っ

てまいります。 

 昭和５３年建設のスポーツセンターは、耐震強度不足と診断され、それに加え、暖房設

備など施設設備の老朽化が進んでおります。スポーツセンターは、中学校の部活動や少年

団活動、各種スポーツ団体の活動、健康維持や体力づくり、各種競技大会の開催、スポー

ツを通じたコミュニケーションを図る場として、また放課後児童・生徒の居場所として利

用されるなど、子どもからお年寄りまで幅広く利用されております。このようなことから、

本年度、スポーツセンターの建て替えに向けた基本設計を実施することとし、その成果品

を町民の皆さまにもお示しし、ご意見等も伺いながら、建て替え事業を具現化していくと

ともに、事業に要する財源確保のため、資金の造成にも取り組んでまいります。 
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 温水プールについては、ろ過機５方弁の更新、給湯配管更新、幼児・流水プールの塗装

を行い、屋外運動施設についても、野球場グラウンドの整地、パークゴルフ場の芝の目土

など、利用者の立場に立った管理に努めてまいります。 

 前段でも述べました教育大綱につきましては、自治体の首長が策定するものであります

が、策定に当たっては教育委員会の意見を尊重したなかで十分協議を行い定めたものであ

ります。また、昨年改められた教育委員会制度では、首長の権限、関与が強化されました

が、私は、政治的中立性の確保を図り、憲法が定める基本的人権の尊重をはじめ、教育基

本法や児童憲章、わが国が１９９４年に批准した子どもの権利条約を遵守
じゅんしゅ

することを基本

とし、教育行政はあくまでも教育委員会に担っていただきたいと考えております。今後と

も、教育委員会を中心に、「教育の町・訓子府」にふさわしいまちづくりを進めてまいりま

す。 

 ５点目は、「町民と共に開基１２０年の成功と未来からの呼びかけに応える町づくり」に

ついてであります。 

 町づくり計画。 

 平成１９年度に策定の第５次訓子府町総合計画は、本年度が計画年度の最終年度となり

ます。昨年度町民アンケート調査を実施し、現在、各地域で車座トークを開催し、町民の

皆さまのご意見をお聴きしているところでありますが、今後、より多くの団体・組織等か

ら積極的な提案もいただきながら、本年度中には、第６次の訓子府町総合計画を策定いた

します。 

 一昨年１１月に国会で可決・成立しました「まち・ひと・しごと創生法」では、地方公

共団体が地方版総合戦略を策定することの努力義務が規定され、本町においては、昨年１

０月に「訓子府町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略」を策定いたしました。

第６次訓子府町総合計画の策定を控えている中で、同計画の前期５年間の重点プロジェク

トの一部と位置づけ、「力強い産業と雇用を創る」「安心して子どもを産み、育てることが

できる環境を創る」「安心して住み続けることができる環境を創る」を基本目標に設定し、

「将来にわたり魅力的で持続可能なまち」の実現を目指し、戦略的に取り組んでまいりま

す。 

 開基１２０年、総合計画の策定など、本年度はいろいろな面で節目の年であり、町の将

来を皆さまと共に考え、未来からの呼びかけに応える町づくりを進めてまいります。 

 開基１２０年記念事業です。 

 平成２８年は、本町に開拓の鍬がおろされてから１２０年目の節目の年であり、町民の

皆さまと共に開拓の先人たちを敬い、これまで訓子府が歩んできた歴史を改めて振り返り

ながら、記念事業の実施などにより、この記念すべき年を祝ってまいります。 

 記念事業につきましては、昨年４月に町民の皆さまからの応募のあった事業を中心に実

施することを計画しております。 

 特に、町民の皆さまから応募のあった「町民運動会」「北海道日本ハムファイターズ関連

イベント」、廃校となった学校の懐かしい校歌も収録した「ふるさとの歌ＣＤ事業」を実施

いたします。北海道１７９市町村応援大使として、北海道日本ハムファイターズの矢野謙

次選手と谷口雄也選手の２名が、この１年間本町の応援大使に決定しておりますが、各種

プロモーション活動などを通じ、町のＰＲやイメージアップにつながることを期待してお
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ります。このほか、姉妹町津野町へ５０人ほどの町民訪問団を派遣し、ふるさとまつりで

は津野町伝統の津野山古式神楽を披露するなど両町の町民交流を深める事業を実施するほ

か、多彩な事業を展開いたします。 

 また、記念式典につきましては、１１月１日の挙行を予定し、訓子府の歴史と共に歩ん

でこられた永年在住者等に感謝の意を表すなど、１２０年の節目の年を盛り上げてまいり

ます。 

 住民の安全を守る。 

 昨年、訓子府消防１００年を記念して式典と祝賀会が盛大に挙行されました。郷土愛と

奉仕の精神にあふれる消防団の活躍に今後も期待するとともに、団員の確保や活動を支援

してまいります。 

 また、消防団による地域防災力の充実・強化のため、団員の処遇改善として年報酬や出

動手当の支給額を見直すこととします。 

 このほか、消防ホースを購入するなど消防資機材の整備を計画的に進め、また、北見市

にある北見地区消防組合本部庁舎等建て替えに伴い、その建設費の一部を負担するなど消

防力強化につながる取り組みを進めてまいります。 

 町内では年間２００件を超える救急出動がありますが、救急資機材の整備のほか、実習

などを通じ救急救命士の質の向上を図ってまいります。 

 交通安全対策につきましては、交通安全指導員による街頭指導、自治会や事業所、学校

などとの協力による街頭パレードなどを通じた啓発活動の推進、スクールゾーンの整備や

視界の悪い交差点へのカーブミラー設置、巡視活動などで使用する交通安全指導車の更新

など、交通事故防止に取り組んでまいります。 

 昨年、総合防災訓練として、全町を範囲に一斉に避難行動をとるシェイクアウト訓練を

実施、またその際、東町、元町、旭町の住民の皆さまや自衛隊美幌駐屯地などの協力をい

ただき避難訓練と炊き出し訓練を行いましたが、本年度も防災意識の向上のため、住民参

加型の訓練などを企画してまいります。 

 緊急物資等の備蓄品や防災資機材を集中的に格納するため、元町の消防庁舎の隣に防災

倉庫を建設いたします。 

 道路橋 梁
きょうりょう

の整備であります。 

 町道に関しましては、郊外路線である南７線の道路改良と舗装、西３１号線の法面補修

と道路側溝補修について道営農地整備事業を活用して実施するとともに、北栄南１１線、

福野西２３号、桜ヶ丘線などの町道側溝整備も進めてまいります。 

 市街地内の町道についても南１２線舗装修繕、末広団地東１丁目南線道路整備、また末

広線など４路線の点検を行う町道道路ストック総点検事業を実施いたします。また、冬季

における除雪を円滑に進めるため除雪用グレーダーの更新を行います。 

 昨年１１月８日、北海道横断自動車道訓子府インターチェンジと北見西インターチェン

ジ間が供用開始となり、町民にとっても利便性が高まりました。小利別までの区間につい

て本年度中の開通を目指して工事が進められ、小利別と陸別間についても本年度着工の見

通しとなっております。しかしながら、足寄までは事業凍結区間となっており、また、北

見市端野町川向と美幌町高野間も未だ事業化に向けて調査中であり、十勝とオホーツクを

結ぶ高速ネットワーク整備に向け、国などへ強力に要請してまいります。 
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 橋梁に関しては、橋梁長寿命化計画に基づき、福野橋の修繕工事と穂波橋など３橋の詳

細設計を実施するとともに、伏見川の積ブロック布設替えなど河川整備も行ってまいりま

す。 

 快適な住宅および生活環境。 

 公営住宅につきましては、穂波団地の長寿命化を図るため屋根と外壁を改修、幸栄団地

物置修繕を実施するほか、平成２９年度着工に向けて幸栄団地整備基本・実施設計を行い

ます。また、現在空き家となっている訓子府高等学校教職員住宅２棟５戸を北海道から取

得し、町内事業所への転勤者などの住宅を確保するとともに、昨年度から、定住や移住を

希望される方に空き家情報を提供する空き家バンク制度と空き家購入やリフォーム費用に

対し助成支援をする空き家活用定住対策補助を実施しておりますが、制度普及と利用推進

に努め、定住促進につなげてまいります。 

 憩いと遊びの空間である公園については、各遊園地の遊具点検、緑地の維持管理などを

行い、レクリエーション公園については、バッテリーカーの更新などを実施いたします。 

 葬斎場については、平成２６年度から計画的に改修事業に取り組んでおりますが、本年

度は、２号炉再燃焼室耐火物全面積み替え、火葬炉動力盤・制御盤電気部品交換、火葬炉

コントロールモーター・点火トランス交換、自動扉開閉装置部品の取り替えを実施いたし

ます。 

 資源エネルギー対策については、再生可能な太陽光エネルギー施設設置者に対する補助

や住宅用太陽光発電システム導入費補助を継続、また町内の街路灯や交通安全灯７百数十

基のＬＥＤ化を実施し、二酸化炭素抑制と経費の節減に努めてまいります。 

 上水道については、開盛浄水場ろ材交換、水道施設監視システム改造、若富水源ポンプ

取り替え、道路整備に伴う水道管耐震整備、老朽管更新事業を実施、また下水道について

は、個別排水処理浄化槽の設置、道路改良工事に伴う汚水管移設、第２期農業集落排水事

業に向けた施設機能診断を実施するなど快適な生活環境整備に努めてまいります。 

 住民参画の推進等。 

 ふるさとおもいやり寄付金制度については、昨年１１月にリニューアルし、寄付者に地

元特産品や姉妹町津野町の特産品を謝礼として提供しており、寄付金を集めるだけでなく、

町のＰＲや特産品等の消費拡大にもつながっており、さらなる事業の推進に努めてまいり

ます。また、寄付金につきましては、福祉、教育、産業、防災などの分野で活用してまい

ります。 

 町民憲章につきましては、行事や会議開催の折に印刷物などを通じその推進を図ってお

りますが、本年度、中央公園、レクリエーション公園などに憲章文を掲示した標示板を設

置し、町民憲章の推進を図ってまいります。 

 本年度も町民税１％を活用したまちづくりパワーアップ特別対策事業を実施し、まちづ

くりや地域づくり、まちおこしの推進に寄与する事業の掘り起こしや６次産業化のきっか

けづくりにつなげるとともに、コミュニティ施設整備や活動を支援してまいります。 

 まちづくりに対する住民参画を推進するため、引き続きまちづくり推進会議を開催、ま

た夜間町長室の開設、車座トークの開催、ホームページ「町長室」を開設するなど広報広

聴活動にも取り組んでまいります。 

 行財政運営であります。 
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 行政の電子化が進んでおりますが、個人情報の流出防止やサイバー攻撃による不正侵入

を防ぐため、情報セキュリティーの強化対策に取り組みます。 

 行政を担う職員の資質や能力向上を図り、その成果を町政運営に反映させ、町民の皆さ

まの福祉の増進につなげることも大切な政策の一つと考えます。 

 本年度も職員１名を自治大学校へ派遣するほか、市町村中央研修所への派遣、全国小さ

くても輝く自治体フォーラムへの参加、職員の自主的なグループ研修、姉妹町津野町との

職員相互人事交流を実施、また日常における庁内研修の推進などに取り組んでまいります。

さらに、本年度から人事評価制度を導入し、目標管理型の業務推進や能力向上に取り組ん

でまいります。 

 地域担当職員制度も定着化しつつありますが、高齢者宅の訪問、地域行事への参加など

を通じ、町民目線の町づくり実現に向けて、地域に学び、地域に根差した職員を育ててま

いります。 

 財政運営にあたっては、国や北海道などの補助事業の有効な活用、大型投資を伴う事業

に向けた基金の造成、ふるさとおもいやり寄付の獲得など財源確保に努めるとともに、財

政健全化を念頭に置いた一般行政経費の縮減、財源確保見通しに基づく予算規模の設定、

特別会計においては独立採算を基本とした収支均衡に配慮する一方で、町民生活の実態等

を正しく捉え、まちづくりの視点に立ち、将来につながる財政運営に努めてまいります。 

 以上、平成２８年度の町政執行に向けて、私の所信と主な施策について述べさせていた

だきました。 

 町議会議員の皆さまの一層のご理解とご協力を心からお願い申し上げまして、平成２８

年度の町政執行方針とさせていただきます。 

○議長（上原豊茂君） ここで午前１０時３０分まで休憩といたします。 

 

休憩 午前１０時２０分 

再開 午前１０時３０分 

 

○議長（上原豊茂君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（林 秀貴君） 平成２８年第１回定例町議会の開会にあたり、訓子府町教育行

政の執行に関わる主要な施策について申し上げ、町民の皆さまならびに町議会議員の皆さ

まのご理解とご協力を賜りたいと存じます。 

 人口減少・少子高齢化時代の到来というかつてない状況を迎え、さらには情報通信技術

の発達、地方分権社会への進展など社会が急激に変化する中、教育の果たす役割がこれま

で以上に重要となってきております。 

 平成２８年は、訓子府町に開拓の鍬が打ちおろされてから１２０年の記念の年を迎えま

すが、社会情勢が急激に変化する中で、私たちは恵まれた自然、先人達の精神、他人への

思いやりの心など本町の教育資源を生かしながら、誰もが生涯にわたり生きがいを持ち、

訓子府町の未来を担う人材を育成するために、学校・家庭・地域はもとより関係団体

などとの連携を図りながら、より良い教育環境づくりに努めてまいります。 

 教育行政執行方針の基本的な考えについて申し上げます。 
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 少子高齢化や核家族化などの教育を取り巻く社会情勢が大きく変化している中、新たな

教育委員会制度の趣旨を踏まえた「訓子府町教育大綱」に基づき「学校教育」「社会教育」

「子育て支援・幼児教育」との連携を図りながら、安心して子どもを産み育て、共に支え

合い、生きがいをもって暮らし、未来を担う子どもたちが夢と希望を持てるような「子ど

もたちの笑顔が輝く教育のまちづくり」を目指し、教育行政の推進に努めてまいります。 

 主要施策の推進について申し上げます。 

 はじめに、学校教育における取り組みについて申し上げます。 

 学校教育においては、次代を担う子どもたちが、自ら学び、考え、行動する力を育て、

これからの社会を生き抜いていく力を育んでいくことが重要です。 

 学校・家庭・地域が連携し、それぞれの役割を発揮しながら教育力の向上を図ることに

より、子どもたちが確かな学力を身に付け、心豊かに共に支え合い、ふるさとに誇りがも

てる教育を推進してまいります。 

 まず、「学びの連続、支援の継続を図る教育の推進」についてであります。 

 本町は、乳幼児期から義務教育まで、一貫した子育て支援や教育のできる環境にあるこ

とから、子どもたち一人一人への切れ目のない「学びの連続性」や「支援の継続」を推進

してまいります。 

 多様化・専門化する教育ニーズに対応するために、本年度より生涯学習アドバイザーを

拡充した教育専門員を配置し、学校教育・社会教育を含めた専門的な教育活動の相談・助

言・指導を行うとともに、学校教育と社会教育の連携を図りながら積極的な教育支援に取

り組んでまいります。 

 子どもたちが生きる力を身に付けるためには、主体的に学習に取り組む姿勢を養うとと

もに、基本的・基礎的な知識・技能やそれらを活用できる確かな学力を育むことが重要で

あります。 

 全国学力・学習状況調査などで明らかになった教育課題を踏まえ、子ども一人一人の学

習状況に応じた学びの定着を図るとともに、道教委による教員加配措置と町単独の臨時講

師を活用した「チームティーチング」によるきめ細かな学習指導の充実に努めてまいりま

す。 

 また、放課後や長期休業中の学習サポートを継続実施するとともに「家庭学習の手引き」

の活用を図るなど、家庭学習の習慣化を推進し、基礎的・基本的な学力の定着に努め、あ

わせて学校・家庭・地域と連携し、子どもたちの学習習慣と望ましい生活習慣の確立に努

めてまいります。 

 特別支援教育の推進については、一人一人の発達に応じた支援を行うため、専門的な知

識を有する教職員の配置に加え、こども園・各小・中学校に特別支援教育支援員を継続し

て配置するとともに、就学後における専門的指導を受けるために発達支援指導事業を実施

し、学校生活や学習サポートを行ってまいります。 

 不登校やいじめ問題に対しては、いじめは「どこの学校でも起こり得るもの」との共通

認識に立ち、各学校との連携を強化し早期発見・早期対応に努めるとともに、不登校問題

も含め、教育専門員を定期的に学校に派遣し、子どもたちの教育相談の充実を図り、関係

機関との連携のもと研修・相談・指導などの充実に努めてまいります。 

 さらに、近年急速に進化を遂げているスマートフォンなど情報通信機器の不適切な使用
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やトラブルが問題となっていることから、研修会やパンフレットを活用した指導などの取

り組みを行ってまいります。 

 次に、「豊かな心と健やかな体を育成する教育の推進」についてであります。 

 子どもたちの社会性や豊かな人間性を育み、社会の一員としての責任感や道徳心を育む

ため、道徳用教材の活用など発達段階に応じた道徳教育の充実を図ってまいります。あわ

せて、地域の教育資源を生かした多様な体験活動を通じ、ふるさと教育を推進してまいり

ます。 

 体力の向上については、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果に基づき、各学

校においてそれぞれの課題を把握し、子どもたちに運動習慣や望ましい生活習慣の定着の

ため、家庭や地域との連携を一層深めるとともに、小・中学校においては全学年での体力

テストを継続し、体力・運動能力についての課題克服に努めてまいります。 

 子どもたちの健康の保持増進を図るため、各種健康診断、健康教育の充実を図るととも

に、こども園・小学校での虫歯予防のフッ化物洗口を引き続き実施してまいります。 

 学校給食においては、地元食材の活用を図り、衛生管理や指導を徹底するとともに、ア

レルギーへの対応と栄養バランスのとれた安全で安心な給食を提供してまいります。 

 次に、「地域との連携と教育環境の充実」についてであります。 

 地域の多様な人材や施設などの地域資源を生かした教育を進め、学校評議員会制度の活

用やスクールサポーター事業など学校・家庭・地域がぞれぞれの役割を発揮し、地域とと

もに歩む学校づくりを進めます。 

 教職員の指導力や資質向上を図るため、学校全体で連携しながら研修会・講座などへの

参加促進を図り、自らの専門性を高め授業改善に取り組み、信頼される学校づくりに努め

ます。 

 さらに、本年度は居武士小学校が開校１００年を迎えることから、地域と学校が一体と

なった記念行事に対し支援を行ってまいります。 

 近年は、子どもたちが事件、事故に巻き込まれる事案が多発しており、児童・生徒の安

全確保や危機管理教育を進めるにあたり、地域の関係機関などと力を合わせた防犯、防災

教育を推進し、地域ぐるみで子どもの安全を守る取り組みを進めてまいります。 

 子どもの将来が、家庭事情により影響されることなく、就学機会の確保が図られるよう、

就学援助事業を継続していくとともに、本年度は奨学資金貸付金の基金への増資を行い、

制度の充実を図ってまいります。 

 学校施設などの整備に関しては、子どもたちが安心して学べる良好な環境づくりのため

に、学校施設の点検や保守管理・整備など適正な修繕や維持管理に努めてまいります。 

 訓子府高等学校に対する支援につきましては、訓子府高校では生徒の早期進路決定や特

色ある学校づくりに取り組んでおりますが、少子化に伴い道内各地において定数の削減や

廃校など高校配置計画による学校再編が進んでいる状況にあります。 

 教育委員会としては、地元を支える人材の育成や北見地域における訓子府高校の役割の

重要性から、町と連携し「給食の提供」「入学準備支援」「資格取得補助」などの支援策を

講じるとともに、本年度から北見市内から通学している生徒については、北見市の通学助

成制度の終了に伴い、その相当額を訓子府町が負担し、さらに支援策の拡充を図ってまい

ります。 
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 今後も魅力ある高校づくりのための支援を継続し、引き続きＰＴＡや関係機関と連携を

図り、町を挙げて高校存続に向けた取り組みを進めてまいります。 

 ２点目に、「子育て支援・幼児教育」における取り組みについて申し上げます。 

 少子高齢化社会が急速に進展していく中、これからの未来を担う子どもたちの健やかな

成長と良質な子育て環境を実現するには、仕事と家庭を両立させることができる条件整備

が大切であり、地域の子育て支援やこども園での質の高い幼児教育・保育を提供していく

ことにより「安心して子どもを産み 育てることのできる環境づくり」を進めてまいりま

す。 

 まず「身近で安心して子育てできる環境づくり」についてであります。 

 子育てに関する切れ目のない支援体制や多様化する子育てニーズに対する相談体制を構

築し、全ての子育て家庭が不安や負担を抱え込むことなく、身近で安心して子育てできる

環境づくりに努めてまいります。 

 このため、教育委員会に子ども未来課を設置し、こども園・子育て支援センター・児童

センターといった子育て施設の運営を一元管理し、子どもの発達や健康・子育て相談など、

地域の特性に応じたきめ細やかな子育て支援を進めてまいります。 

 未就園の子どもたちの交流の場である子育て支援センター「ひだまり」は、たくさんの

親子に利用されております。 

 今後も「ひだまり広場」や「ミニ講座」の開催、子育て講演会などを通じ、子どもたち

が伸び伸びと遊ぶことのできる「子育て支援の拠点」としての役割を果たしてまいります。 

 また、多様化する保育ニーズに対応するために、子育てボランティアの「メロンキッズ」

と連携しながら、一時預かり事業の内容充実や体制整備を図ってまいります。 

 さらに、身近な地域で安心して子育てできるよう、保健・医療・福祉・教育が連携し、

学習機会の提供や教育相談に取り組んでまいります。 

 次に、「子どもたちの健やかな成長のための質の高い幼児教育・保育の提供」についてで

あります。 

 幼児期は、義務教育およびその後の教育の基礎を培うものとして、その重要性が改めて

問われています。 

 ４月に開園する幼保連携型認定こども園「わくわく園」では、幼稚園・保育園の両機能

を生かした特性を発揮しながら、遊びを中心とした生活を通して、０歳児から就学前まで

の一貫した幼児教育・保育を進めます。 

 また、保護者の就労形態などに配慮した保育時間を設定し、町独自の「子育て応援保育」

や「一時預かり保育」の充実などにより、多様化する保育ニーズに対応した幼児教育・保

育体制づくりに努めるとともに、保育教諭などの資質向上のための研修機会を確保し、保

護者にも信頼される質の高い幼児教育・保育の実践に努めてまいります。 

 さらに、多子世帯などへの保育料の助成を行い、保護者の経済的な負担軽減を図るとと

もに、小・中学校との一層の連携、高齢者などとの世代間交流などを進め、子育て支援セ

ンターと連携した地域の子育て支援の充実を図ってまいります。 

 次に、「すべての子どもの育ちを支える環境整備」についてであります。 

 発達に関しての配慮や支援が必要な子どもたちへのきめ細かな支援体制の確立のため、

福祉保健課・子育て支援センター・こども園などと専門機関が連携し、早期発見・早期療
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育に努めてまいります。 

 また、こども園においては特別な支援を必要とする園児に対し、これまでと同様に、子

ども一人一人に応じた支援を行うために、保育補助員や支援員を配置し、豊かなこども園

生活をサポートしてまいります。さらに、医療機関や支援学校、北見市の発達支援センタ

ー「きらり」などとも連携して、質の高い特別支援教育・保育活動を進めます。 

 子どもの健やかな心と身体の発達のため、食に対する正しい知識や望ましい食習慣を身

に付けさせ、保護者や地域、関係機関と連携した食育事業の取り組みを推進するとともに、

こども園においては、地元食材を活用した安全・安心な給食を提供し、食べることを通し

た健康づくりを進めます。 

 児童センター「ゆめゆめ館」は、放課後や週末・学校休業日に児童が安心して過ごせる

生活の場として、現在、多くの子どもたちに利用されております。これからも、子ども同

士が安心して自由に活動や学習、遊びができる居場所として、安全面に配慮しながら子ど

もの健全な育成に努めてまいります。 

 ３点目に、「社会教育」における取り組みについて申し上げます。 

 急激な社会環境の変化の中で、心の豊かさや生きがいを求めて、自らのライフスタイル

にあったさまざまな学習機会が求められています。 

 このため、生涯学習機会の充実のため「訓子府町社会教育中期計画」に基づき、町民一

人一人が自主的に行うあらゆる学習・文化・スポーツ活動を支援し、心豊かな教育環境づ

くりに努めてまいります。 

 さらに、平成２８年は開基１２０年を迎えることから、社会教育の事業におきましても、

町民の皆さまの記憶に残るようなものにしてまいりたいと考えております。 

 まず、「一生社会参加型人生を支援する社会教育」についてであります。 

 生涯学習の理念に基づき、あらゆる機会での学習を支援し、仲間づくりや社会参加から、

一人一人が充実した生活をおくることで地域がより豊かになることを目指していきます。 

 青少年教育については、子どもたちの体験活動の場や子ども会活動の充実を図るなど、

社会性や自主性を養うための「竹の子クラブ」「通学合宿」を実施するとともに、居武士小

学校区の子どもたちの安全・安心な放課後の居場所としての「みつばちクラブ」に対する

支援を拡充するなど、内容を充実してまいります。 

 成人教育については、多様化するニーズや現代的課題に対応するための「公民館講座」

や女性の交流学習の場としての「女性交流会」、子育て世代を支援するための「はぐくみ講

座」などを開催し、多くの皆さまが参加できるように努めます。 

 高齢者の学習支援については、学級生が自主的に運営する「若がえり学級」の活動を通

じて、多様化する社会に対応する力や健康で生きがいが持てるような学習活動を支援して

まいります。 

 また、高齢者の体力維持、仲間づくりを目的とした「シニア健康教室」の継続開催や高

齢者のもつ知恵と経験を学習・文化活動、異世代交流などで生かせるような機会を設けな

がら、高齢者の生きがいづくりと健康で豊かな生活のための環境づくりに努めてまいりま

す。 

 次に、「学び・つどい・つながり・絆を深めるための社会教育施設の充実」についてであ

ります。 
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 社会教育施設を中核に、人や団体が学習、スポーツ、文化活動による出会いや交流を図

り、地域の絆を深めていくことを目指してまいります。 

 公民館では、個人や団体が自由に各種の活動を発表できる場としてロビー開放の実施や

利用者懇談会を開催するなど、より親しまれるような公民館の運営に努めてまいります。

施設整備の面では老朽化した暖房用ボイラーの修繕や講堂用いすの更新を実施してまいり

ます。 

 芸術・文化の振興については、町民が心豊かに人生を有意義に過ごしていくため、文化

団体や教育機関と連携を図り「音楽の広場」や「秋の文化祭」「ジュニア・アート・フェス

ティバル」などを継続開催していくほか、設立１０年を迎える訓子府町文化連盟への助成

を行ってまいります。 

 文化財の保護については、歴史館に所蔵している町民共有の貴重な財産である郷土資料

の保存と活用を図ってまいります。 

 開基１２０年記念事業として、保存樹木と史跡標示板の更新を行うなど、地域の歴史や

文化に触れる機会の提供、さらに、町民に優れた芸術文化の鑑賞機会の提供として「町民

芸術劇場」の開催と姉妹町の津野町に伝わる「津野山古式神楽招聘
しょうへい

事業」、小学校・中学校・

高校の校歌など、ふるさとの歌を後世に残すための「ふるさとの歌ＣＤ事業」を実施いた

します。 

 図書館については、新しい図書館の整備に向けた準備を進めていくとともに、運営にあ

たっては来館しやすい環境に配慮し、図書資料の充実を図りながら、各種事業を通じて利

用のＰＲに努めてまいります。 

 今年度は、子どもの読書活動推進の一環として小学生を対象に「読書ノート」の配布を

行うとともに、こども園の開園に合わせ、園児と保護者などを対象とした絵本講演会を開

催いたします。 

 さらに、蔵書データの充実を図るため、図書や雑誌などの詳細な情報が取り込めるシス

テムを導入し、利用者の利便性に配慮したサービスの提供を行いながら、今後も、図書館

活動の充実を目指してまいります。 

 社会体育事業の推進については、誰もが、いつでも気軽にスポーツに親しむことができ

る生涯スポーツの推進のため、各種スポーツ教室の開催や気軽に運動を楽しむことのでき

る「よくばり健康プログラム」などを行い、ライフスタイルに応じた体力づくりや健康づ

くりの環境を整えてまいります。 

 また、各スポーツ団体の活動や大会運営に対する助成、指導者養成のための研修派遣な

どの支援を継続してまいります。 

 さらに、開基１２０年記念事業として本町で開催される道東地区や管内などのスポーツ

大会へ助成するとともに、「北海道日本ハムファイターズ」関連イベントを開催いたします。 

 各種体育施設については、利用者が安心して利用でき、快適なスポーツ環境を提供する

ため計画的な維持管理に努めているところです。 

 昭和５３年に建設し、スポーツや健康づくりの中核施設であるスポーツセンターについ

ては、耐震強度不足と診断され、老朽化も進んでいることから、子どもから高齢者まで幅

広く町民が安全・安心に利用できる施設への建て替えに向け、本年度は基本設計を実施い

たします。 
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 スポーツセンターの建て替えにあたりましては、利用者や関係団体はじめ、町民の皆さ

まのご意見を伺いながら、利用者の立場に立ったスポーツ活動や健康づくりの拠点として、

検討してまいります。 

 温水プールについては、幼児・流水プールの塗装、給湯配管などの更新、屋外施設につ

きましては、野球場グラウンドの整地、パークゴルフ場と屋外ゲートボール場の芝の目土

事業を実施するなど、安全で快適に利用できるような施設づくりに努めてまいります。 

 次に、「地域が人をはぐくみ、人が地域を創る、持続可能なまちづくり」についてであり

ます。 

 さまざまな生活課題や地域課題、現代的課題を解決していくため、地域の実践活動を発

表し、町民が交流し学び合う場としての「くんねっぷの未来づくり大会」を開催するなど、

地域の力を高めていく取り組みを進めてまいります。 

 また、福祉部門と連携して行う「くんねっぷ巡回講座」などの実施により学習機会の充

実を図り、地域課題や生活課題解決に努めてまいります。 

 地域で主体的に活動する青年活動を支援し、各種研修会や大会への派遣助成を行うほか、

産業後継者研修事業などを通じて、産業の振興とまちづくりのリーダー養成に努めてまい

ります。 

 学校・家庭・地域が連携し地域の教育力を活用した「スクールサポーター事業」と「地

域スポーツ指導者派遣事業」を展開しながら、学校教育への支援を継続してまいります。 

 さらに、町民による自主的で自由な学びを支援していく「わくわく地域づくり活動支援

事業」を継続実施してまいります。 

 以上、平成２８年度の教育行政に関わる主要施策について申し上げましたが、新たな教

育委員会制度の趣旨を踏まえ、これまで以上に町部局と教育委員会が連携を図りながら、

教育を取り巻く諸課題に取り組み、学校・家庭・地域と協働して未来を担う子どもたちを

育み、豊かで誰もが自由に学ぶことができる生涯学習社会の構築に向けて、教育行政を積

極的に推進してまいります。 

 町民の皆さまならびに町議会議員の皆さまのご理解とご協力を心からお願い申し上げま

す。 

○議長(上原豊茂君) 以上をもって町政執行方針、教育行政執行方針を終了いたします。 

 

    ◎議案第３０号、議案第３１号、議案第２５号、議案第２４号、議案第１２号、 

     議案第１３号、議案第１４号、議案第１５号、議案第１６号、議案第１７号 

○議長（上原豊茂君） この際、日程第１７、議案第３０号、日程第１８、議案第３１号、

日程第１９、議案第２５号、日程第２０、議案第２４号、日程第２１、議案第１２号、日

程第２２、議案第１３号、日程第２３、議案第１４号、日程第２４、議案第１５号、日程

第２５、議案第１６号、日程第２６、議案第１７号は、関連する議案なので、一括議題と

いたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第３０号 訓子府町保育所の廃止についての提案理由の説明を求めます。議

案書１５５ページです。 

 幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長。 



 - 22 - 

○幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長（中山信也君） 議案第３０号 訓子府町

保育所の廃止について。議案書１５５ページになります。 

 議案第３０号 訓子府町保育所の廃止についての提案理由を説明いたします。 

 議会の議決に付すべき重要な公の施設の利用又は廃止に関する条例（昭和３９年条例第

３２号）第３条の規定により、次の施設を廃止することについて議会の同意を求める。 

 これにつきましては、説明にありますように、認定こども園の新設に伴い、訓子府町保

育所を廃止することについて議会の同意を求めるものでございます。 

 記以下についてご説明いたします。 

 １ 施設の名称 くんねっぷ保育園、２ 施設の場所 訓子府町旭町７１番地、３ 廃

止の時期 平成２８年４月１日、４ 廃止の理由 訓子府町認定こども園を新設するため

となってございます。 

 以上、議案第３０号 訓子府町保育所の廃止について、提案理由の説明を申し上げまし

たので、ご審議の上、ご同意いただきますようお願いいたします。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第３１号 訓子府町立訓子府幼稚園の廃止についての

提案理由の説明を求めます。 

 幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長。 

○幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長（中山信也君） 次のページ、１５６ペー

ジとなります。 

 議案第３１号 訓子府町立訓子府幼稚園の廃止について、提案理由の説明をいたします。 

 議会の議決に付すべき重要な公の施設の利用又は廃止に関する条例（昭和３９年条例第

３２号）第３条の規定により、次の施設を廃止することについて議会の同意を求めるもの

でございます。 

 これにつきましても議案第３０号と同様に認定こども園の新設に伴い、訓子府町立訓子

府幼稚園を廃止することについて、議会の同意を求めるものでございます。 

 記以下について説明いたします。 

 １ 施設の名称 訓子府町立訓子府幼稚園、２ 施設の場所 訓子府町旭町７５番地、

３ 廃止の時期 平成２８年４月１日、４ 廃止の理由 訓子府町認定こども園を新設す

るためとなってございます。 

 以上、議案第３１号 訓子府町立訓子府幼稚園の廃止についての提案説明について申し

上げました。ご審議の上、ご同意くださいますようお願いいたします。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第２５号 訓子府町認定こども園条例の制定について

の提案理由の説明を求めます。議案書１３９ページです。 

 幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長。 

○幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長（中山信也君） 議案書１３９ページをお

開きください。議案第２５号 訓子府町認定こども園条例の制定についての提案理由の説

明をいたします。 

 訓子府町認定こども園条例を次のように制定しようとする。 

 この条例につきましては、説明にございますとおり本年４月に開園する訓子府町認定こ

ども園に関する規定を条例で定めるものでございます。 

 記以下についてご説明いたします。議案書１４０ページになります。 
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 訓子府町認定こども園条例。 

 第１条は設置についてでございます。 

 第２条は使用する用語について定義をしてございます。 

 第３条はこども園の名称、位置を定め、名称を訓子府町認定こども園と定めております。 

 第４条は事業についてでございます。１号は満３歳以上に対する教育とし、幼児教育と

するもので、従来の幼稚園の午前中に行っているものでございます。２号は幼児教育の子

どもの午後１時からの保育を預かり保育とするもので、従来の幼稚園の午後からの保育と

なります。３号は生後６か月から就学前までの子どもの保育を必要とする場合となります。

４号は教育・保育時間外の一時預かりとし、保護者が事業所に就労のため、こども園の通

常の開園時間に登降園ができない場合、前後３０分を延長し、預かる事業となります。５

号は子育て応援保育事業で、短期の就労や家族・本人の看護、介護、突発的な事故、災害

など、あるいは里帰り出産などで子どもの保育ができない場合の保育を想定し行う事業で

ございます。６号はその他町長が特に必要と認める事業として、こども園で行う各種子育

て支援などを想定しているものでございます。 

 第５条は定員について２００人と定めております。 

 第６条は入園資格についてであり、満３歳以上の子ども、生後６か月以上満３歳未満の

保育を必要とする子ども、町長が特に必要と認める子どもと定めております。 

 第７条は入園手続きについて。 

 第８条は保育料について。１号では幼児教育および預かり保育の保育料を別表１で、次、

１４１ページになります。２号では満３歳以上および満３歳未満の保育を必要とする子ど

もの保育料を別表２で、３号は一時預かりの保育料を別表３で、４号では子育て応援保育

の保育料を別表４とし、第２項では保育料算定の年齢について規定しております。別表に

ついては後ほど説明させていただきます。 

 第９条は保育料の減免についてで、その内容については、別表５で定めております。 

 第１０条は保育料の還付について。 

 第１１条は規則への委任について定めております。 

 次に、附則の第１条ではこの条例は平成２８年４月１日から施行するとしております。 

 附則の２条では経過措置についてで、要約いたしますと平成２７年度までに幼稚園・保

育園に入園していた子どものこども園の保育料については旧制度と比較し、同じ所得階層

であればこども園の保育料が上回ることのないようにするための経過措置としているもの

でございます。 

 附則の３条では、訓子府町立幼稚園保育料等徴収条例の廃止について。 

 第４条は訓子府町保育所条例の廃止について。 

１４２ページとなります。附則の５条は特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁

償に関する条例の一部改正について、「保育園医師」を「こども園医師」に改め、「こども

園歯科医師」「こども園薬剤師」を加え、「幼稚園長」および「子育て支援センター長」を

削るものでございます。 

 附則の第６条は議会の議決に付すべき重要な公の施設の利用又は廃止に関する条例の一

部改正で、第２条第６号ロ中、「保育所」を「認定こども園」に、第３条第７号を「認定こ

ども園」に改めるものでございます。 
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 附則の７条では訓子府町立学校設置条例の一部改正についてでありまして、第２条中、

「及び別表第３」および別表第３訓子府町立幼稚園を削るものでございます。 

 次に、１４３ページをお開きください。別表の内容について、ご説明いたします。 

 別表１は幼児教育と預かり保育の保育料となり、現在の幼稚園で行っている保育料とな

るものでございます。世帯の階層区分を１１階層としてございます。 

 １４４ページにお移りください。 

 備考１および２は保育料算定基準が所得税から市町村民税へ移行したことに伴う税目等

を示しているものでございます。備考３はひとり親、在宅障がい児（者）を有する、困窮

世帯が第２階層に認定された世帯の保育料は無料、第３から第６階層に認定された世帯は

保育料から１千円を控除するものです。備考４は備考３のうち、ひとり親世帯については、

さらに１人目の保育料は２分の１、２人目以降を無料とするものでございます。備考５は

同一世帯に就学前の子どもが複数人いる場合、最年長から２人目が２分の１、３人目以降

は無料とするものでございます。 

 １４４ページ、下段の別表２は保育を必要とする子どもの満３歳以上、満３歳未満の保

育料で、内容および備考の適用については、別表１と同様となります。 

 １４６ページの中段になります。別表３は一時預かりの保育料、別表４は子育て応援保

育の保育料とし、備考は保育期間により月額保育料の適用および月額保育料を半額とする

規定を定めてございます。 

 １４６ページの下段から１４７ページの別表５は保育料を減免する場合について規定し

てございます。 

 以上、訓子府町認定こども園条例の制定について、ご説明申し上げましたので、ご審議

の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） 議案第２４号 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１３８ページで

す。 

 管理課長。 

○管理課長（森谷 勇君） それでは、議案書の１３８ページをお開き願います。 

 議案第２４号 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定について、提案理由の説明をいたします。 

 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例（昭和４１年条例第８号）の一部を改正

する条例を、次のように制定しようとするものであります。 

 記以下について、ご説明申し上げます。 

 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定。 

 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例（昭和４１年条例第８号）の一部を次の

ように改正する。 

 第３条中「２，６００万円」を「３，６００万円」に改めるものでございます。 

 この規定につきましては、基金の上限を定めるものですが、平成２３年度に貸付金額の

増額と償還期間の延長を行ったことにより、平成２５年には基金の上限額の改正を行った

ところでございますが、その後、見込みを上回る申込者があったことにより、今回、基金

に不足を生じることとなったことから、基金の額を今後の貸付金額、償還金額の試算を行
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い、当面の運用可能な額の「３，６００万円」に改めるものでございます。 

 合わせて平成２８年度当初予算で、現在の基金総額と今回の基金の上限額３，６００万

円との差１，０４５万円を積み増しすることで、予算提案させていただいておりますので、

ご理解願います。 

 なお、附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するものでございます。 

 以上、議案第２４号 奨学資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定について、提案理由の説明を申し上げましたので、ご審議の上、ご決定くださ

いますようお願い申し上げます。 

 以上です。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第１２号 平成２８年度訓子府町一般会計予算につい

ての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２ページです。 

 副町長。 

○副町長（佐藤明美君） 議案第１２号の説明をいたしますけれども、別冊の予算書、そ

れと予算案の説明資料というのがあると思いますが、この二つで説明していきたいと思い

ますので準備のほどお願いしたいと思います。 

 まず、議案第１２号に入る前にですけれども、今回のこれから説明する中で前年あるい

は昨年というような表現をする部分があろうかと思いますけれども、それについては、前

年とか昨年というのは平成２７年度ということでご理解いただくのと、本年度と言うもの

につきましては平成２８年度を指しているということを先に覚えておいていただきたいな

と思います。 

 それでは、はじめに別に配布しております説明資料の方で、まず先にお話したいと思い

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 まず１ページですけれども、これは予算案の概要を記載しておりますけれども、これは

皆さんご存じのように、本町の歳入の多くを占める普通交付税では、昨年度創設されたま

ち・ひと・しごと創生事業に関係した増額はありますけれども、地域経済対策や国勢調査

の人口減に伴う減少があり、好転は見込めないということが全体に出てこようかと思って

おります。 

 一方、歳出においては、開基１２０年記念事業、個人番号制導入に伴うセキュリティー

関連対策、あと本格的に動き出した農業基盤整備事業負担金関係、こども園の外構工事、

スポーツセンター建設に向けた基本設計などの投資的経費の計上、それと今後予定される

であろう大型事業に備えた基金造成など、まちづくりと財政健全化を両立させた行財政の

均衡に重点をおいた予算編成となってございます。 

 その結果、本年度の一般会計の予算総額は、４７億８，３７０万円で、前年６月の、前

年は骨格予算でしたけれども、６月の補正の後ですけれども、６月の政策予算計上後と比

較して９．９％の増となってございます。 

 その款ごとの予算額と伸び率につきましては５ページになりますけれども、二つありま

すが、下の表の歳出では、総務費において、前段でお話しました社会資本整備基金への予

算積み立てと番号制度関連のシステム改修事業、それとふるさとおもいやり寄付事業、１

２０年記念事業などで大きく１２４．６％という伸びとなってございます。 

 下の民生費では、国保会計への繰出金の減をはじめ、常設保育所の維持管理事業の廃止、
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こども園ができたことによる廃止、それと臨時福祉・子育て世帯臨時特例給付金の終了に

伴い１１．２％の減ということになってございます。 

 その下の衛生費では、旧端野処理場解体負担金の減をはじめ、ごみ収集車の購入、街路

灯ＬＥＤ化調査業務終了などの影響から１８．５％の減となっているものでございます。 

 次、農林水産業費では、農業基盤整備事業や畜産競争力強化対策事業、牧場管理運営事

業などによりまして１４．１％の伸びとなってございます。 

 土木費では、除雪グレーダーの更新、町道の舗装修繕および整備、それと公住の基本・

実施設計、さらに改修などにより８．１％の伸びとなってございます。 

 下の方、消防費では、防災倉庫整備事業、それと北見地区消防組合本部庁舎建設負担金、

それと通信指令システム更新などで４１．２％の伸びとなってございます。 

 教育費では、こども園の外構工事および運営事業、それとスポーツセンター建設工事の

基本設計、奨学資金貸付基金の積み立てなどで１８．５％という伸びとなってございます。 

 公債費では、町道整備、訓小・居小のアスベスト除去、訓中校舎改築などの償還の終了

に伴いまして５．５％の減となってございます。 

 給与費では、人事異動や定年退職により４．３％の減となってございます。 

 次、８ページ、この８ページには各会計の人件費の資料を載せてございますけれども、

一番下の合計欄の右から４列目、８億２，５５６万７千円が一般会計と特別会計の人件費

の総額となります。 

 その横の９ページになりますけども、この表は基金の保有状況を一覧にしたものでござ

いますけども、表の一番下から４行目の右側、一般会計の分ですけれども３９億６，６７

７万６千円、これが一般会計の平成２８年度末の基金保有見込額でございます。 

 この資料の１０ページからは投資的事業になります。１７ページからは補助奨励費、２

３ページからは扶助費、これらには事業内容や事業量、財源内訳を記載しております。２

７、２８ページについては、平成２８年度における債務負担行為の支出予定額を一覧にし

ているものの表でございます。また、４８ページから後ろのページに投資的事業箇所図を

添付しておりますので、これはそれぞれ後ほどご覧をいただきたいというふうに思ってお

ります。 

 また今年度は、昨年度の当初予算は骨格予算で政策的なものは当初の予算書の中では計

上しておりませんでしたので、当初の予算書だけでは単純な前年対比はできませんが、本

年度の予算における前年度の説明は、先ほども言いましたように、昨年度の第２回定例議

会で政策的なものを含んで補正しておりますけども、これを含んでおりますので、それら

を加味して、新規事業など特別なものを中心に説明をしていきたいと思いますのでご理解

願いたいと思います。 

 それでは予算書に沿って説明してまいりますので、予算書の方の２ページを開いていた

だきたいと思います。 

 議案第１２号 平成２８年度訓子府町一般会計予算。 

 平成２８年度訓子府町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 第１条では、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４７億８，３７０万円と定める。 

 第２項では、歳入歳出予算の款項の区分および金額は３ページから１２ページにござい

ます第１表 歳入歳出予算によることを規定しておりまして、これについては、ご覧いた
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だくことといたしまして、その内容は後ほど１５ページ以降の事項別明細書の中で説明さ

せていただきたいと思います。 

 第２条と第３条は、債務負担行為と地方債について定めておりますけれども、これにつ

きましても、後ほど１３ページの第２表と１４ページの第３表で説明をさせていただきま

す。 

 第４条では、金融機関から借り入れすることができる一時借入金の限度額ですけれども

昨年度の１０億円から５億円と金額を下げております。 

 それでは、１３ページをご覧いただきたいと思いますけれども、ここは第２表になりま

す。第２表は、本年度の債務負担行為でございまして、このご承認をいただこうとするも

のでありますけれども、本年度は４項目ございます。 

 一つ目は季節労働者生活資金貸付金利子補給及び損失補償につきましては、１人２０万

円を限度とする生活資金貸し付けに対する利子補給率２．５５％、それとその貸付償還に

対する回収ができない場合の損失額を限度額としまして、期間を平成２８年度から平成２

９年度までとするという内容でございます。 

 そして二つ目は、北海道訓子府高等学校入学生通学支援対策事業で町外から訓子府高校

へ通学する新入学生徒のバス運賃に対する補助で卒業するまでの分の限度額を１，２２４

万円、期間を平成２８年度から平成３０年度に設定するというものでございます。 

 三つ目は、北海道訓子府高等学校修学旅行費支援対策事業で、本年度入学する生徒の１

年後の修学旅行に対する補助で、限度額を１２０万円として、平成２８年度から２９年度

に設定するものでございます。 

 四つ目は、空き家活用定住対策事業で、事業の詳細は歳出のところで説明いたしますけ

れども、本年は２件分を想定し限度額を６００万円としているものでございます。期間に

ついては平成２８年度から平成３３年度までとするものでございます。 

 次、隣のページの１４ページ、ここは地方債です。第３表 地方債になります。本年度

に予定しております起債の本数は１６件、総額５億１４０万円でございますけれども、こ

の中で、真ん中よりちょっと下というか、橋梁長寿命化修繕事業におきましては、過疎債

分５６０万円、それと辺地債分１，３３０万円の２本立てとなりますので、実質の借り入

れ本数は１７本というかたちになろうかと思います。 

 また防災施設整備事業につきましては、これは市中銀行からの借り入れになりますが、

他の起債については政府資金の証書借入で行いますので、いずれにしても利率を５％以内

としているものでございます。 

 次に、１５ページ、１６ページですけれども、これは歳入歳出の款別の予算額と財源内

訳を掲載してありますので、これはご覧をいただきたいというふうに思っております。 

 １７ページからは、事項別明細書になりますけども、歳入歳出とも、先ほども言いまし

たように特徴的な部分についてのみ説明をさせていただきますので、ご了承いただきたい

というふうに思っております。 

 それでは早速、１７ページの事項別明細書の歳入から入りたいと思います。 

 まず上の表の、１７ページの上の表ですけども、１款、１項、１目の町民税の個人では、

昨年の均等割実績人数を勘案し計上したほか、所得割においては平成２２年度と平成２３

年度の課税標準額の伸び率などを勘案し税率を６％と譲渡所得分３％、所得税との調整が
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生じる住宅ローン控除分として６６万３千円を減額計上しております。その結果、現年度

課税総額では、農業所得の伸びがみられる状況から、昨年より１，２９１万７千円増の２

億２，６５２万５千円の計上となってございます。 

 その下の法人の部分では、主に均等割の区分が変わったことによりまして２８０万９千

円増の２，５６５万５千円の計上でございます。 

 次に、下の表になります。２項、１目の固定資産税では、家屋の課税標準額の伸びなど

により４５２万２千円増の２億１，２０７万２千円の計上でございます。 

 次、１９ページの真ん中の表の３項、１目、軽自動車税では、１年延期されていた原動

機付自転車・二輪の軽自動車等における税率変更、平成２７年度３月以前の車両では旧税

率、また、環境負荷の大きい車両に対する特例措置、これを重課というふうに呼んでおり

ますけれども、これら税率改正に伴い２７５万６千円増の１，８６０万１千円の計上でご

ざいます。なお、これについては補正予算のところでも若干、町民課長の方から説明した

と思いますけども、その内容でございます。 

 次に、２１ページ、３段目の表になります。２款、１項、１目の地方揮発油譲与税から

２３ページにまたがりますけども、上から４段目の表にあります８款、１項、１目の地方

特例交付金までは、国の地方財政計画や実績等を勘案して計上しているものでございます。 

 そのまま２３ページになりますけども、一番下の表の９款、１項、１目の地方交付税の

普通交付税では、前年度実績や公債費等の償還見込みなどにより増減調整を行い、基準財

政収入額に地方消費税分の１，９００万円増を見込んだ結果、２千万円増の１９億７千万

円で計上いたしました。なお、特別交付税については前年と同額の１億円を見込み、地方

交付税総額で２０億７千万円の計上となってございます。 

 次、２５ページ、これは２番目の表になります。１１款、１項、１目の農林水産業費分

担金についてでございます。これはそれぞれ道営事業における受益者負担からパワーアッ

プ分を除いた額の分担金として１，７５９万８千円を計上しているものでございます。 

 次に、３段目の表、１１款、２項、１目、民生費負担金の２行目の老人福祉施設負担金

では、養護老人ホーム措置者の年間の費用負担で１名の新規を想定して合計で４名分１４

１万６千円を計上しております。 

 ５行目の配食サービス事業利用者負担金では、これは１食当たり３００円で、延べ４，

４６８食を見込み１３４万円を計上してございます。 

 次に、その下の２目、農林水産業費負担金の馬鈴しょ集出荷施設維持費負担金では、固

定資産税および火災保険料分の負担金を徴収するもので、２８年度から１０年間の見直し

を今回行うということで、本年度分１６９万４千円を計上してございます。 

 次に、一番下の表の１２款、１項、２目、民生使用料、児童クラブ保育料になりますけ

ども、これは平均３５世帯分で８０万６千円を計上しております。 

 次に、その下の温泉保養センター使用料、本年度は５％程度の利用者増を見込み５０万

９千円増の１，０８１万５千円の計上でございます。 

 次に、２７ページの上の表の４目の農業使用料、ここの３行目になりますけども、牧場

使用料です。前年度実績から利用頭数の減が見込まれることから２１万８千円減の１，５

９９万２千円の計上でございます。 

 次に、７目、教育使用料です。こども園保育料になりますけども、これは入園見込数１
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８０名で積算し３，０９４万４千円を計上しております。 

 ここの表の一番下になりますけれども、保健体育施設使用料では、スポーツセンターや

パークゴルフ場などの利用者実績などを勘案し４５万５千円減の４８６万７千円の計上で

ございます。 

 次に、下の表になります。１２款、２項、２目、衛生手数料の廃棄物処理手数料では、

これは実績を勘案しまして９６万２千円増の１，４０１万５千円の計上となってございま

す。 

 次に、２９ページ、１３款、１項、１目、民生費国庫負担金の障害者福祉費負担金では、

障害者自立支援法に基づく自立支援給付事業に対する国庫負担金でありまして、説明欄に

記載しております各事業の歳出の２分の１を計上してございます。主に介護給付費の伸び

などにより５６５万６千円増の８，４５０万５千円の計上でございます。 

 その下の国民健康保険基盤安定負担金では、国保事業の保険税軽減分を保険者支援分と

して交付されるものでございまして、道費負担と合わせて国保会計に繰り出すもので、昨

年度の制度の拡充により２９７万５千円増の５９４万２千円を計上しているものでござい

ます。 

 その下の児童手当負担金、これは主に３歳以上から小学校終了前と所得制限以上の世帯

が減少したということがございまして２０６万円減の５，５５１万２千円の計上でござい

ます。 

 次に、３１ページの下の表になります。１３款、２項、１目、総務費国庫補助金の３本

の事業については、これは個人番号に関連するシステム整備や交付事務などに対する補助

で総額で３０１万８千円を計上しているものでございます。 

 その下の２目、民生費国庫補助金の２節、児童福祉費補助金の子ども・子育て支援交付

金、これについては補正予算のところでもご説明いたしましたけれども、道費と同額が補

助されるもので４４８万３千円の計上でございます。 

 次に、３目の衛生費国庫補助金、これの新たなステージに入ったがん検診総合支援事業

補助金では、これは一定の年齢に達した人に対するがん検診の受診勧奨に係る事務費分と

して科目計上しているものでございます。 

 続いて、４目の土木費国庫補助金の１節、住宅費補助金の公営住宅整備事業費補助金で

は、公営住宅建設分が６５４万５千円、公営住宅の改修分が７７５万円、これは合計で１，

４２９万５千円を計上しているものでございます。 

 その下の２節、道路橋梁費補助金の道路橋梁費補助金では、１２線の舗装修繕で３，６

４０万円、それと道路ストック総点検で６５０万円、橋梁長寿命化修繕で４，８１０万円、

それと除雪グレーダー購入事業で２，６４６万円、これら合計で１億１，７４６万円の計

上でございます。 

 次に、３３ページの下の表になります。１４款、１項、１目、民生費道負担金になりま

す。１節の社会福祉費負担金のうち、障害者福祉費負担金につきましては、これ前段の国

庫負担金のところでもご説明しましたけれども、障害者自立支援法に基づく自立支援給付

事業に対する道負担金で、説明欄に記載がありますように、各事業のこれは歳出の４分の

１の額で２８２万８千円増の４，２２５万２千円の計上でございます。 

 次、３５ページ、２節の国民健康保険基盤安定負担金、この１，８９７万８千円につき
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ましては、これも国庫負担金の方で説明したものと同様で国保会計に繰り出すというもの

でございます。 

 その下の３節、後期高齢者医療保険基盤安定拠出金１，５４０万１千円につきましては、

北海道後期高齢者医療広域連合が行う低所得者等の保険料軽減に対して、北海道が４分の

３、市町村が４分の１を負担するもので、後期高齢者医療特別会計へ繰り出すということ

で、道費分４分の３の１，５４０万１千円の計上となります。 

 次に、３７ページ、１４款、２項、１目の総務費道補助金、１節、総務費補助金の２行

目、森林環境保全整備事業補助金につきましては、町有林・保安林の造林事業などに充て

るもので、昨年より２１３万９千円増で１，４２８万９千円を計上してございます。 

 その下の２目、民生費道補助金の１節、社会福祉費補助金の、これ３段目になりますけ

ども、障害者福祉費補助金につきましては、これも国庫補助金のところでご説明しました

けれども、これは道費補助金で、７万円減の９６万９千円を計上しております。 

 次に、２節、児童福祉費補助金の一番下の子ども・子育て支援交付金、これは２７年度

の昨日の補正予算のときでも説明しましたけれども、昨年度までは放課後児童対策事業補

助金と北海道安心こども基金補助金がありましたけれども、これが統合された補助金でご

ざいまして４４８万３千円の計上、これは先ほど国庫補助金のところで道費と同じ額だと

いう説明をしましたけれど、このことを言っているものでございます。 

 その下の４目の農林水産業費道補助金の１節、農業費補助金の５行目、経営所得安定対

策直接支払推進事業費補助金と、その下の北海道環境保全型農業直接支援対策事業費補助

金、これら事業に取り組む、これは事務費の補助金で２００万円と４０万円を計上してい

るものでございます。 

 その下の食料供給基盤強化特別対策事業補助金では、道営農地整備事業にかかるパワー

アップの補助金で、これは６７０万円を計上しているものでございます。 

 その一つ飛ばして、下の農業経営高度化促進事業促進費補助金では、これ前段のパワー

アップ対象事業費に対して今度は促進費でございます。１，３８８万８千円を計上してお

ります。 

 その下の畜産競争力強化対策整備事業費補助金では、畜産業の生産基盤確保と地域全体

の収益力の向上のために家畜飼養管理施設等の整備に対する補助でございまして１億７，

００６万円の計上でございます。 

 その下の北海道青年就農給付金では、これは昨年、１件、高園の方で新規就農がござい

ましたけど、そこに対する給付金で本年度で２年目になりますけれども、２２５万円を計

上しているものでございます。 

 その下の草地生産力向上支援特別対策事業補助金では、自給飼料の増産を目指した草地

整備改良への取り組み、また飼料生産基盤の拡大のための補助でございまして、対象事業

費でいけば１，０１６万６千円の１５％で１５２万４千円の計上、なお国費５０％につい

ては、これ直接公社に入ることになっている制度になってございますので、うちの予算に

は計上されていないということでございます。 

 次に、その下の２節、林業費補助金の未来につなぐ森づくり推進事業補助金につきまし

ては、これは民有林の人工造林に対する補助金で２０１万５千円を計上しております。 

 その下の農山漁村地域整備交付金では、これは林道橋長寿命化計画策定のための橋梁点
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検調査に対する２分の１の補助で８０万円を計上しております。 

 次に、５目、教育費道補助金の１節、社会教育費補助金の学校・家庭・地域の連携によ

る教育支援活動促進事業費補助金では、これは放課後子ども教室への３分の２の補助で１

１５万円を計上しております。 

 次、３９ページの真ん中の表になります。１５款、１項、１目、財産貸付収入の１節、

土地建物貸付収入の町有住宅貸付料では、これは職員住宅および教員住宅の家賃で５１３

万１千円の計上。 

 その下の土地貸付料では、町有地内の電柱、銀河線跡地利用、太陽光発電施設の用地な

どに係る貸付料でございまして６７万８千円を計上しております。 

 その下の建物貸付料では、これは農業交流センター、旧駅舎事務室スペース１２７．２

㎡を商工会に貸し付けているもので３６万１千円の計上でございます。 

 次に、２目、利子及び配当金の財政調整基金利子では、備荒資金組合の超過納付分利息

で３２６万８千円、これを含んでおりまして３７９万８千円の計上でございます。 

 次、一番下の表の１５款、２項、１目、生産物売払収入の町有林林産物売払収入では、

町有林の皆伐４千㎥と間伐５，４００㎥、これの売り払いで３，９６４万８千円を計上し

ております。 

 次に、４１ページ、一番上の表になります。１６款、１項、２目の総務費寄付金のふる

さとおもいやり寄付金では、これは１２月から何度か皆さんにご説明しておりますけれど

も、ふるさとおもいやり寄付金で、これは実績などから推測いたしまして、今年は５千万

円を計上させていただきたいと思っております。 

 二つ目の表になりますけれども、１７款、１項、基金繰入金につきましては、これは各

基金総額で１億９，９３１万８千円増の４億３，７５６万９千円の計上としてございます。 

 次、４３ページの４番目の表、１９款、４項、１目、受託事業収入の２節、畜産担い手

育成総合整備事業収入の草地整備等事業受託金では、これは道補助金のところで説明いた

しました草地生産力向上支援特別対策事業補助金の対象事業に係る、これは受益者の負担

金でございまして３８６万１千円を計上しております。 

 次に、４５ページの上の表の１９款、５項、５目、雑入、前年度と比べて５１１万１千

円減となったのは、大きくは二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金とコミュニティ助成補

助金が今回は計上されていないということで５，５９０万６千円の計上となってございま

す。 

 次に、下の表の２０款、１項、町債になりますけれども、１４ページの第３表で説明し

ました１７本の町債で、合わせて５億１４０万円となってございます。内訳としましては、

緊防債が１本で６，３３０万円、上水道の出資債が１本で１，３８０万円、あと１２本が

過疎債になります。過疎債が１２本で２億２，９２０万円、それと辺地債、久々にありま

すけども辺地債１本で１，３３０万円、それとソフト事業の過疎地域自立促進特別事業債、

これが１本で６，１８０万円、それと臨時財政対策債が１本で１億２千万円となってござ

います。 

 以上で歳入の説明を終わらせていただきたいと思います。 

○議長（上原豊茂君） 少々時間が早いですけれども、ここで昼食のため休憩いたします。

午後は１時から行いますので参集願います。 
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休憩 午前１１時５０分 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（上原豊茂君） それでは、定刻になりました。 

 休憩を解き、会議を継続いたします。 

 午前中に引き続き、議案第１２号の説明をお願いいたします。 

 副町長。 

○副町長（佐藤明美君） それでは、午前中に引き続き午後からは歳出になりますので４

９ページになります。 

 歳入と同じように歳出につきましても特徴的なもののみ説明をさせていただきます。 

 なお、この歳出につきましても歳入と同様に左右がページ一体となっておりますので、

右側の説明欄の一番右端の部分については、説明の中で、例年そうですけども、事業区分

と呼んでおりますので、そういうふうにお聞き取り願いたいと思います。 

 まず、４９ページの１款、１項、１目の議会費の事業区分１、それで事業区分の、この

１とか２とか番号をふってあると思いますけども、そこのところを読んでいきますのでよ

ろしくお願いします。 

 １．議員人件費の職員手当等では、昨年度の期末手当の改定により２０万２千円増の８

５１万円の計上でございます。 

 その下の共済費の議員共済会負担金では、負担率が千分の６３．７から千分の４１に下

がったということから４４１万２千円減の９３４万８千円の計上です。 

 その下の事業区分２．議会運営費の旅費では、主にですね、全議員の道外先進地視察研

修を実施することから１４３万９千円増の２７７万６千円の計上です。 

 その下の事業区分３．事務局費の旅費では、主に議員の道外先進地視察研修の随行と北

網ブロック議長府県行政委託調査随行に係る分２９万５千円増の４８万７千円を計上して

おります。 

 次に、５３ページ、２款、総務費の１項、１目の一般管理費の右側、事業区分１．職員

管理研修事業の委託料の職員健康診断業務では、３０歳以上のＸ線撮影のデジタル化など

によります増額で１６２万３千円の計上です。また昨年度は給与システム改修業務８６万

４千円がございましたので、その分が委託料全体で減額になっているというような予算内

容でございます。 

 その下の事業区分４．総務一般管理事業の賃金の期限付専門職員では、定年退職した職

員３名分８１４万１千円を計上しております。その上の共済費については、これに関わる

ものというふうにご理解をいただきたいと思います。 

 一番下のハイヤー借上料では、町長の近隣市町への出張および来賓送迎にかかる分で３

１万９千円を計上してございます。 

 次に、５５ページ、事業区分５．各課共通事務管理事業の需用費では、各課の補助事業

の充当分が減ったことによりまして５１万７千円増の２００万円を計上してございます。 

 その下の委託料では、昨年度は行政不服審査法の関連支援業務がありましたので、この

終了に伴いまして１１２万４千円減の２０５万６千円の計上になります。 

 その下の事業区分６．庁舎等維持管理事業の需用費になります。これ燃料単価について
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は、今もって下がっておりますので、前年対比では１５６万１千円減の２７９万８千円の

計上となってございます。 

 また、その下の光熱水費においても、電気料の燃料費調整後の額が、幅が下がっている

ことから１５５万９千円減の１，０３０万円の計上となっております。 

 ２７年の補正のときにもお話しましたけれども、この後の燃料費および電気料につきま

しては、他の各施設においても同様の状況となっておりますので、説明については省略さ

せていただきます。 

 次に、その下の委託料、庁舎清掃等維持管理業務では、長期継続契約の切り替えの年に

今年はなりますので人件費等の高騰を見込みまして６０７万４千円を計上しているもので

ございます。 

 次、５７ページ、事業区分９．情報管理事業の委託料の情報セキュリティ対策業務では、

２７年度の補正予算でも繰越事業として追加させていただいたところですけども、同様に

個人番号制度に係るインターネットに接続する部分のシステムを分割するという整備で３，

５０１万８千円を計上しております。 

 その下の備品購入費の事務用備品では、新規採用職員用のパソコン６台の購入で１２６

万９千円の計上です。 

 次、５９ページ、事業区分１０．各種基金積立金では、財政調整基金の積立金は歳入の

ところでも説明しましたように利子分の積み立てで、社会資本整備基金は後年度、これか

らの年度の大型事業などに備えるため積み立てるものでございます。また、ふるさとおも

いやり基金積立金については、ふるさとおもいやり寄付金と同額を積み立てるというもの

でございます。 

 その下の事業区分１１．社会保障・税番号制度整備事業では、厚生労働省の整備実施要

綱に基づくシステム改修と中間サーバーに接続するネットワークの構築のために１，５２

３万９千円を計上しております。 

 その下の負担金、補助及び交付金では、社会保障・税番号制度を運用するにあたり必要

となる中間サーバーの負担金で、これは人口１万人未満の町村は１３０万２千円となって

いるものでございます。 

 その下の事業区分１２．人事交流事業では、前年度は津野町までの赴任旅費、前年度と

いっても３月ですけれども、赴任旅費が発生しましたけども、２８年度は赴任旅費が発生

しないということで５６万９千円減の８３万８千円を計上しているものでございます。 

 次に、３目の財産管理費の事業区分１．町有施設維持管理事業の、これ下の方の工事請

負費、町有住宅解体工事では、これは末広にある昭和４９年建設の教職員住宅１棟３戸を

取り壊すもので３００万円の計上でございます。 

 次のページの一番上になります。一番上の行になります。右側の一番上、備品購入費で

は、これはストーブ、ボイラー各１台ずつで３２万円を計上しております。 

 次に、４目の公有林管理費の事業区分１．町有林管理事業の、これ中ほどの役務費の火

災保険料とありますけれども、本年度は町有林の５年区分の面積が多いということから４

６２万２千円の計上でございます。 

 下の方の使用料及び賃借料の機械借上料では、豊坂と開盛の林道補修の機械借り上げと

して２１６万４千円、また、その下の原材料費では、主にその砂利代で２１５万５千円を
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計上しております。 

 その下の事業区分２．町有林整備事業（補助）の委託料の造林業務になります。これは

新植２５．６８ｈａ、地拵
じごしら

え８．６ｈａ、下刈り２５．０４ｈａ、間伐４３．７３ｈａ、

保育間伐が１．１１ｈａ、野
や

鼠
そ

駆除６２．５４ｈａの事業費で４，５６１万８千円の計上

となります。 

 その下の原材料費は、これは造林用の苗木で約５万１千本の苗木代で４５９万４千円の

計上となってございます。 

 次に、その下の事業区分３．町有林整備事業（単独）の委託料になりますけども、これ

は皆伐が８．６ｈａ、野
や

鼠
そ

駆除２９１．８１ｈａ、間伐の選木調査、これらなどで２，２

００万６千円の計上でございます。 

 次、一番下の５目の保安林管理費の事業区分１．保安林管理事業の、これは委託料で、

次のページの一番上になりますけれども、一番上の行になりますけども、暴風被害対応業

務では、季節労働者雇用対策として保安林に隣接する農地などの枝拾いなどをするという

ものでございまして１５０万３千円を計上です。 

 その下の事業区分３．保安林整備事業（単独）の委託料、これは野
や

鼠
そ

駆除１２９ｈａ、

間伐箇所調査および間伐１．４４ｈａ、これらなどで１５４万４千円の計上となります。 

 次、６目の住民活動費の事業区分１．広報広聴事業の委託料、昨年、債務負担行為の議

決を得ている開基１２０年記念町勢要覧作成業務では、映像版のＤＶＤ２，５５０枚、冊

子版３千部、これらで９７３万１千円の計上でございます。 

 その下の備品購入費では、広報用のデジタルカメラ１台分で９万６千円を計上しており

ます。 

 その下の事業区分２．住民活動促進事業では、町民憲章表示板を公共施設の２０か所に

設置するもので、需用費の消耗品費で、そのフレームとインクを含み１９万２千円の計上。

さらに、その下の役務費の手数料では、その設置費用として４２万２千円を計上している

ものでございます。 

 その下の負担金、補助及び交付金、これ次のページの一番上の行になります。町内会連

絡協議会活動費補助金では、これは２７年度の補正予算でも説明したように、街灯のＬＥ

Ｄ化事業を進めていることから、連協としてはやらないということで１０６万５千円減の

４７６万４千円の計上となっています。 

 その下の事業区分３．地域集会所等維持管理事業の需用費、修繕料では、昨年度は末広

地域集会所の屋根塗装があったことから、今年はこれがありませんので大きく減額となっ

ております。 

 次、６７ページ、７目の住民安全対策費、事業区分１．交通安全対策事業の中ほどの委

託料になりますけれども、交通安全施設等設置維持管理業務では、スクールゾーン２か所、

カーブミラー２基、ゼブラライン１か所、横断歩道移設１か所で１６６万４千円の計上に

なります。 

 その下の備品購入費では、平成１０年に購入した交通安全指導車の更新で１台３３５万

７千円の計上になります。 

 次、６９ページの８目、企画費になります。事業区分１．地方交通対策事業の委託料の

高齢者ハイヤー利用サービス業務では、現状の１人当たり利用枚数を４８枚から６０枚に
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拡大するとともに、昨年度の実績と伸び率を勘案しまして１９７万３千円の計上になりま

す。 

 その下の路線バス高齢者利用支援事業では、利用実績と３０回以上の利用者が約１３．

５％いるということから、その分を考慮して１０５万４千円を計上となってございます。 

 その下のバス通学定期運賃補助金では、これは銀河線の代替バスに対する２分の１の運

賃補助で、新高校生、１年生で４１名、２年生で２６名、３年生で３９名、その分で１，

１８５万１千円の計上でございます。 

 その下の事業区分３．企画一般事業のまち・ひと・しごと創生有識者会議委員謝礼では、

これは義務付けられた委員９人分で２千円の商品券を考えておりますけれども、それで１

万８千円の計上となっております。 

 その下の負担金、補助及び交付金では、昨年、訓子府ＩＣ開通記念事業が終わりました

ので、４０万円減額で３５万２千円の計上となっています。 

 その下の事業区分４．まちづくり推進事業の一番下の行になりますけども、負担金、補

助及び交付金の空き家活用定住対策補助金では、１件当たり３００万円の６０万円を限度

として月額５万円を補助するというものですけども、平成２７年度分で２件分、そして本

年度も２件を見込み２３０万円を計上しております。 

 次に、７２ページの一番上になります。事業区分５．総合計画策定事業では、これは報

酬の総合計画策定審議会委員２４人で５回を予定しておりますので３６万円を計上してお

ります。 

 その下の需用費の印刷製本費では、その総合計画の計画書４００部とダイジェスト版３

千部で２３２万２千円を計上しております。 

 その下の事業区分６．まちづくりパワーアップ特別対策事業では、平成２３年度から行

っているものでございまして、町民税の１％活用の事業でございまして、１０万円増の２

２０万円を計上しております。 

 その下の事業区分７．ふるさとおもいやり寄付推進事業の報償費、寄付者謝礼では、寄

付に対する５０％分のポイントを付与するもので、先ほど歳入でも言いましたけども寄付

額５千万円の５０％で２，５００万円を計上しております。 

 その他の科目は、これに関連するポータルサイトやシステムの使用料と寄付者対応の賃

金ということになります。 

 次に、９目の地籍管理費の事業区分１．地籍管理事業の委託料では、昨年度の地籍管理

システムの更新とそれに伴う地図更新業務が終了したことに伴う減額となってございます。 

 次に、１０目の開基１２０年記念事業費の事業区分１．開基１２０年記念事業の報償費

では、記念式典での司会やセレモニーでの出演者謝礼で６万円の計上。ちょっと細かくな

りますけれども、旅費では、姉妹町交流事業、それと日本ハムファイターズの関連事業へ

の派遣として４５万６千円の計上。それと需用費の消耗品費では、記念式典および表彰者

などで２６３万６千円。印刷製本費では、記念式典の案内状やしおり作成などで５７万５

千円。食糧費においては、記念式典祝賀会や来賓対応に２１８万８千円。役務費の手数料

では、表彰状の筆耕料やＮＨＫの「ふるさと自慢うた自慢」の舞台制作手数料で４０万５

千円。広告料においては、新聞への特集広告などで５２万８千円。委託料においては、記

念式典看板３か所で２０万円、社会教育でやる史跡標示板作製１５か所で２１５万４千円、
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同じく保存樹木標示板作製で、これも１５か所で１６５万３千円、合計４００万７千円。

使用料及び賃借料では、式典会場での付帯設備やバス借上料、記念植樹重機借上料などで

７５万２千円。原材料費では、これは記念植樹で樹木３０本と、木のところの明示板１基

４６万４千円。その下、負担金、補助及び交付金では、開基１２０年記念事業等推進委員

会交付金になりますけれども、事業の特集広告や啓発費、町民運動会、津野山古式神楽招

聘、町民の津野町への派遣、日本ハムファイターズのイベント、ふるさとの歌ＣＤ作製、

町民芸術鑑賞などを推進委員会が中心となって実行委員会形式で行うことになりますので

２，２３０万円を負担金、補助及び交付金で組んでおります。 

 次に、下の表の２款、２項、１目の税務総務費、事業区分１．固定資産評価事業、これ

は次のページにまたがりますけれども、委託料として平成３０年度の評価替えに向けて標

準地鑑定評価業務を実施することから２８２万８千円の計上となっています。 

 次に、下の表の２款、３項、１目、戸籍住民登録費の事業区分１．戸籍住民登録事業の、

これも次のページにまたがりますけれども、備品購入費、これは事務用備品ですけれども、

窓口のレジスターを１台更新する、それで１８万５千円。それと個人番号カード用機器と

してカード用プリンターと顔認証システム機の導入で１２２万１千円の計上でございます。 

 次に、下の表、２款、４項、２目、参議院議員選挙費の事業区分１．参議院議員選挙執

行費では、今年度は参議院の通常選挙の年になりますので、その経費について計上してい

るものでございます。 

 次に、７９ページ、下の表の２款、５項、１目、統計調査総務費の事業区分１．各種統

計調査事業の報酬の調査員では、本年度は経済センサスが行われますので、その活動調査

として３人分２７万８千円を計上しております。 

 次に、８１ページ、これは下の表になります。２款、６項、１目の監査委員費の事業区

分１．監査委員運営費の旅費、費用弁償では、代表監査委員が管内の監査委員協議会会長

に就任しておりますので、会長職として出席する会議については協議会の負担ということ

で７万１千円の計上となります。 

 次に、８３ページ、ここからは３款は民生費になりますけども、３款、１項、１目の社

会福祉総務費の事業区分１．重度心身障害者医療費助成事業の扶助費の医療費助成では、

これは実績額を勘案して２４６万７千円減の１，２３０万３千円の計上でございます。 

 その下の事業区分２．国民健康保険特別会計繰出金ですが、これについては大きくは前

期高齢者交付金の増額により財源補てん分が減になったために３，９０３万円減の１億５

４９万４千円の計上でございます。 

 その下の事業区分５．社会福協議会活動助成事業では、これは給与改定による人件費の

増額、それと活動用車両購入などにより６２万８千円増の１，８４１万９千円の計上にな

ります。 

 次に、８５ページ、事業区分８．障害者等福祉事業の委託料で、これ昨年度はあった北

見市子ども総合支援センターきらり通園療育指導訓練の１４７万１千円を４款の衛生費の

保健衛生総務費のところの事業区分１２．発達支援事業、これページでいきますと１０６

ページになりますけれども、上の方にありますが、ここに予算の組み替えをしたというこ

とで減額になっております。これはまた後の方で、そこのところで説明したいと思います。 

 その下の扶助費についても同様に、北見市子ども総合支援センターきらり通園費助成で
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１３万７千円を先ほど言った保健衛生総務費に組み替えたということで、ここは減額にな

っております。 

 次のページの上の行になりますけども、介護給付費、居宅介護の単価が上がったことか

ら、２６８万４千円増の８，６６２万８千円の計上となっております。 

 その下の訓練等給付費でも、生活支援の単価が上がったことによりまして８８２万円増

の６，４２２万４千円の計上となります。 

 次に、事業区分１４．子育て世帯臨時特例給付金事業では、これは昨年度で事業が終了

しましたので、これは一応、国庫支出金返還のための科目計上というふうにご理解いただ

きたいと思います。 

 次に、その下の表になりますけども、２目、老人福祉費の、次のページにまたがります。

事業区分３．居宅介護支援事業の訪問介護支援事業費補助金では、社会福祉協議会への補

助金でヘルパー利用件数の減による介護保険収入が減ったことから町の負担が１６９万円

増えたと。そんなことで９５９万円を計上しているものでございます。 

 その下の居宅介護支援事業費補助金、これは同じくケアプラン作成収入が増えたことに

よりまして、町の負担が１０３万４千円減で７６３万５千円の計上となります。 

 その下の事業区分４．老人保護措置事業の老人福祉施設措置費では、養護老人ホーム入

所者の措置費で、４名から３名に減ったということから１６３万円減の５０２万３千円の

計上となります。 

 その下の事業区分５．高齢者在宅サービス事業の委託料、ショートステイ事業では、静

寿園の増床により町のショートステイ利用者減を見込んで８７万円減の２００万９千円の

計上となります。 

 下の方の事業区分７．介護予防支援事業の、これ一番下の行の委託料になります。運動

指導等業務、これは専門職によりますリハビリテーションを受ける機会が少ないために介

護予防の一環として新規に実施するもので、１クール１６回を２クール実施するというこ

とで４０万円を計上しております。 

 次に、９１ページになります。３目の温泉保養センター費の右側、事業区分１．温泉保

養センター管理運営事業の委託料の清掃管理業務では、先ほども言いましたけれども、長

期継続契約の切り替えの年になりますので、人件費等の高騰を見込みまして８０６万８千

円を計上してございます。 

 次、９３ページの下の表になります。３款、２項、１目、児童福祉総務費の事業区分１．

乳幼児等医療費助成事業の扶助費の医療費助成では、未就学児および小学生の入院、さら

に中学生入院および通院の実績見込みから３９８万８千円増の１，５８２万円を計上して

おります。 

 次に、３目の児童措置費、事業区分１．児童手当支給事業の委託料になりますけども、

これも次のページにまたがります。一番上の行の児童手当システム更新事業が終了したこ

とから大きく落ちまして、３１２万８千円落ちまして６７万８千円の計上となります。 

 そのすぐ下の扶助費の児童手当費では、これは０歳から３歳までの伸びは見られるんで

すけれども、３歳以上から小学生以下と所得制限以上の世帯が減少したということから２

８８万円減の８，１００万円を計上しているものでございます。 

 次、ちょっと飛びまして１０４ページ、これ中段位になりますけども、事業区分９．水
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道事業助成事業の負担金、補助及び交付金のところですけども、水道事業会計補助金では、

職員の児童手当４２万円と起債償還分の一部２，０３５万２千円を合わせて２，０７７万

２千円を計上しているものでございます。 

 その下の投資及び出資金では、公営企業繰出基準によりまして、本年度は南７線の支障

物件移設、それと末広団地仲通線老朽管更新、それと南９線老朽管更新、若富工区配水管

移設で１，３８８万４千円の計上になります。 

 一番下の事業区分１２、これ次のページにまたがっていくわけですけども、発達支援事

業の次のページ、委託料、これは北見市子ども総合支援センターきらり発達支援事業で、

３款の民生費の障害者等福祉事業から予算を組み替えしたというものでございます。先ほ

どのでございます。通園児童数が８名、１４７万１千円の計上です。 

 その下の扶助費の、これも北見市子ども総合支援センターきらり通園費助成で、これに

ついても予算組み替えしたもので、これは８名で通園費助成１３万７千円の計上になりま

す。 

 その下の２目の予防費、事業区分２．予防接種事業につきましては、こども未来課の設

置により子どもに係る部分は、次のページの事業区分６．子ども予防接種事業に分離した

ことによって、ここの部分は大きく変わっているという部分でございます。 

 １０６ページをまた開いてほしいんですけれども、この中で扶助費、定期予防接種助成

では、高齢者のインフルエンザ予防接種と成人用肺炎球菌予防接種を町内で受けられない

方に対して、補助といいますか助成するかたちで、これは３件分２万５千円を新たに設け

ているものでございます。 

 その下の事業区分３．検診・検査事業の委託料になります。昨年までは１歳６か月児健

康診査と３歳児健康診査については、これは１０２ページの中ほどになります事業区分４．

乳幼児健康診査事業の委託料、乳児健康診査に、ここの中に含まれているというふうにご

理解いただきたいと思います。 

 次、１０８ページ、これの上から４行目、骨検診業務、本年度から骨粗しょう症を予防

するための健康習慣事業として８０名分の１６万５千円を新たに計上したものでございま

す。 

 その下の事業区分４．健康相談・健康教育事業では、本年度から健康週間としての健康

まつりやこれに関連するさまざまな事業展開を予定しておりますけれども、これの報償費

の託児報償では、健康まつりや健康教室、健康相談時などの託児をするということで３万

７千円の計上。 

 その下の需用費の消耗品費では、下の方の備品購入費にもありますけれども、簡易血液

検査機１台５２万２千円を導入することによる、それらに係る検査消耗品、また健康啓発

事業として健康週間事業のストレスチェックですとか、健康まつりでのいろいろに係る消

耗品、さらには食のグループ育成のための実習材料費などで２６万３千円増の３６万１千

円を計上しております。 

 その下の委託料では、健康週間事業で健康運動指導士および理学療法士の増加により１

２万５千円の計上となってございます。 

 その下の健康まつりに際しまして、町民の健康意識醸成のための健康講演会を予定して

おりますけども、委託料として８４万４千円の計上となります。 
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 その下の医療廃棄物処理業務では、これらの事業の医療廃棄物を処理するというもので

１万円を計上しているものでございます。 

 その下の事業区分６．子ども予防接種事業では、１０６ページの事業区分２．予防接種

事業から分離したというもので、次のページの上から６行目、子どもインフルエンザ予防

接種は昨年から始めたもので、これは任意の接種となりますが、中学生以下５９５名分で

１７０万円を計上しております。 

 その下の日本脳炎予防接種でも本年度より定期接種化されたもので、３歳児２８名、６

歳から７歳６か月までで９０名、１８歳から２０歳で９７名の２回分合計４３０回分で２

０９万円を計上しております。 

 その下の扶助費のうち、新たにＢ型肝炎ワクチン、ロタウイルス、おたふく風邪の任意

予防接種助成１５４万５千円を含めて１７５万９千円を計上しております。 

 その下の事業区分７．子ども歯科保健事業での委託料、フッ素塗布１２万円では、これ

は前のページの事業区分４．健康相談・健康教育事業から予算を分離したというものです。 

 次に、３目の環境衛生費の事業区分１．葬斎場維持管理事業の需用費の修繕料では、葬

斎場の給湯器やストーブなどの小さな修繕と２号炉の再燃焼室の耐火物全面積み替え、そ

れと火葬炉動力盤および制御盤の電気部品交換、それと自動扉開閉装置部品の取り替え、

修繕などで１，０２７万６千円を計上しております。 

 次に、１１１ページ、４目の環境対策費の事業区分２．地球温暖化防止対策事業の負担

金、補助及び交付金の太陽光発電システム導入費補助金では、本年度は１ｋｗｈ当たり７

万円の４ｋｗｈで１５戸分４２０万円を計上しております。 

 その下の再生可能エネルギー施設設置補助金では、平成２６年度から太陽光エネルギー

設置者に対しまして固定資産税相当分の４分の１を３年間にわたり補助するというもので

２５６万８千円を計上しているものでございます。 

 次に、１１３ページ、４款、２項、１目の塵芥処理費の事業区分１．塵芥処理事業の需

用費の中の修繕料です。廃棄物処理場の汚水処理機械修繕などで１６３万２千円の計上。 

 その下の委託料の一般廃棄物収集運搬業務の二つにつきましては、これは長期継続契約

の切り替えの年になりますので人件費等の高騰を見込み、それぞれで増額で計上しており

ます。 

 その下の可燃ごみ処理業務では、実績から４３０ｔを見込みまして１，１７８万２千円

の計上。 

 その下の資源ごみ処理業務では、留辺蘂のリサイクルセンターでの処理での旧留辺蘂町

外２町の負担割合がありまして、これで５３４万３千円、北見市廃プラ処理センター分は

３１ｔ分で２８７万４千円、合計で８２１万７千円を計上しております。 

 その下の負担金、補助及び交付金の留辺蘂町外２町一般廃棄物広域処理負担金では、本

年度からＰＦＩ事業運営および処理場の長期的な運営に関する業務委託の分で負担金２６

６万円、これら含めて２，４０８万７千円を計上しております。 

 次に、１１５ページ２目のし尿処理費の事業区分１．し尿処理事業の委託料、スクラム

ミックス事業し尿等処理委託料では、平成２６年度の搬入実績によりまして応益割負担率

１４．６８％から１６．４６％に上がったことによりまして１，３９１万１千円を計上し

ております。 
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 その下の事業区分２．し尿処理施設整備事業では、昨年度は旧端野処理場の解体があり

ましたけれども、それが終了したことによりまして、大きく４，４４２万５千円が減額と

なって、今年は１７３万７千円の計上となっております。 

 次に、１１７ページについては労働費ですけども、昨年度と大きく変わりませんので説

明は省略させていただきます。 

 １１９ページ、ここからは農林水産業費になります。６款、１項、１目、農業委員会費

の事業区分１．農業委員会運営費の旅費では、会長の全国大会への参加と道内研修の貸し

切りバスによる参加により２６万１千円増の６０万９千円の計上です。 

 その下の事業区分５．事務局費の下の方の委託料、農地基本台帳管理システムデータ移

行業務では、台帳管理システムの機器が変わることからデータの移行作業として１６万２

千円計上。 

 その下の備品購入費の農地基本台帳管理システム機器では、現在のパソコンのＯＳのメ

ーカーサポートが終了することに伴って機器を更新するというもので３７万８千円を計上

しております。 

 次、１２１ページ、上の方になりますけども、事業区分７．農地所有適格法人育成事業

の負担金、補助及び交付金の農地所有適格法人育成事業補助金では、農地法の改正により

まして農業生産法人から名称が変わったものでございまして、法人の立ち上げや育成のた

めの研修に対する補助金で５万円を計上しているものでございます。 

 次、３目になります。農業振興費の事業区分２．農業振興事業の負担金、補助及び交付

金の２行目になります。農業振興対策事業費補助金ですけれども、この補助金は農作業事

故防止、地力増進対策クリーン農業など農協や農業者が一体となって推進しているもので、

本年度は堆肥供給センター入口の舗装修繕を行うこともありまして７万５千円増の６２万

円を計上しているものでございます。 

 その下の農業技術対策事業費補助金では、この補助金についても農協や農業者と一体と

なって試験ほ場設置や新技術、新品種の開発、農産物の消費流通拡大を目指しておりまし

て、本年度は試験ほ場５０戸の４６か所、残留農薬・成分分析などを行うものとして３０

万円を計上しております。 

 その下の馬鈴薯耕作組合設立５０周年記念事業費補助金については、定額の５万円を計

上しております。 

 その下の補償、補填及び賠償金の農業経営基盤強化資金利子補給では、認定農業者のス

ーパーＬ資金借り入れに対する利子補給で、平成６年度から延べ２３２名が利用しており

ますけれども、平成２４年から制度改正がありまして、実行後５年間に限り無利子となっ

たことや、繰上償還などにより８９万６千円減の２２９万５千円の計上となっております。

なお、その下の農地災害復旧資金利子補給以下についても、その概要が２１３ページ以降

に記載されていますので後ほどご覧いただければと思います。 

 その下の事業区分３．農業後継者育成事業の委託料、くんねっぷ農業未来づくり試験委

託業務では、土壌の凍結深制御法の凍結の促進効果を比較し、適正な活用法と手法の作業

指針の策定を行うというものでございまして、農業試験場に委託するために１００万円を

計上しております。 

 次のページの上から３行目、新規就農者等支援助成金では、国の青年就農給付金を、国
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からのお金をもらうことを優先するという意味ですけども、妨げない範囲での助成で、本

年度は運転資金の支援のみで４月から１２月までの９か月分の４５万円を計上しておりま

す。 

 その下の事業区分４．農業振興対策一般事業の負担金、補助及び交付金の４行目、北見

地区農業振興連絡協議会負担金では、昨年度見込んでいたＧＰＳ基地局分がなくなったこ

とによりまして７５万円減の８６万８千円の計上となっております。 

 その下の事業区分５．経営所得安定対策直接支払推進事業は、委託料の畑作物の直接支

払交付金等推進業務でございまして、交付金の支払い事務等の業務をＪＡきたみらいに委

託しているもので１３０万円を計上しております。 

 その下の事業区分７．青年就農給付金事業では、先ほど新規就農者等支援助成金のとこ

ろで説明しましたように、青年就農給付金受給の国の補助分と同額２２５万円を計上して

いるものでございます。国からきたお金をそのまま払うという、経由して払うという意味

でとっていただければと思います。 

 次に、４目の畜産業費、事業区分１．家畜衛生管理事業の、次のページにまたがります

けれども、これの負担金、補助及び交付金の家畜自衛防疫事業費補助金、これは家畜伝染

病発生時の防疫対応に対する補助金ですけれども、その中で農場における伝染病侵入防止

強化の普及啓発として平成２６年度から３年間の継続事業として行われている伝染病予防

対策費６４万１千円を含めて８３万９千円を計上しております。 

 その下の事業区分２．畜産振興事業の委託料です。畜産担い手育成総合整備事業、これ

では農業者の草地整備１５．８ｈａ、草地造成０．２ｈａを行う事業で農業公社への委託

費５８９万５千円を計上しております。 

 その下の負担金、補助及び交付金の下から２行目になりますけれども、畜産競争力強化

対策整備事業費補助金、これは訓子府地区畜産クラスター協議会で行う搾乳ロボット室改

修や牛舎の新築、乳製品製造施設、バンカーサイロなど４件の総事業費３億６，７３３万

１千円、これに対する補助で１億７，００６万円の計上でございます。 

 その下の草地植生改善推進事業費補助金では、粗飼料の確保を目的として植生を改善す

るための種子代に対する補助で７０万円を計上しております。 

 次に、５目になります。農業基盤整備事業費の事業区分１．農業基盤整備事業の負担金、

補助及び交付金の北海道土地改良事業団体連合会負担金では、これは会員割の一般賦課金

で４万円、事業費割の特別賦課金４事業で５８万２千円の合計６２万２千円を計上してお

ります。 

 その下の道営訓子府北西地区農地整備事業負担金では、面工事として区画整理２．８ｈ

ａ、暗渠
あんきょ

排水３５．５ｈａ、客土１２．９ｈａ、農地造成１．１ｈａ、用水路整備３６０

ｍ、事業費６，７００万円に対して負担金１，３４０万円の計上でございます。 

 その下の道営柏丘北地区農地整備事業（一般農道）負担金では、これは南７線になりま

すけれども、南７線の農道改良・舗装工事で改良４７０ｍ、舗装８３８ｍ、その他用地買

収、補償などで事業費１億６千万円、これに対して負担金３，６００万円の計上でござい

ます。 

 その下の道営訓子府高園地区農地整備事業負担金では、これは面工事の分では、区画整

理１１．２ｈａ、暗渠排水２１．４ｈａ、客土５．１ｈａ、その他測量試験および用地補
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償などで、事業費総体で６，４００万円に対して負担金１，２８０万円。 

 その下の道営訓子府西３１号線地区農地整備事業（農道保全）負担金でございますけれ

ども、３１号線の道路付帯工事として、法面工事、道路の法面１５１ｍ、それと道路の側

溝８８１ｍ、その他用地補償などで事業費７千万円に対しまして負担金１，５７５万円の

計上でございます。 

 その下の道営訓子府川南地区農地整備事業負担金では、永井の沢排水工事として測量試

験および用地補償、これは４７１ｍ、面工事として区画整理で１ｈａ、暗渠排水で５ｈａ、

客土３ｈａ、その他測量試験とか用地補償で事業費が５，６００万円に対しまして負担金

１，１２０万円の計上でございます。 

 その下の道営山林川地区水利施設整備事業（基幹水利施設整備）負担金で、これは改良

で５００ｍ、測量試験３００ｍ、用地補償などの事業費で１億５千万円に対しまして負担

金３，３７５万円の計上となっております。 

 その下の農業経営高度化促進事業促進費負担金では、北西地区と中央一期地区の用水路

整備事業に対する促進費に加え、道と町のパワーアップ分を合わせまして訓子府土地改良

区へ負担するというもので３０５万円を計上しております。 

 その下の道営訓子府北東地区農地整備事業負担金では、平成２８年度事業採択に向けた

調査計画をするものでございまして、事業費７００万円に対しまして負担金として３５０

万円を計上しております。 

 その下の道営訓子府中央一期地区農業水利施設保全合理化事業負担金では、面事業の調

査設計で区画整理で１２３．３ｈａ、暗渠排水３４．９ｈａ、客土１５．５ｈａ、用水路

工事の調査設計１万４，３６４ｍ、事業費で４，３００万円に対して負担金５３７万５千

円の計上となっております。 

 その下の事業区分２．農業基盤整備一般事業の次のページの一番上になりますけども、

備品購入費、これは農業土木積算システムのパソコン機器の更新で４２万円を計上してお

ります。 

 その下の償還金、利子及び割引料の食料供給基盤強化特別対策事業補助金返還金ですけ

ども、これはパワーアップ事業の精算時に返還金が生じた場合に支払うもので５万円の計

上をしているものでございます。 

 その下の事業区分３．下水道事業特別会計繰出金では、農業集落排水施設管理経費の減

などによりまして１９１万３千円の減で、９，０９５万４千円の計上しております。 

 その下の事業区分４．集落営農活動支援事業の負担金、補助及び交付金の多面的機能支

払交付金事業補助金では、平成２３年度までの継続地区のほか、対象面積、田んぼで６４．

４１ｈａ、これは単価４万２，２００円、畑で５，２３３．１ｈａ、これは単価１万４，

８００円、草地５１．８４ｈａ、これは単価２，５００円、これらを掛けますと総体で、

訓子府町内全部で９，０８４万９千円の計上となります。 

 次に、１２９ページの７目、牧場費の事業区分２．牧場管理運営事業の下の方の役務費

のその他手数料では、堆肥の成分分析として８検体３回分２０万７千円、それと肥料梱包

用フレコンバックおよび除草剤容器廃棄で９万円を含めて６３万円を計上してございます。 

 次のページの工事請負費の牧場老朽住宅解体工事では、５棟取り壊しで４４９万４千円

の計上です。 
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 その下の備品購入費では、牧場の通勤車、中古１台８０万円、ショベルローダー中古１．

５㎥１台５５０万円、オートバイ中古１台２５万円の計上となっております。 

 次に、下の表の６款、２項、１目の林業総務費の事業区分１．林業一般事業の負担金、

補助及び交付金の森林作業員就業条件整備事業負担金では、森林作業員の就業の安定化を

図るために年間１４０日以上を林業で働いた森林作業員の方に、森林作業員と事業主が１

年間積み立てた掛金に、就労日数に応じた市町村と道の助成金を加えて、奨励金として年

末に支給するという制度でございまして、町の負担分１５万５千円を計上しております。 

 次に２目の林業振興費の事業区分１．有害鳥獣駆除事業の、これ次のページにまたがり

ますけども、委託料のエゾシカ残滓
ざ ん し

処理業務、これは残滓
ざ ん し

の運搬と処理で１５０頭分１３

４万５千円を計上しております。 

 その下の負担金、補助及び交付金の訓子府鳥獣被害防止対策協議会負担金では、くくり

わなの購入や講習会などの他に本年度は新たに食肉処理施設への直接搬入の費用として５

０頭分、それに加えてキツネ対策としてキツネ用のわなの購入を含め８５万７千円増の１

９３万８千円を計上しております。 

 その下の事業区分２．民有林振興事業の負担金、補助及び交付金の民有林振興事業費補

助金では、除間伐３０ｈａ、造林１６ｈａで３５１万５千円の計上となります。 

 その下の事業区分３．林業振興一般事業の委託料、これは林道橋橋梁点検業務で、林道

橋の長寿命化の個別計画策定のため橋梁点検を行うもので１６０万円を計上しているもの

でございます。ここまでが農林水産業費になります。 

○議長（上原豊茂君） それでは、ここで午後２時１５分まで休憩といたします。 

 

休憩 午後 ２時 ２分 

再開 午後 ２時１５分 

 

○議長（上原豊茂君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 前段で申し上げます。暑い方は、どうぞ上着を脱いで対応していただきたいと思います。 

 説明の継続をお願いいたします。 

 副町長。 

○副町長（佐藤明美君） ここからは１３５ページの７款になります。商工費、７款、１

項、２目の商工業振興費の事業区分１．産業観光振興対策事業の負担金、補助及び交付金

の産業観光振興協議会活動費補助金では、昨年度のフォトコンテストの終了に伴いまして、

その経費５０９万２千円の減額、本年度は開基１２０年の記念事業としてふるさとまつり

での花火大会およびおまつり広場でのステージショーへの増額を入れて全体で１，２００

万円の計上となってございます。 

 その下の事業区分２．商工業振興対策一般事業の負担金、補助及び交付金の５行目、住

環境リフォーム促進事業補助金になります。これは町内の登録業者を利用して住環境リフ

ォームを行った場合の一部にメロンスタンプ商品券で助成するもので、本年度は５６件分

を見込んでおります。それで４００万円。 

 その下の訓子府町店舗出店等支援事業補助金では、店舗新築または店舗活用の支援で１

件分３００万円を計上してございます。 
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 次、その下の訓子府町店舗改修事業補助金では、これは５件分を見込みまして２５０万

円の計上となっております。 

 さらにその下の商店街等活性化推進対策費支援補助金では、地場特産品の地産地消や商

店街の活性化イベントの開催、それと昨年はできませんでしたけれども、今年オホーツク

カードの端末更新も含めて１３９万８千円の計上となっています。 

 次、１３７ページ、下の表になります。ここから土木費になりますけれども、８款、２

項、１目の車両運行管理費の事業区分２．車両運行管理事業、ここの備品購入費では、こ

れは災害時の土のうのパレット積みや大型発電機の積み込みなどに使用するためフォーク

アタッチメントを購入するために１基といいますか、１０２万６千円の計上となってござ

います。 

 その下の事業区分３．除雪車両運行管理事業の、これ次のページにまたがりますけれど

も、一番上の行の需用費の車両消耗品費では、タイヤやバッテリーの更新見送りなどによ

りまして１２３万６千円減の２７０万６千円の計上となっております。 

 その下の事業区分５．車両購入事業の備品購入費では、一般車両の平成１１年車のプリ

ウスの更新を行うもので１台１９９万８千円の計上。 

 その下の除雪グレーダーでは、これは平成３年車で故障も多くなっていることから国庫

補助を活用しまして１台更新するもので４，０８７万円を計上しております。 

 次に、１４１ページ、２目、道路維持費の事業区分１．町道維持管理事業の需用費の修

繕料では、北栄南１１線他４本と市街地の舗装補修を計画的に進めるほか、歩道や縁石な

どの地域要望がございますので、それの修繕、さらに区画線補修などで１，９５０万円を

計上しております。 

 その下の委託料の道路側溝清掃業務では、本年度は市街地区の東側および実践会地区の

管渠
かんきょ

の清掃を行うもので５１０万１千円の計上となっています。 

 その下の使用料及び賃借料の機械借上料では、南２線の道路整備で排水の整備要望がで

たことから整備手法の検討をするために減ったといいますか、それで２７２万円の計上と

なってございます。 

 その下の原材料費では、同じく南２線関連での減額で、砂利道の損傷箇所が減ってきて

いるということもございまして３４７万４千円減の４４４万円の計上となっております。 

 次のページの上の方になります。事業区分３．町道舗装修繕事業の南１２線舗装修繕工

事では、若葉側延長８８４ｍ、一応今のところ今年度で完成を予定しておりますけれども、

５，６００万円を計上しております。 

 その下の事業区分４．町道道路ストック総点検事業では、道路法の改正により橋梁・舗

装・照明・標識・トンネル等の５年に１度の点検が義務付けられておりますので、今回は

末広線、南８線、相内線、南１３線の点検を行うものとして１千万円を計上しております。 

 次に、３目の道路新設改良費の事業区分１．道路新設改良一般事業の備品購入費では、

新土木積算システムへの移行に伴いパソコン１台を購入することで２６万円の計上。 

 その下の事業区分２．末広団地東１丁目南線道路整備事業の工事請負費、末広団地東１

丁目南線道路整備工事では延長１３５ｍ、幅員５ｍで昨年度完成の末広公営住宅内の道路

整備を行うもので１，８３０万円を計上しております。 

 その下の補償、補填及び賠償金では、この道路工事に伴う水道管の移設補償で２０９万
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１千円を計上しております。 

 次に、その下の４目の橋梁維持費の事業区分１．橋梁維持管理事業の委託料、橋梁長寿

命化修繕計画橋梁詳細設計業務では、この計画に基づく穂波橋・笠野橋・柏橋の３橋の詳

細設計で１，６００万円、そして橋梁点検４０橋で２千万円、合計３，６００万円の計上

になります。 

 その下の工事請負費では、昨年度の調査に基づいた福野橋の修繕で３，８００万円の計

上でございます。 

 次に、１４５ページの上の表の８款、４項、１目の河川総務費の事業区分２．河川改修

整備事業の河川改修整備工事では、清住の伏見川の積ブロック積み替えで延長２０ｍで５

００万円を計上しております。 

 次に、下の表になります。８款、５項、１目の公園費、事業区分１．レクリエーション

公園維持管理事業の需用費の修繕料では、これは昨年度行ったバーベキューハウス通路修

繕が終わったということで３３万円減の２７万円の計上となっております。 

 次のページの中ほどの原材料費、修繕原材料では、芝桜の苗木を増やすこととして、今

年は１万３，２２７鉢で２０１万８千円を計上しております。 

 その下の備品購入費のバッテリーカーでは、本年度は二人乗りの１台を更新するもので

７９万４千円を計上しております。 

 その下の事業区分２．各公園等維持管理事業の需用費の修繕料、昨年度、仲町の公衆便

所の屋根の修繕がありましたので、これが終わったことで８３万６千円減の４０万円の計

上となっております。 

 次に、１４９ページの下の表、８款、６項、１目、住宅管理費の事業区分１．町営住宅

維持管理事業の工事請負費、ここの町営住宅周辺整備工事では、西幸町の幸栄団地の物置

更新で今まで４年計画でやってきておりますけども、３年目になる今年は５棟分の２０基

６００万円の計上でございます。 

 その下の町営住宅フェンス改修工事では、これは末広団地の東側のフェンス１００ｍ改

修で３３０万円を計上しております。 

 その下の公有財産購入費では、これは東幸町にあります北海道所有の土地付きの教員住

宅、高校の教員住宅２棟、うち１棟が平屋でございますけども、２棟５戸を購入するもの

として７００万円を計上しております。 

 その下の備品購入費では、公営住宅の一部のところにあります、備え付け備品であるス

トーブとボイラーの経年劣化による修理不能に備えてストーブ３台、ボイラー２台を購入

するものとして７６万円を計上しております。 

 次に、一番下の２目、住宅建設費の事業区分１．公営住宅建設事業の、次のページにま

たがりますけども、委託料、幸栄団地整備基本・実施設計業務では、現１７棟６８戸の基

本・実施設計を行うもので１，３００万円を計上しております。 

 その下の事業区分２．公営住宅改修事業の工事請負費、これは穂波団地公営住宅改修工

事で、平成６年建設の１棟８戸の公営住宅の外壁と屋根の塗装で１，５５０万円を計上し

ております。 

 次に、１５３ページ、９款、ここから消防費になります。９款、１項、１目の消防組合

費では、総体で３，９５０万５千円増の２億４０６万円となっておりますけれども、その
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主な原因は、２０３ページを開いていただきたいと思いますけれども、ここの科目が変わ

ってきますけれども、３款、１項、３目の訓子府消防支署費の事業区分１．職員給与費で

は、職員の給与改定に伴う給料と手当の率改定によりそれぞれ増えております。 

 その下の事業区分２．消防行政一般経費の需用費の消耗品費では、新型の活動服、上下

の購入で全職員１人２着分になりますけども、更新で６０万円増の１２１万５千円の計上

となっております。 

 次、２０５ページになります。事業区分６．消防業務費の備品購入費では、消防車に搭

載する５０ｍｍのホース１０本を買うこととして３７万８千円の計上になっております。 

 その下の事業区分７．救急業務費のこれも需用費の消耗品費では、自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の電池が隔年更新のため、昨年度更新しておりますので今年はないということ

で、その分が減っておりまして１８万８千円の計上となっております。 

 次、２０７ページ、３目の訓子府消防団費の事業区分１．消防行政一般経費の負担金、

補助及び交付金では、昨年度、消防１００年記念事業で北見分会連合演習がありましたの

で、その分がなくなったことによりまして７万６千円と減ってございます。 

 その下の事業区分３．消防業務費の需用費、これも消耗品費で、昨年度で防火衣更新が

終わったということで減っておりますので３０万５千円の計上となっております。 

 その下の事業区分５．消防団員活動費の報酬、非常勤職員報酬では、団員報酬の改定で

ございますけれども、団員の報酬につきましては、平成６年から改定されておらず、交付

税措置額の水準を今回踏まえた引き上げを行うというものでございまして、団長について

は９万円から１０万円に、副団長については６万３千円から６万９千円に、分団長が４万

６千円から５０，５００円、副分団長が３万６千円から４５，５００円、部長が３万円か

ら４万円に、班長が２万７千円から３万７千円に、団員が２万５千円から３万６千円にそ

れぞれ改定したことから９７万９千円増の３５５万６千円の計上。 

 その下の費用弁償においても災害出動時の額についても４，５００円から７千円に改定、

災害時以外の出動につきましては据え置きというかたちになりますけども、これについて

は、火事とか、そう件数があるわけではないですから、また団員が増えたことによりまし

て訓練等の出動人数も増加している傾向にありますので、これで１２０万８千円増の７９

５万５千円の計上となっているものでございます。 

 その下の事業区分７．消防団互助会負担金では、主に団長表彰の６名の記念品分の増加

によりまして９２万円の計上となっております。 

 次、２０９ページ、３段目の表になります。４款、公債費、１項、１目の元金、事業区

分１．消防組合債償還元金では、平成２４年度と２５年度の２か年で実施した消防救急デ

ジタル無線整備事業に係る３本の借り入れに係る償還元金として１，４１８万８千円の計

上。 

 次に、２目の利子、事業区分１．消防組合債償還利子、これは元金償還と同様にデジタ

ル無線関係で３本、また平成２６年度の消防本部の建設関連で１本、さらに平成２７年度

は無線遠隔サイレンデジタル化事業、これの１本で、合計５本の借り入れに対する利子と

して１２０万６千円の計上でございます。 

 次、２１１ページ、一番下の２目、組合共通経費の事業区分１．組合共通経費の一部事

務組合負担金では、庁舎建設事業の地方債を除く一般財源の対応分で１，０２３万３千円
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と、それと通信指令システム更新に伴う本町の負担分２，５７６万１千円の増額で４，８

１０万円を計上しております。 

 再び１５３ページに戻っていただきまして、３目の災害対策費の事業区分１．防災対策

事業の委託料、地域防災マップ作成業務では、洪水だけではなくて土砂災害や地震災害に

も対応した防災ガイドマップを作成するということで、全戸配布するんですけれども２０

４万８千円を計上しております。 

 その下の事業区分２．防災倉庫整備事業の工事請負費の防災倉庫建設工事では、消防庁

舎の西側に鉄骨造りで３６２㎡、１棟の建設と外構整備をするものとして６，１６０万３

千円を計上するものでございます。 

 またその下の町有施設解体工事では、この防災倉庫を建てようとする場所の北側、一番

道路側に寄贈を受けた住宅、古い住宅が１棟ありますけれども、これの解体で１０９万１

千円を計上しております。 

 さらにその下の備品購入費では、防災倉庫の資材の出し入れをするためにフォークリフ

ト１台、中古を買うものとして３００万円を計上しております。 

 次、１５５ページ、ここからは教育費に入ります。教育費、１０款、１項、１目、教育

委員会費の事業区分１．教育委員会運営費の旅費については、教育委員４人の道外研修分

の増加により９４万２千円を計上しております。 

 次は、１５８ページ、事業区分４．学校教育等一般事業の賃金、教育専門員とあります

けども、昨年度までは青少年教育推進事業の生涯学習アドバイザーを社会教育の方で配置

しておりましたけれども、本年度は学校への生徒指導や学習指導、教育課程ももちろんそ

うですけども、助言なども含めて広く学校現場との連携化を図るものとして１人分３２７

万４千円を計上するものでございます。これについては管理課に配置ということになりま

す。 

 その下の負担金、補助及び交付金の、次のページにまたがりますけども、一番上の行の

北海道訓子府高等学校教育振興会議交付金、これでは北見市において銀河線廃止に伴う通

学助成が廃止されたということがございまして、北見市から訓子府高等学校に通学する１

年生のバス定期券負担額に対する助成額を在校生と、今いる学生と同じ３分の１にするた

め１，０６４万３千円を計上してございます。 

 その下の社会科副読本編集委員会交付金では、この副読本は５年ごとに作成しておりま

すけれども、平成３０年度からの使用開始に向けて委員会を設置し準備をするもので８万

円を計上してございます。 

 その下の居武士小学校開校１００周年記念事業協賛会助成金では、記念事業経費の一部

を助成するもので、これは訓小のときも同じですけれども８０万円を計上しております。 

 その下の第６７回北海道中学校軟式野球大会補助金では、７月に本町と北見市を会場と

して行われるもので１０万円を計上しております。 

 その下の積立金、奨学資金貸付基金積立金では、基金運用額が不足する見込みから、こ

れは先ほど条例改正のところでありましたけれども増額するもので１，０４５万円を計上

しております。 

 次に、３目のスクールバス運行費の事業区分１．スクールバス運行事業の委託料のスク

ールバス代替運行業務では、長期継続契約の切り替えの年になりますので、これも先ほど
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の清掃なんかでもありましたけれども、人件費等の高騰を見込みまして１，１５５万６千

円を計上しております。 

 次に、下の表の１０款、２項、小学校費になります。１目、学校管理費の事業区分１．

臨時講師配置事業の次のページの上の方の賃金、臨時講師というのがあると思うんですけ

ども、訓小で２名、支援員２名、居小の臨時講師兼支援員１名、これらで１，０２９万円

を計上しております。 

 次、１６３ページ、下の方の２目になります。教育振興費の事業区分１．教育振興事業

の需用費の消耗品費になりますけども、これは教科書改訂による指導書の購入が、これ小

学校ですね、終了したことによりまして、大きく減になって、２８５万円の計上となって

おります。 

 その下の備品購入費のスクールバンド用楽器では、ビブラホン１台、トロンボーン１台、

グロッケンとスタンド１台で６７万８千円の計上となっております。 

 その下の特別教科用教材ですけども、これは大きいところでは、音楽教科用教材として

キーボード２台、特別支援学級用としてサーキットポール１台、ソフトパーテーション４

台などで６６万８千円の計上となっております。 

 次のページの一番上の負担金、補助及び交付金の教育振興事業交付金では、これは毎年

中学校と小学校交互に音楽鑑賞と演劇鑑賞を行っておりますけれども、本年度は小学校の

方で音楽鑑賞の経費、この分の２５万円を含めて１００万円の計上となってございます。 

 その下の事業区分３．就学援助・奨励事業の扶助費の特別支援教育就学奨励費では、特

別支援学級に在籍する児童に対する就学奨励費で、今のところ認定見込数が９名を想定し

ておりますけども、３８万４千円の計上となっております。 

 その下の要保護・準用保護児童就学援助費では、本年度見込みで要保護１人、準要保護

４１人で３７０万８千円の計上となっております。 

 その下の特別支援学校交通費助成では、これは対象が１世帯１名で２８万５千円の計上

となっております。 

 次に、下の表の１０款、３項、ここは中学校費になります。１目の学校管理費の事業区

分１．臨時講師配置事業、賃金では、臨時講師１名、特別支援の支援員２名で６１４万円

の計上となっております。 

 次に、１６７ページ、これの一番下になりますけども、２目の教育振興費の事業区分１．

教育振興事業の、これ次のページにまたがりますけども、一番上の行、消耗品費では、教

科書改訂による教師用教科書および指導書の購入で２３５万９千円、これを含めて４４０

万７千円の計上となっております。なお、これ中学校と小学校は指導書のやつが１年ずれ

ておりますので、去年は小学校がありましたけども、今年は中学校ということで増えてい

ると。 

 その下の備品購入費の吹奏楽用楽器では、カスタムホルン１台とハンドシンバル１台で

６１万８千円の計上となってございます。 

 その下の特別教科用教材は、音楽教科用教材として琴セット２台、家庭科用教材ミシン

５台で５０万９千円の計上となっております。 

 その下の負担金、補助及び交付金の教育振興事業交付金では、これは先ほど言いました

小学校と中学校で音楽鑑賞と演劇鑑賞を交互にやっていますけど、本年度は中学校が演劇
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鑑賞となるために、ちょっと増えておりますけども、この４０万円を含めて１２０万３千

円の計上となっております。 

 その下の３．就学援助・奨励事業の扶助費、特別支援教育就学奨励費では、特別支援学

級に在籍する生徒に対するもので、認定見込数５名分５３万９千円の計上でございます。 

 その下の要保護・準用保護生徒就学援助費では、本年度は見込数で要保護２人、準要保

護２１人、これらで２５１万５千円の計上となっております。 

 その下の特別支援学校交通費助成では、対象者が２世帯２名ということで６１万７千円

を計上しております。 

 次に、下の表の１０款、４項、１目のこども園費の事業区分１．こども園運営事業の賃

金の期限付専門職員、これは園長のことですけれども、１名３４４万５千円の計上、その

下の臨時保育士では１０人で３，２０１万４千円の計上、それと代替保育教諭では週休５

日制に伴う代替や産休代替などのことをいいますけれども、これで１，１１８万円の計上、

それと臨時調理員３名と代替を含めて７８０万９千円の計上となってございます。 

 その下の報償費の学校医等報償金では、内科および歯科の健康診断で延べ６回分の２４

万円を計上しております。 

 その下の合同観劇会出演料では、子育て支援センターと合同で毎年開催しているもので

２０万円を計上してございます。 

 次のページの需用費の賄材料費、これでは人数的にいきますと０歳児１０人、１・２歳

児が３０人、３歳児以上が１４３人、職員と代替の先生方で、合わせて３３人、これらな

どで１，４８５万円の計上となってございます。 

 その下の負担金、補助及び交付金の多子世帯保育料応援補助金では、平成２７年度の実

績に基づきまして９０３万６千円を計上しております。 

 その下の事業区分２．こども園維持管理事業の需用費、光熱水費では、これは今のとこ

ろ新しくてちょっとわかりませんけれども、他の町村の類似施設と現保育園と幼稚園の実

績を参考にしながら３８０万７千円を計上したところでございます。上下水道料について

は、現保育園と幼稚園の過去２年分の平均使用量を参考にしまして１１５万３千円、それ

で合わせて４９６万円を計上しているものでございます。 

 その下の役務費の火災保険料では、これは共済の基準額によりまして算出し７９万８千

円の計上になります。 

 その下の委託料の施設管理業務では、１人当たりでいきますと１日５時間ということで

年間１５８万３千円の計上ということになります。 

 一番下の事業区分３．こども園建設事業では、これは次のページにまたがりますが工事

請負費のこども園外構等工事、これは去年からやっている続きになりますけども、７，７

８８万８千円の計上となります。その下の幼稚園・保育園解体工事では２，４５７万円の

計上。この解体についても昨年からの継続費となる分でございます。 

 次に、下の表の１０款、５項、１目の社会教育総務費の事業区分３．青少年教育推進事

業の、これ賃金のところですけれども、生涯学習アドバイザーを先ほど言いました教育専

門員に振り替えたこと、また、放課後子ども教室、これみつばちクラブの指導員の拡充を

含めて、差し引き１５５万５千円減の９４万６千円を計上しております。 

 その下の報償費の講師謝礼では、みつばちクラブ介助ボランティアが平成２７年度で終
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了したことなどから３１万７千円減の１７万６千円の計上となっております。 

 １７６ページの委託料の放課後児童支援活動鑑賞事業では、竹の子クラブとみつばちク

ラブ合同鑑賞体験事業として新たに１０万円を計上しているものでございます。 

 次に、１７９ページ、これは下の方の２目、公民館費、事業区分１．公民館維持管理事

業の需用費の修繕料では、暖房用のボイラー１台の熱交換器交換と部品の取り替えで１１

７万８千円、機械室の外部ドアの取り替えで４２万１千円、ロビーの西側の天窓のガラス

の修繕で３３万５千円などを含め２２９万円の計上となります。 

 その下の委託料の、これ次のページになりますけども、上から２行目、清掃管理業務で

は、長期継続契約の切り替えがこれについてもなりますので、人件費等の高騰を見込み６

４１万１千円の計上となってございます。 

 また、昨年度は暖房用配管洗浄および不凍液交換で４１５万８千円というのがありまし

たけれども委託料総体では、この分が大きく減額となっているという分でございます。 

 その下の備品購入費では、講堂用のいすを全部取り替えますので、いす４００台、それ

とそのいすを乗せる代車１６台、それに記録用のデジタルカメラ１台で５４２万７千円を

計上しております。 

 次に、その下の３目、図書館費の事業区分１．図書館業務システム運用事業の使用料及

び賃借料では、昨年度は機器の更新が年度の途中でしたけれども、本年度は１年分の借り

上げとなりますので、その分が増えていることになります。 

 その下の事業区分２．図書館活動事業の報償費、講師謝礼では、こども園開園に合わせ

まして保護者・保育士・教諭などを対象とした読み遊びと幼児期の子育て講演を実施する

もので２０万円増の３５万円の計上となっております。 

 次に、１８３ページ下の表になります。１０款、６項、１目の保健体育総務費の次のペ

ージになりますけども、上から２行目の事業区分２．社会体育活動推進事業の負担金、補

助及び交付金の一番下になります。大会開催補助金では、本年度は北見ブロックのパーク

ゴルフ大会、ピポット杯のゲートボール大会、それとオホーツクジュニアバレーボール大

会、北見地方朝野球選手権大会、道東地区剣道大会、管内少年少女剣道訓子府大会を予定

しておりますので２８万５千円を計上しております。 

 次に、２目、体育施設費の事業区分１．スポーツセンター維持管理事業の委託料、次の

ページにまたがりますけども、５行目のスポーツセンター建設工事基本設計業務では、ス

ポーツセンター建設に向けて利用者や住民など多くの意見を聞くために１年間かけて基本

設計を行おうとするもので７９９万２千円を計上しております。 

 その下の事業区分２．温水プール維持管理事業の需用費の修繕料になりますけども、幼

児および流水プールの塗装、それと給湯配管更新、ろ過機５方弁更新などで５３３万２千

円の計上でございます。 

 その下の委託料の清掃管理業務では、これについても先ほど来、説明しております長期

継続契約の切り替えの年になりますので、９００万８千円の計上となります。 

 その下の事業区分３．屋内ゲートボール場維持管理事業、これも需用費の修繕料では、

昨年度はすが漏り防止工事がありましたけれども、これがなくなりましたので大きく減額

で、３万円だけの計上ということになります。 

 次、１９０ページ、事業区分４．屋外運動施設維持管理事業では、下の方の使用料及び
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賃借料、ここの機械借上料ですけれども、昨年、補正予算でも説明したように、天候の関

係で実施できなかったパークゴルフ場と屋外ゲートボール場の目土散布を今年やるという

ことで１１８万円を計上してございます。 

 そしてその下の原材料費においても同様に、これの分の混合土２２０㎥分１１８万８千

円を計上しております。 

 次に、１９１ページ、３目の給食センター費の事業区分２．給食調理事業の需用費の賄

材料費、ここでは、こども園開設による幼稚園の給食が減ったということがございまして、

２，５６４万１千円の計上になってございます。 

 １９４ページ、事業区分３．給食センター維持管理事業の備品購入費では、これはさい

の目切り機および角切りプレート１台、配送用保温コンテナ１台で１６６万２千円を計上

しております。 

 次に、１９５ページ、１１款、ここは公債費になります。公債費では、昨年度で償還を

終了した起債が平成１２年度分が３本、平成１４年度分が１１本、平成１５年度分が２０

本、平成１７年度分が４本、平成２１年度分が１本、これがございまして、元利合わせて

３，０３６万４千円の減ということになります。 

 次に、１９９ページ、これは１３款の給与費になります。ここでは、特別職３人と一般

職９０人、これは新規採用の４人を含んでいますけれども、人件費を計上しております。

また選挙費の職員手当、議員や各種委員の報酬等を加えた人件費総体につきましては、２

２０ページの給与費明細書を添付しておりますので、これは後でご覧をいただきたいと思

いますけれども、なお、この明細書は、地方自治法に基づく書式でございまして、報酬、

給料、手当、共済費などのほか、手当の種類ごとに前年との比較ができるように調製した

ものでございます。２２１ページになりますけども、これは後で見ていただくことで説明

は省略させていただきます。 

 続きまして、２１３ページからは、これまでにご決定をいただいた債務負担行為につい

て本年度分以降の支出予定額の調書でございまして、２１８ページを見ていただきたいの

ですけれども、一番下の計の欄にありますように、本年度以降の支出予定額は、１億３，

３９０万４千円となっております。そのうち一般財源としては、１億１，７１０万９千円

が必要だということになってございます。 

 なお、本年度分の支出予定額につきましては、説明資料の２７ページ以降に一覧でまと

めておりますので、後でご覧いただければと思います。 

 続きまして、２１９ページ、ここは地方債の年度末現在高に関する調書でございまして、

合計欄の右側にございますように平成２８年度末の現在高見込額は４７億５，０５０万円

ということになってございます。 

 最後に２２５ページ、これは継続費の調書でございますけれども、平成２６年度から２

８年度までの総額１１億４，２０８万５千円について、本年度は最終年度ということにな

りますので、昨年度の執行残３２１万４千円を含めて、本年度は１億５６７万２千円を継

続費として執行するという内容でございます。 

 以上、総額を４７億８，３７０万円とする平成２８年度の一般会計予算案について、説

明申し上げました。 

 時間の関係もあり、ちょっと急ぎになりましたけれども、詳細の説明につきましては、
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この後の質疑の中でお願いしたいと思いますけども、どちらにしても、最初に申し上げま

したけれども、依然として厳しい財政状況は変わっていないということで、今後の大型事

業を勘案しながらも基金積み立てを積極的にするとともに行財政の均衡を図ることに重点

を置き予算編成にあたったということでございます。結果的に例年にはない大型の予算と

なりましたけれども、すべての町民にやさしいまちづくりを実現するための施策に配慮し

ながら町づくりと財政の健全化の両立化を目指したものとなってございます。 

 説明不足の点につきましては、お詫びを申し上げ、後は、特別委員会等の質疑で補足さ

せていただきたいと思いますので、ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお願い

申し上げます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第１３号 平成２８年度訓子府町国民健康保険特別会

計予算についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２２６ページです。 

 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（渡辺克人君） 各会計予算書の２２６ページをお開き願います。 

 議案第１３号 平成２８年度訓子府町国民健康保険特別会計予算につきまして、別冊の

予算案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 それでは、予算書に入ります前に、別冊の各会計予算案の説明資料の３ページをお開き

願います。 

 その中段に、国保会計の予算編成にあたっての、基本的な考え方について記載しており

ます。 

 最初に、歳入でありますけれど、国保税につきましては、現行税率により計上しており

ます。 

 国庫支出金および療養給付費等交付金につきましては、保険給付費を基礎とし積算した

額を計上しており、道支出金につきましては、北海道の調整交付金等を計上しております。 

 ６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に対する交付金として、前期高齢者交付金を計上し

ております。 

 一般会計繰入金につきましては、従来からのルールによる繰り入れのほか、財源調整に

要する財政調整基金の不足額の補てん分を繰入金として計上しております。 

 次に、歳出ですけれども、前年度の医療費実績見込み等から推計した保険給付費および

介護保険第２号被保険者に係る介護納付金等を計上しております。その他前期高齢者納付

金、後期高齢者支援金、保険財政共同安定化事業拠出金等、保健事業費では特定健診等に

係る費用を計上しております。 

 次に、資料の９ページをお開き願います。 

 ９ページの下から３行目には、国保会計の財政調整基金保有状況を記載しております。 

 基金は、平成２０年度末から底をついている状況でありますけれども、今年度につきま

しては、従来どおり一般会計から繰り入れる普通交付税に算入されております財政安定化

支援分４８万７千円と、預金利子１千円を積み立てし、平成２８年度末の保有見込額は、

一番右側に記載しております４８万７千円となる見込みであります。 

 また、同じ資料の３０ページから３４ページにわたり、国保会計の概要をそれぞれ記載

しておりますが、この資料の内容につきましては、説明を省略させていただきます。 
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 それでは、予算書に戻りまして、内容をご説明申し上げます。 

 議案第１３号 平成２８年度訓子府町国民健康保険特別会計予算の第１条では、予算の

総額を歳入歳出それぞれ１０億５，０６０万円と定めるものであります。この予算は、前

年度当初と比較しまして２，０９０万円、約２％の減額計上となっております。 

 第２条では、一時借入金の借入限度額を前年度同額の３千万円と定めるものであります。 

 第３条では、歳出予算の流用についての定めでありますが、保険給付費の各項の予算に

過不足が生じた場合の流用の方法について、従来と同様に定めるものであります。 

 次に２２７ページから２３２ページにつきましては、款項ごとにそれぞれ額を記載して

おり、２３３ページから２３４ページには総括表を載せておりますので、ご覧をいただく

こととしまして、２３５ページ以降の事項別明細書によって、その特徴的なものに限って

説明させていただきますので、あらかじめお許しをいただきたいと思います。 

 はじめに、２３５ページの歳入から説明させていただきます。 

 見開きで左側が款・項・目、右側のページが節以下の説明を載せてございますので、両

方のページを見ながらお聞きいただきたいと思います。 

 最初に、２３５ページの第１款、国民健康保険税、第１項、第１目の一般被保険者国民

健康保険税でありますが、総額では前年度比７１６万５千円増の２億３，３４５万７千円

を見込んでおります。 

 ２３６ページの１節、医療給付費分現年課税分につきましては、世帯数で９３８世帯、

被保険者数は２，１７９人と見込んで現行税率により算定し、その額から低所得者軽減分、

限度額超過分などを差し引き、収納率を９８％と見込んで１億６，７９３万７千円を計上

しております。 

 ２節の医療給付費分滞納繰越分につきましては、前年度同額の１００万円を計上してお

ります。 

 次に、３節の後期高齢者支援金分現年課税分につきましては、先ほどの医療給付費分現

年課税分と同様に算出しまして４，５７３万円を計上しております。 

 次に、５節の介護納付金分現年課税分につきましては、世帯数で５２７世帯、被保険者

数は７９２人を見込んで１，８７８万８千円を計上しています。 

 次に、２３５ページの下段から２３８ページの第２目の退職被保険者等国民健康保険税

でありますけども、総額では前年度比１９３万３千円減の１７８万８千円を見込んでおり

ます。 

 ２３６ページ、下段にあります１節の医療給付費分現年課税分につきましては、世帯数

を２３世帯、被保険者数は４３人と見込んで１２３万円を計上しております。 

 次に、２３８ページの３節、後期高齢者支援金分現年課税分につきましては、２６万５

千円を計上しております。 

 次に、５節の介護納付金分現年課税分につきましては、世帯数で３２世帯、被保険者数

は４３人を見込んで２９万円を計上しております。 

 次に、２３７ページの下段の第２款、国庫支出金、第１項、国庫負担金、第１目の療養

給付費等負担金につきましては、補助対象医療費の３２％相当額が国から交付されるもの

ですけれども、現年度分、過年度分を合わせまして、前年度と比較して１，１８５万８千

円減の１億５，９４８万３千円を計上しております。 
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 第２目の高額医療費共同事業負担金につきましては、高額医療費拠出金に対する国の負

担分４分の１の８２１万８千円を計上、第３目の特定健康診査等負担金につきましては、

これは特定健診の対象経費の国負担分３分の１の１０２万４千円を計上しております。 

 次に、２３９ページになります。第２項、国庫補助金、第１目、財政調整交付金につき

ましては、このうち財政力格差調整のために交付されます普通調整交付金につきまして、

前年度の実績額の９０％分を見込みまして１，３３５万８千円を計上し、また、特別調整

交付金につきましては６０万円を計上しております。 

 次に、第３款、第１項、第１目、療養給付費等交付金につきましては、退職者医療制度

の財源で、各保険者の拠出により賄われ、社会保険診療報酬支払基金から交付されるもの

ですが、前年度比１，５１１万７千円減の２，０８８万２千円を計上しております。 

 次に、第４款、第１項、第１目 前期高齢者交付金につきましては、保険者間の６５歳以

上７５歳未満の前期高齢者の偏在による不均衡を各保険者の加入者数に応じて財政調整す

るための交付金として、前年度比４，２６６万９千円増の１億９，５７６万９千円を計上

しております。 

 次に、第５款、道支出金、第１項、道負担金、第１目、高額医療費共同事業負担金につ

きましては、高額医療費拠出金に対する道負担分４分の１の８２１万８千円を計上、第２

目の特定健康診査等負担金は、国庫支出金と同様に特定健診の対象経費の道負担分３分の

１の１０２万４千円を計上しております。 

 次に、第２項、道補助金、第１目の調整交付金につきましては、国からの財源移譲分を

一定のルール計算により調整交付金として交付されるもので、普通調整交付金は前年度比

２９４万８千円減の３，０２９万２千円を計上、特別調整交付金については、５８０万６

千円を計上しております。 

 次に、２４１ページの第６款、第１項、第１目の共同事業交付金につきましては、１件

８０万円を超える医療費を対象としまして、国保連合会が行う高額医療費共同事業により

１００分の５９が交付されるもので、過去の実績を勘案し、前年度比３１万８千円減の３，

１２３万円を計上しております。 

 第２目の保険財政共同安定化事業交付金につきましては、１件１円以上８０万円までの

全ての医療費が対象となり、医療費実績などにより国保連合会に拠出し交付を受けるもの

で、前年度比１，２６９万７千円減の２億３，３３３万２千円を計上しております。 

 次に、第７款、財産収入、第１項、財産運用収入、第１目の利子及び配当金につきまし

ては、財政調整基金の利子として１千円を計上しております。 

 次に、第８款、繰入金、第１項、基金繰入金、第１目の財政調整基金繰入金につきまし

ては、前段ご説明申し上げたとおり、平成２０年度末から基金は底をついている状況であ

ることから１千円の科目計上としております。 

 次に、第２項、他会計繰入金、第１目の一般会計繰入金のうち、１節の保険基盤安定繰

入金は、前年度実績額により保険税軽減分２，１３４万３千円と保険者支援分１，１８８

万５千円を合わせ３，３２２万８千円を繰り入れするものです。 

 ２節の出産育児一時金繰入金は５６０万円、３節の財政安定化支援事業繰入金は、昨年

度の普通交付税措置実績額の４８万７千円をそれぞれ町の負担分として繰り入れするもの

であります。 
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 ４節のその他一般会計繰入金につきましては、国保会計の財源補てん分繰入金として、

前年度比４，４０１万５千円減の６，３５７万５千円と、国保会計を運営するための事務

費等に要する経費として２６０万４千円を計上しております。 

 次に、２４３ページになりますけども、ここは一番下になりますが、第１０款、諸収入、

第３項、第６目の雑入につきましては、特定健診に係る自己負担額等の計上ですが、集団

健診５６０名のうち、誕生健診５０名を除く、差し引き５１０名分の６１万２千円を計上

しております。 

 次に、歳出について説明させていただきます。２４５ページをお開き願います。 

 まず、第１款、総務費、第１項、総務管理費、第１目の一般管理費および第２目の連合

会負担金につきましては、国保一般事務に要する経費として、合わせて３３７万９千円を

計上しております。 

 なお、１目の２５節、積立金では、財政調整基金積立金として、財政安定化支援事業分

と基金利子分を合わせまして４８万８千円を計上しております。 

 次に、第２項、徴税費および第３項の運営協議会費につきましても、徴収事務および運

営協議会の事務的経費として、それぞれ３８万８千円と７万９千円を計上しております。 

 次に、２４７ページになります。 

 第２款、保険給付費、第１項、療養諸費の積算につきましては、前年度の給付、支払実

績から推計し計上しておりますので、ご理解をお願いしたいと思います。 

 まず、第１目の一般被保険者療養給付費は、前年度比２００万円増の５億２００万円を

計上、第２目の退職被保険者等療養給付費は、前年度比９６０万円減の１，５４０万円を

計上しております。 

 第３目の一般被保険者療養費は、前年度同額の７００万円、第４目の退職被保険者等療

養費は、前年度比１６万円減の１４万円を計上しております。 

 第５目の審査支払手数料は、前年度の支払見込額から推計し１６５万８千円を計上して

おります。 

 次に、第２項、高額療養費につきましても、療養諸費と同様に前年度の実績により推計

し計上しております。 

 第１目の一般被保険者高額療養費は、前年度比２００万円減の５，４００万円を計上、

第２目の退職被保険者等高額療養費は、前年度比１２２万円減の３７８万円を計上してお

ります。 

 第３目の一般被保険者高額介護合算療養費は、前年度同額の１００万円を計上していま

す。 

 また、次の２４９ページの第４目、退職被保険者等高額介護合算療養費につきましては、

４万２千円を計上しております。 

 次に、上から３段目、第４項、出産育児諸費、第１目の出産育児一時金につきましては、

前年度実績を勘案しまして２０人分８４０万円を計上しております。 

 次に、第５項、葬祭諸費、第１目の葬祭費につきましては、前年度同額の１６件分８０

万円を計上しております。 

 次に、２５１ページの第３款、後期高齢者支援金等、第１項、第１目の後期高齢者支援

金拠出金につきましては、後期高齢者医療制度の財源として各保険者が約４割相当分を拠
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出するものですけれども、概算拠出の通知によりまして、前年度比６４４万４千円減の１

億１，０１４万１千円を計上しております。 

 次に、第４款、第１項、第１目の前期高齢者納付金につきましては、歳入でも説明して

おりますけれども、保険者間の６５歳以上７５歳未満の前期高齢者の偏在による不均衡を

調整するため、各保険者の加入者数等に応じて費用負担するもので、概算通知によりまし

て４万５千円を計上しております。 

 次に、第６款、第１項、第１目の介護納付金につきましては、国保被保険者にかかる介

護保険第２号被保険者分で、概算納付の通知によりまして、前年度比２５０万２千円減の

４，６１１万７千円を計上しております。 

 次に、２５３ページの第７款、共同事業拠出金、第１項、第１目の高額医療費拠出金は、

決定通知額に基づきまして、前年度比１３２万５千円増の３，２８７万５千円を計上して

おります。 

 次に、第３目、保険財政共同安定化事業拠出金につきましても、決定通知額に基づきま

して、前年度比４１万６千円減の２億４，５６１万４千円を計上しております。 

 次に、第８款、保健事業費、第１項、第１目の特定健康診査等事業費につきましては、

国保の４０歳から７４歳の被保険者を対象としました特定健診と特定保健指導に要する経

費の計上ですけども、前年度比３７万４千円減の４３５万４千円を計上しております。 

 右側の２５４ページになりますけども、１２節の役務費は、特定健診のための郵送料や

特定健診データ管理システム手数料として５１万２千円を計上、１３節の委託料は、特定

健診業務を委託するものですが、７００名分の基本健診料などとして３８３万３千円を計

上しております。 

 次に、第２項、保健事業費、第１目の保健事業総務費につきましては、保健事業に要す

る経費ですけども、７節の賃金は、アンケート調査集計などの臨時事務員賃金、特定保健

指導の臨時管理栄養士の賃金などで３５万３千円を計上、１２節の役務費は、医療費通知

等の郵送料として、３３万９千円を計上しております。 

 ２５６ページの１９節、負担金、補助及び交付金にあります健康診査助成金につきまし

ては、脳ドックに対する助成ですけれども、２０人分の４０万円を計上しております。 

 また、今年度、開基１２０年に合わせて開催いたします、健康まつりの一部経費といた

しまして、委託料の健康教育指導業務の４万４千円のうち１万７千円と、内臓脂肪ＣＴ検

診の１５万５千円を合わせまして１７万２千円を計上しております。 

 保健事業費全体といたしましては、前年度比２４万１千円増の２９５万６千円を計上し

ております。 

 以上、平成２８年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について、提案理由の説明をさ

せていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） それでは、ここで午後３時３０分まで休憩といたします。 

 

休憩 午後 ３時２０分 

再開 午後 ３時３０分 

 

○議長（上原豊茂君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 
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 次に、議案第１４号 平成２８年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算についての提

案理由の説明を求めます。別冊予算書２６０ページです。 

 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（渡辺克人君） 続きまして、各会計予算書の２６０ページをお開き願い

ます。 

 議案第１４号 平成２８年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算につきまして、別冊

の予算案の説明資料も含めてご説明させていただきます。 

 予算書に入ります前に、別冊の各会計予算案の説明資料３ページをお開き願います。 

 その下段に、後期高齢者医療会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載

しております。 

 まず、歳入でありますが、後期高齢者医療制度においては、財政運営期間が２年間とさ

れておりまして、保険料につきましては平成２８年度が２年ごとの見直しの年となってお

りますことから、平成２８年度と２９年度の医療費等の推計によりまして、北海道後期高

齢者医療広域連合から示された保険料を計上しております。 

 また、脳ドック助成に対する広域連合補助金や低所得者の保険料軽減分等の公費負担金

として一般会計からの繰入金を計上しております。 

 また、歳出につきましては、所要の事務費のほか、後期高齢者医療広域連合への納付金

を計上しております。 

 この資料の３５ページから３７ページにわたり後期高齢者医療特別会計の概要をそれぞ

れ記載しておりますけども、この資料の内容につきましては、説明は省略させていただき

ます。 

 予算書の２６０ページに戻りまして、内容をご説明申し上げます。 

 議案第１４号 平成２８年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算の第１条の予算の総

額を歳入歳出それぞれ７，４００万円と定めるものであります。 

 この予算は、前年度当初予算と比較しまして２３０万円、約３．０％の減となっており

ます。 

 ２６１ページから２６４ページにつきましては、款項ごとにそれぞれ額を記載しており、

２６５ページから２６６ページには、総括表を載せておりますので、ご覧いただくことと

しまして、その内容につきましては、２６７ページ以降の事項別明細書によって、その特

徴的なものについて説明をさせていただきます。 

 はじめに、２６７ページの歳入から説明させていただきます。 

 まず、第１款、第１項、後期高齢者医療保険料でありますけれども、北海道後期高齢者

医療広域連合が定めた保険料額に基づき算定しており、保険料算定の基礎となる均等割額

は対前年度比１，６６３円減の４９，８０９円、所得割率は０．０１ポイント減の１０．

５１％としており、保険料総額では、前年度比２７８万５千円減の４，８６６万８千円を

計上しております。 

 まず、第１目の特別徴収保険料は、被保険者数を７６３人と見込み、保険料総額２，９

６５万７千円を計上、第２目の１節、普通徴収保険料は、被保険者数を２７２人と見込み、

保険料額１，８９６万１千円を計上、２節の普通徴収保険料滞納繰越分は、前年同額の５

万円を計上しております。 
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 次に、第２款、広域連合補助金、第１項、第１目の長寿健康増進事業交付金につきまし

ては、７５歳以上の方の脳ドックの助成金として、その費用の全額が広域連合より交付さ

れるもので、５名分を見込み１６万２千円を計上しております。 

 次に、第３款、繰入金、第１項、一般会計繰入金、第１目の保険基盤安定繰入金につき

ましては、低所得者の保険料軽減分として道と町の負担分を合わせて、前年度比５０万５

千円増の２，０５３万５千円を計上しております。 

 第２目の事務費繰入金につきましては、広域連合納付金分と所要事務経費分を合わせて

前年度比２万円減の４５２万５千円を計上しております。 

 次に、２６９ページと２７０ページになりますけども、第５款、諸収入、第２項、償還

金及び還付加算金、第１目の保険料還付金につきましては、納めすぎた保険料が広域連合

から還付されるもので、保険料還付金として前年度同額の１０万円を計上し、第２目の還

付加算金として５千円を計上しております。 

 次に、第３項の預金利子および第４項の雑入につきましては、それぞれ１千円の科目計

上としております。 

 次に、歳出について説明させていただきます。２７１ページをお開きください。 

 まず、第１款、総務費、第１項、総務管理費、第１目の一般管理費につきましては、右

側の２７２ページになりますけれども、プリンタートナー等の消耗品費や被保険者証の一

斉更新による郵便料、それから後期高齢者医療システム保守業務など、一般事務に要する

経費として前年度比１２万８千円減の１８９万９千円を計上しております。 

 次に、第２項、徴収費、第１目の賦課徴収費につきましては、納入通知書等の印刷製本

費や保険料決定通知のための郵便料など、１８万８千円を計上しております。 

 次に、第２款、保健事業費、第１項、第１目の保健事業総務費につきましては、歳入で

もご説明いたしましたけれども、全額、広域連合からの交付金を受けて実施する７５歳以

上の方の脳ドックの助成に係る分ですけれども、健康診査助成金として５名分１６万２千

円を計上しております。 

 次に、２７３ページと２７４ページの第３款、第１項、第１目の後期高齢者医療広域連

合納付金につきましては、広域連合の共通経費の市町村負担分として、事務費納付金２４

４万円を計上、また、収納しました保険料分と低所得者の保険料軽減の保険基盤安定分を

合わせまして、保険料等納付金として６，９２０万４千円を計上し、後期高齢者医療広域

連合納付金の総額で前年度比２１６万３千円減の７，１６４万４千円を計上しております。 

 次に、第４款の諸支出金、第１項、償還金及び還付加算金、第１目の保険料還付金につ

きましては、納めすぎた保険料の還付金として、歳入同額の１０万円を計上し、第２目、

還付加算金として５万円を計上しております。 

 次に、第２項の繰出金、第１目の一般会計繰出金につきましては、預金利子相当分とし

て１千円を計上しております。 

 以上、平成２８年度訓子府町後期高齢者医療特別会計の予算について、提案理由の説明

をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第１５号 平成２８年度訓子府町介護保険特別会計予

算についての提案理由の説明を求めます。 

 福祉保健課長。 
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○福祉保健課長（渡辺克人君） 続きまして、各会計予算書の２７５ページをお開き願い

ます。 

 議案第１５号 平成２８年度訓子府町介護保険特別会計予算につきまして、別冊の予算

案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 予算書に入ります前に、別冊の各会計予算案の説明資料の３ページをお開きいただきた

いと思います。 

 その一番下段にですね、介護保険会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について

記載しております。 

 まず、歳入でありますけれども、平成２７年度から平成２９年度までの第６期事業運営

期間に要する保険給付費を基礎としまして積算しました介護保険料をはじめ、国庫支出金、

支払基金交付金、道支出金を計上したほか、介護認定等に係る所要額を含めた町負担分の

一般会計からの繰り入れを計上しております。 

 また、歳出は４ページになりますけれども、保険給付費、介護認定審査費、事業の運営

経費等のほか、地域支援事業費を計上しております。 

 資料９ページをお開きいただきたいと思います。 

 基金の保有状況ですけれども、９ページの下から２行目の一番右側に記載してあります

ように、介護保険特別会計収支の不足分および介護保険料の抑制のための取り崩しを行う

ことにより、平成２８年度末の介護給付費準備基金保有見込額は１，５９２万３千円とな

る見込みであります。 

 また、同じ資料の３８ページから４３ページにわたりましては、介護保険特別会計の概

要をそれぞれ記載しておりますけども、この資料の内容につきましては、説明を省略させ

ていただきます。 

 それでは予算書に戻りまして、２７５ページ、予算書の内容についてご説明を申し上げ

ます。 

 議案第１５号 平成２８年度訓子府町介護保険特別会計予算の第１条では、予算の総額

を歳入歳出それぞれ５億１千万円と定めるものであります。 

 この予算は、前年度当初と比較しまして１，０９０万円、約２．２％の増額計上となっ

ております。 

 第２条では、一時借入金の借入最高額を前年度同額の３千万円と定めるものであります。 

 第３条では、歳出の流用についての定めでありますが、保険給付費の各項の予算に過不

足が生じた場合に同一款内で各項間の流用ができることを定めるものであります。 

 次に、２７６ページから２７９ページにつきましては、款項ごとにそれぞれの額を記載

しており、２８０ページから２８１ページには総括表を載せておりますので、ご覧をいた

だくこととしまして、２８２ページ以降の事項別明細書によって、その特徴的なものに限

って説明させていただきますので、あらかじめお許しをいただきたいと思います。 

 はじめに、２８２ページの歳入から説明させていただきます。 

 まず、第１款、保険料でありますけれども、平成２７年度から２９年度までの第６期介

護保険事業計画によりまして、基準保険料を月額４，２００円、年額で５万４００円とし

て算定しております。 

 また、保険料段階は、負担が過重にならないよう、国の標準段階と同じく第１段階から
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第９段階に細分化をしております。 

 第１項、介護保険料、第１目、第１号被保険者保険料、１節の特別徴収保険料につきま

しては、被保険者総数を１，８２０人と見込み、保険料額を８，３２０万８千円、２節の

普通徴収保険料につきましては、被保険者総数を１１６人と見込み、保険料額を３２０万

円、３節の普通徴収保険料滞納繰越分につきましては、科目計上の１千円とし、介護保険

料の総額を前年度比３９万５千円増の８，６４０万９千円と見込んでおります。 

 次に、第２款、分担金及び負担金、第１項、負担金、第１目、介護予防負担金につきま

しては、通所型介護予防事業に係る利用者負担金として７４万４千円を見込んでおります。 

 次の第３款、国庫支出金、第１項、国庫負担金、第１目、介護給付費負担金につきまし

ては、現年度分としまして保険給付費に対する国のそれぞれの負担割合を乗じた８，１８

８万３千円を計上しております。 

 ２８４ページと２８５ページの第２項、国庫補助金、第１目の調整交付金につきまして

は、これは財政力格差調整のための交付金でありますけれども、現年度分としまして過去

の実績から３，２６７万１千円を計上しております。 

 第２目の地域支援事業交付金の介護予防事業分につきましては、現年度分で介護予防事

業に要する費用の２５％の２３６万２千円を計上、第３目の包括的支援事業・任意事業分

につきましても、現年度分として事業費に対して３９．０％になりますけども１８４万２

千円を計上しております。 

 次に、第４款、支払基金交付金、第１項、第１目、介護給付費交付金につきましては、

現年度分としまして、保険給付費の２８％１億３，３１４万３千円を計上、第２目の地域

支援事業支援交付金につきましては、現年度分として介護予防事業に要する経費の２８％

の２６４万５千円を計上しております。 

 第５款、道支出金、第１項、道負担金、第１目、介護給付費負担金は、現年度分として

保険給付費に対しまして、それぞれ道の負担割合を乗じ７，２６５万８千円を計上、第２

項の道補助金、第１目、地域支援事業交付金の介護予防事業分につきましては、現年度分

として介護予防事業費の１２．５％の１１８万１千円、第２目の包括的支援事業・任意事

業分につきましても現年度分として、事業費の１９．５％の９２万１千円をそれぞれ計上

しております。 

 ２８６ページと２８７ページの第７款、繰入金、第１項、基金繰入金、第１目、介護給

付費準備基金繰入金につきましては、介護保険特別会計の収支の不足分１，１７３万４千

円を繰り入れするものでございます。 

 第２項、他会計繰入金、第１目、一般会計繰入金、１節の介護給付費繰入金につきまし

ては、保険給付費の町の負担分１２．５％ですけれども５，９４４万円と、２節の地域支

援事業繰入金の介護予防事業分として同じく１２．５％の１１８万２千円、３節の包括的

支援事業・任意事業分として、これは１９．５％になりますけれども９２万２千円をそれ

ぞれ町負担分として繰り入れするものであります。 

 ４節、その他一般会計繰入金につきましては、特別会計を運営するための事務費等に要

する経費といたしまして、前年度比２１５万７千円減の１，９４４万９千円を繰り入れす

るものです。 

 ５節の低所得者保険料軽減繰入金につきましては、これは低所得者の保険料軽減に伴い
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ます財源補てん分として７８万８千円を繰り入れするものであります。 

 ２８８ページと２８９ページの第８款、繰越金、第９款、諸収入につきましては、それ

ぞれの項目を科目計上しております。 

 次に、２９０ページの歳出について説明させていただきます。 

 第１款、総務費、第１項、総務管理費、第１目、一般管理費でありますけれども、介護

保険一般事務に要する経費としまして、前年度比２５５万１千円減の１４６万円を計上し

ております。減額の主な理由としましては、平成２７年度に計上しました介護保険制度改

正に伴います介護保険システム改修経費２５２万６千円の減となっております。 

 次に、第２項、徴収費、第１目、賦課徴収費につきましては、納付書や督促状の送付に

使用する窓開き封筒の印刷費や郵便料を主としまして１７万４千円を計上しております。 

 次に、第３項、第１目の介護認定審査会費につきましては、これは北見市、訓子府町、

置戸町と共同設置しております介護認定審査会の経費として３５０万円を計上。また、第

２目の認定調査費では、介護認定調査に要する経費としまして２７５万５千円を計上して

おります。 

 次の２９２ページと２９３ページ、第４項、第１目の趣旨普及費につきましては、介護

保険制度のＰＲを図るための経費としまして５１万９千円を計上しております。 

 その下の第５項、計画策定委員会費につきましては、平成３０年度からの第７期介護保

険事業計画策定のための経費といたしまして５万１千円を計上しております。 

 次に、第２款、保険給付費、第１項、介護サービス等諸費、第１目の居宅介護サービス

給付費ですけれども、居宅要介護認定者の居宅サービスに係る給付で１億８８６万円を計

上しております。第３目、地域密着型介護サービス給付費は、これは認知症対応型共同生

活介護、いわゆるグループホーム利用に対する給付で５，４００万円を計上しております。 

 次に、２９４ページと２９５ページになりますけども、第５目、施設介護サービス給付

費は施設サービスに係る給付としまして２億３，７２８万７千円を計上しております。 

 第７目では、居宅介護福祉用具購入費として１００万円を計上し、第８目では、居宅介

護住宅改修費として２００万円を計上、第９目、居宅介護サービス計画給付費として前年

度比１８７万円増の１，４２２万円を計上しております。 

 第２項の介護予防サービス等諸費につきましては、要支援１、要支援２の認定者に対す

る介護予防に要する経費を計上しております。 

 第１目、介護予防サービス給付費は居宅の要支援認定者に対する給付で、介護予防通所

介護や訪問介護などの利用に対する給付に１，３２０万円を計上、第５目、介護予防福祉

用具購入費に５０万円、第６目、介護予防住宅改修費に１５０万円を計上しております。 

 次に、２９６ページと２９７ページの第７目、介護予防サービス計画給付費につきまし

ては、これはケアプランの作成給付でございますけども、前年度と同額の２１２万円を計

上しております。 

 第３項、その他諸費、第１目、審査支払手数料は、介護給付費の請求に係る審査支払に

係る手数料として４１万７千円を計上しております。 

 第４項、高額介護サービス等費、第１目、高額介護サービス費は、要介護認定者の介護

サービス自己負担額が一定額を超えた場合に給付するものですけれども１,０９０万円を計

上、第２目、高額介護予防サービス費は要支援認定者に対する給付で１０万円を計上して
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おります。 

 第５項、第１目、高額医療合算介護サービス費は、要介護認定者の介護保険と医療保険

の自己負担の合計額が年間で一定額を超えた場合に給付をするものですけれども２２０万

円を計上しております。同じく第２目の高額医療合算介護予防サービス費につきましても、

これは要支援認定者に対する給付ですけども１０万円を計上しております。 

 次に、２９８ページと２９９ページの第６項、第１目、特定入所者介護サービス費は、

これは施設入所者への食費、居住費の補足的給付として前年度比２９０万円増の２，７０

０万円を計上しております。第３目の特定入所者介護予防サービス費は、要支援認定者の

短期入所サービス利用に対する食費、滞在費の補足的給付として１０万円を計上しており

ます。 

 次に、第３款、地域支援事業費、第１項、介護予防事業費、第１目、二次予防事業費に

つきましては、昨年に引き続き、高齢者の実態や地域の課題を把握するための日常生活圏

域高齢者ニーズ調査業務に要する経費として１３万２千円を計上しております。 

 第２目、一次予防事業費につきましては、これは介護予防に関する基本的な知識の普及

啓発を行うほか、ボランティアなどの人材育成を行い、基本的な見守りや手助けの方法を

普及させるための経費のほか、委託料の運動指導等業務においては、新たに個別介護予防

事業を実施する経費など１，２８０万３千円を計上しております。 

 第３目の総合事業費精算金につきましては、要支援認定者の訪問介護と通所介護が平成

２９年度までに介護予防・日常生活支援事業、いわゆる新総合事業へと移行することとな

りますけれども、現在、町外に居住しております住所地特例対象の要支援認定者がこのサ

ービスを利用した場合の事業費負担金としまして１１万２千円を計上しております。 

 次に、３００ページと３０１ページの第２項、包括的支援事業・任意事業費、第１目、

介護予防ケアマネジメント事業費は、これは高齢者の自立保持のための身体的・精神的・

社会的機能の維持向上を図るため、介護予防事業のケアマネジメントを行う事業に要する

経費として３４１万４千円を計上しておりますが、このうち右の３０１ページにあります

２８節の一般会計繰出金３３９万８千円につきましては、地域包括支援センター職員の人

件費分として一般会計に繰り出しするものであります。 

 次の、第２目、総合相談支援事業費につきましては、地域における関係者とのネットワ

ークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活実態、必要な支援等を把握し、相談

を受け、地域における適切な保健・医療・福祉サービスなどにつながる支援を行うための

経費として５万１千円を計上しております。 

 第３目の権利擁護事業費につきましては、権利擁護の支援を行う経費ですけれども、管

内での研修参加旅費として２千円を計上しております。 

 第４目の包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費につきましては、主治医、ケアマ

ネージャー、地域の関係機関との連携を通じましてケアマネジメントの後方支援を行うた

めの経費として１０万１千円を計上しております。 

 第５目、任意事業費は、家族介護用品購入費に対する助成費用、認知症高齢者等に対す

る成年後見制度利用に係る経費１１５万７千円を計上しております。 

 次に、第３項、第１目、運営協議会費は、地域包括支援センター運営協議会に要する経

費５万２千円を計上しております。 
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 次に、３０２ページと３０３ページ、第５款、公債費、第１項、第１目の一時借入金利

子は資金繰りのための一時借入金利子７万４千円を計上しております。 

 第６款、諸支出金、第１項、償還金及び還付加算金、第１目、第１号被保険者保険料還

付金につきましては、第１号被保険者保険料の過誤納還付金として１０万円を計上してい

ます。 

 以上、平成２８年度介護保険特別会計予算について、提案理由の説明をさせていただき

ました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） お諮りいたします。 

 本日の会議時間は議事の都合により、あらかじめこれを延長したいと思います。 

 これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（上原豊茂君） 異議なしと認めます。 

 よって、本日の会議時間はあらかじめ延長いたします。 

 次に、議案第１６号 平成２８年度訓子府町下水道事業特別会計予算についての提案理

由の説明を求めます。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（遠藤琢磨君） 各会計予算書の３０７ページをお開き願いたいと思いま

す。 

 議案第１６号 平成２８年度訓子府町下水道事業特別会計予算につきまして、別冊の予

算案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 予算書に入ります前に別冊の各会計予算案の説明資料の４ページをお開き願いたいと思

います。 

 下水道会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載をしております。 

 まず、歳入でありますが、農業集落排水事業および個別排水処理施設整備事業に係る分

担金、使用料を計上。使用料は、本年度使用者の見込みも含め計上しております。繰入金

は、歳入歳出の差し引き不足額に係る一般会計繰入金を計上。町債は、個別排水処理施設

整備事業の実施に伴う過疎債、下水道債を計上しております。 

 また、歳出でありますが、農業集落排水事業については、農業集落排水施設機能診断業

務のほか、道道の改良工事に伴う下水道管移設工事や施設の維持管理経費を計上。 

 また、個別排水事業については、合併浄化槽の設置に要する工事費や施設の維持管理経

費を計上しております。 

 このほか、事務費、起債の元利償還金について、それぞれ所要額を計上してございます。 

 この資料の４４ページ、４５ページに下水道事業特別会計の概要を、また４６ページに

は投資的事業の内訳を、５１ページには施設整備箇所図をそれぞれ記載しておりますが、

内容につきましては、説明を省略させていただきます。 

 それでは、予算書の３０７ページに戻りまして、予算の内容を説明申し上げます。 

 まず、第１条で、予算の総額を歳入歳出それぞれ１億８，６８０万円と定めるものであ

ります。 

 この予算は、前年と比較しまして４，０３０万円の減額となっておりますが、その主な

要因としましては、農業集落排水事業の減によるものでございます。 
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 また、第２項では、歳入歳出予算の款項の区分および金額は３０８ページからにありま

す第１表 歳入歳出予算によることを規定しておりますが、これについては後ほどご覧い

ただくこととし、その内容については、３１３ページ以降の事項別明細書で説明させてい

ただきます。 

 第２条では、地方債につきまして第２表 地方債によることと規定しておりますが、そ

の内容についても後ほど説明させていただきます。 

 第３条の一時借入金につきましては、借入最高額を１億円と定めるものでございます。 

 次に、３１２ページをお開き願いたいと思います。 

 第２表の地方債でありますが、個別排水処理施設整備事業の限度額を１，３３０万円と

し、証書借入で年利５．０％以内、償還の方法は、記載のとおり定めようとするものであ

ります。 

 ３１３ページからは、事項別明細書になりますが、歳入歳出とも特徴的なものについて

のみ説明させていただきます。 

 ３１３ページ、３１４ページにつきましては、歳入歳出の款別の予算額を掲載しており

ますので、これにつきましても後ほどご覧いただくこととし、はじめに３１５ページの歳

入から説明をさせていただきます。議員の皆さまには各科目の説明欄を見ていただければ

よいかと思います。 

 まず、１款、１項、１目の農業集落排水事業分担金につきましては、平成２８年度新規

賦課分として５戸を予定し２５万円を計上しております。 

 ２目の個別排水処理施設整備事業分担金につきましては、１戸当たりの分担金を５０万

円とし、５戸の新規整備を予定していることから、前年度同額の２５０万円を計上してお

ります。 

 次に、２款、１項、１目の農業集落排水施設使用料につきましては、前年使用料の実績

を勘案し、前年と比較し８０万２千円減の５，２５２万３千円を計上しております。 

 ２目の個別排水処理施設使用料につきましては、今年度新規設置数などを見込み、前年

と比較し３０万９千円増の１，４４３万７千円を計上しております。 

 次に、３款、１項、１目の国庫補助金につきましては、農山漁村地域整備交付金事業に

より、農業集落排水施設機能診断業務費６００万円分を計上してございます。 

 次の３１７ページ、４款、１項、１目の一般会計繰入金につきましては、従来と同様、

歳出総額から分担金、使用料、補助金、町債等の自主財源、特定財源を差し引き、その不

足額を一般会計から繰り入れするものであり、前年と比較し１４６万５千円増の９，０９

５万４千円を計上しております。 

 ６款、３項、１目の雑入につきましては、前年と比較し２７５万８千円増の６８０万９

千円を計上し、消費税還付金として５６万１千円、移設補償費につきましては、道道交通

安全工事に伴います支障物件移設補償費として６２４万８千円を計上しております。 

 次に、７款、１項、１目の個別排水処理施設整備事業債につきましては、前年と比較し

９０万円増の１，３３０万円の計上でありますが、新設５基分の個別排水処理施設整備事

業に伴う下水道債と過疎債を合わせた額を計上しております。 

 次に、３２１ページからの歳出について説明をさせていただきます。 

 １款、１項、１目の一般管理費につきましては、前年と比較し１１８万円減の１８０万
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４千円を計上しております。 

 １節の報酬は、上下水道事業経営審議会委員に対する報酬を年２回の開催分として３万

６千円を計上してございます。 

 また、２８節の繰出金は、水道事業会計への繰出金であり、下水道使用料の賦課徴収事

務の委託費として、前年比１万２千円減の１６３万５千円の計上であり、減額の要因につ

きましては、検針件数の減によるものでございます。 

 ２項、１目の農業集落排水管理費につきましては、前年と比較し１２７万円減の５，６

８１万９千円を計上しておりますが、１１節の需用費から１４節の使用料及び賃借料まで

につきましては、訓子府処理施設、末広処理施設、日出処理施設の管理経費を計上してお

ります。 

 １１節の需用費では、施設の消耗品、機器修繕料、光熱水費として前年比２２３万９千

円減の１，８１６万３千円を計上しておりますが、その内、光熱水費は、前年の実績を踏

まえ１７２万３千円減の１，２５２万円を計上しております。 

 １２節、役務費では、通信運搬費、手数料、保険料を合わせ前年比２２万３千円減の３

５７万円を計上しております。 

 １３節、委託料では、消防設備保守点検、施設維持管理、電気保安管理の各業務費合わ

せて前年比１７０万６千円増の３，１９５万円を計上しております。 

 １４節、使用料及び賃借料は重機、汚泥等の運搬車両の借上料として前年比５万１千円

減の１８３万７千円を計上してございます。 

 １５節、工事請負費１００万円につきましては、住宅等新築に伴う公共汚水桝設置工事

として２か所分を計上してございます。 

 次に、３２３ページ、２目の個別排水管理費につきましては、前年と比較し２４万２千

円増の１，５４８万３千円を計上しております。 

 １２節、役務費は、合併浄化槽の法定検査手数料として、前年同額の１８４万７千円を

計上しております。 

 １３節、委託料では、浄化槽保守点検業務で浄化槽点検基数の増に伴いまして前年比２

２万９千円増の１，３０２万４千円を計上してございます。 

 次に、２款、１項、下水道事業費、１目の農業集落排水事業費につきましては、前年と

比較し農業集落排水施設更新工事が終了したことにより４，０１１万円減の１，７２７万

１千円を計上しております。 

 １３節、委託料では、農業集落排水処理施設の今後の機器更新等を検討する判断材料と

して、施設機器の劣化状況を診断するための、農業集落排水施設機能診断業務費６００万

円を計上しております。この業務費につきましては、歳入でも説明いたしましたが全額国

費として補助されるものでございます。 

 １５節、工事請負費では、道道北見置戸線交通安全工事（若富工区）におきまして支障

となる下水道管および公共桝の移設、マンホール撤去、新設の工事費１，０２７万１千円、

道道置戸訓子府北見線交通安全工事（末広工区）において支障となるマンホール天端
て ん ば

高
だか

調

整工事費１００万円をそれぞれ計上してございます。 

 ２目の個別排水処理施設整備事業費につきましては、前年と比較し１１２万３千円増の

１，８３９万１千円を計上しております。 
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 １３節の委託料は、浄化槽新設５基分の実施測量設計業務として９７万円を計上してお

りますが、人件費の値上がりによりまして、前年と比較し２万５千円増額計上してござい

ます。 

 １５節、工事請負費につきましても、本年度５基の設置工事分として１，７０６万７千

円を計上、委託料と同様、人件費、資材等の値上がりにより前年と比較し１０６万７千円

増額計上してございます。 

 次に、３２５ページ、３款、１項、公債費、１目の元金につきましては、下水道事業を

開始した昭和６３年度から平成２７年度までの借入残額６億５，８７５万６千円に対しま

す長期債償還元金として前年と比較し２１５万４千円増の６，２９６万５千円を計上して

おります。 

 ２目の利子につきましては、長期債償還利子として前年と比較し１２５万９千円減の１，

３７４万３千円を計上してございます。 

 また、一時借入金利子は借入限度額を１億円、借入利率１．５％、借入期間３０日とし、

それに伴います利子１２万４千円を計上してございます。 

 次に、３２７ページにつきましては、地方債の調書であり、平成２８年度末における元

金残高は、表の右下に記載のとおり６億９０９万１千円となる見込みであります。 

 次の、３２８ページは、特別職の経営審議会委員の給与費明細書を一般会計に準じて作

成しておりますので、後ほどご覧をいただきたいと思います。 

 以上、平成２８年度訓子府町下水道事業特別会計の予算について、その提案説明をさせ

ていただきましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第１７号 平成２８年度訓子府町水道事業会計予算に

ついての提案理由の説明を求めます。別冊予算書３２９ページです 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（遠藤琢磨君） 各会計予算書３２９ページをお開きください。 

 議案第１７号 平成２８年度訓子府町水道事業会計予算について提案説明をさせていた

だきます。 

 予算書に入ります前に、別冊の各会計予算案の説明資料、４７ページをお開き願います。 

 水道事業会計の投資的事業について概要を記載しております。また５２ページ、５３ペ

ージには、その整備箇所について図示しておりますが、後ほどご覧いただくこととし、こ

の資料の内容につきましては、説明を省略させていただきます。 

 それでは、予算書の３２９ページに戻りまして、その内容を説明申し上げます。 

 まず、第２条の業務の予定量でありますが、給水件数につきましては、前年の最大件数

２，１０１件に新年度分を見込み２，１１５件とし、年間総給水量は、６４万㎥、１日平

均給水量は、１，７５３㎥としております。 

 主要な建設改良事業につきましては、施設整備事業、総事業費９８９万５千円、道道北

見置戸線支障物件移設事業、総事業費１，５１２万円、道道置戸訓子府北見線支障物件移

設事業、総事業費１５０万円、南７線道路改良支障物件移設事業、総事業費２，４２０万

円、老朽管更新事業、総事業費２，０７３万５千円、配水管移設事業、総事業費３３０万

円の予算計上でございます。 

 次に、第３条では、収益的収入及び支出の予定額を定めるもので、収入につきましては、
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第１款、水道事業収益で、第１項、営業収益、第２項、営業外収益、第３項、特別利益を

合わせ１億７，６８０万８千円の計上であります。 

 支出につきましては、第１款、水道事業費では、第１項、営業費用、第２項、営業外費

用、第３項、予備費を合わせ１億５，８７６万４千円の計上であります。 

 次に、第４条では、資本的収入及び支出の予定額を定めるものであります。まず収入で

ありますが、第１款、資本的収入で、第１項、企業債から第４項、出資金までを合わせ８，

００２万７千円を計上しております。 

 また、支出につきましては、第１款、資本的支出で、第１項、建設改良費、第２項、企

業債償還金を合わせ１億１，７６８万３千円であります。 

 収入額が支出額に対して不足する額３，７６５万６千円につきましては、過年度分損益

勘定留保資金で補てんするものでございます。 

 なお、第３条の収益的収支および第４条の資本的収支の計上内容につきましては、後ほ

ど３３３ページ以降の実施計画説明書で説明させていただきます。 

 次に、３３０ページ、第５条の企業債につきましては、表に記載のとおり、各事業ごと

の起債の限度額合計を４，１００万円とし、証書借入で年利５％以内、償還方法は記載の

とおり定めようとするものであります。 

 第６条の一時借入金の限度額につきましては、１億円と定めるもので、前年と同額の計

上でございます。 

 第７条につきましては、議会の議決を経なければ流用することのできない経費として、

職員給与費３，１０３万円を定めるものです。 

 第８条につきましては、一般会計などからこの会計に補助を受ける金額を２，０７７万

２千円と定めるものです。 

 第９条のたな卸資産につきましては、メーター器等の購入限度額を６５５万３千円と定

めるものであります。 

 次に、３３１ページと３３２ページにつきましては、収益的収支と資本的収支の款別の

予算額を掲載しておりますので、後ほどご覧をいただくこととし、３３３ページ以降の平

成２８年度訓子府町水道事業会計予算実施計画説明書について、その内容を説明させてい

ただきます。これにつきましては、一般会計の事項別明細書にあたるものでございます。 

 まず、収益的収入及び支出の、収益的収入でありますが、１款、水道事業収益につきま

しては、前年と比較し５４０万２千円減の総額１億７，６８０万８千円の計上であります。

その内訳につきましては、１目、給水収益の水道料金では、過去３年間の使用水量を勘案

した結果、前年と比較し１９５万６千円減の１億５，０４８万８千円を計上しております。 

 ２目、その他営業収益は、前年と比較し１万２千円減の１９５万５千円の計上で、手数

料については、前年同額の２２万円、負担金につきましては、下水道会計負担金で検針件

数の減により１万２千円減額となり、１７３万５千円を計上しております。 

 次に、２項、営業外収益は、前年と比較し７１万３千円減の１，８１１万円を計上し、

その内訳として、１目、受取利息については、定期預金と普通預金の預金利息で１６万６

千円を計上してございます。 

 ２目、他会計補助金４９４万７千円の計上につきましては、一般会計から過去に行いま

した事業の起債償還利息に対します補助金４５２万７千円と繰出基準に基づき児童手当負
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担金分４２万円を計上してございます。 

 ３目の長期前受金戻入は、前年と比較し４１万６千円減の１，２９９万４千円を計上し

ておりますが、これは補助金、補償金、負担金、受贈財産をもって取得または改良した償

却資産の補助金等をその償却資産の減価償却に合わせて収益化するものでございます。 

 内訳は、補助金として他会計補助金、国庫補助金、道補助金、合わせて９０４万３千円、

工事負担金として５万９千円、受贈財産評価額３８９万２千円になります。 

 ３項、特別利益、１目、その他特別利益６２５万５千円の計上は、過去において収益化

していなかった他会計からの償還元金について過去の長期前受金戻入額を特別利益として

計上してございます。 

 次に、３３４ページの収益的支出でありますが、１款の水道事業費につきましては、前

年と比較し１，２４０万２千円増の総額１億５，８７６万４千円の計上であります。 

 １項、営業費用の、１目、原水及び浄水費につきましては、前年と比較し１，２７２万

３千円増の３，２２４万４千円の計上でありますが、賃金から光熱水費までは通常の維持

管理経費を計上してございます。 

 委託料では、その他調査委託として大谷水源水利権変更申請委託業務９００万円を新た

に計上しております。 

 手数料では、水質検査手数料を前年同額の２２１万７千円を計上しております。 

 また、修繕費では、新たに開盛浄水場ろ材交換５６７万１千円を計上し、施設機械等修

繕、開盛水源井戸清掃修繕と合わせ、前年と比較し４９２万６千円増の８４１万７千円を

計上しております。 

 動力費６８５万５千円は、各施設の機器運転のための動力電気料を計上しておりますが、

過去２年間の電気料実績に基づき、前年と比較し３０万９千円を増額しております。 

 薬品費につきましては、薬品購入数量の減によりまして、前年と比較して１万円減額の

９３万８千円を計上してございます。 

 負担金の鹿ノ子ダム維持管理負担金につきましては、鹿ノ子ダムの維持管理費減額に伴

いまして前年より２８万７千円減の１１１万９千円を計上しております。 

 次に、２目、配水及び給水費につきましては、前年と比較し１４万１千円減の２，０８

４万５千円の計上でありますが、賃金から委託料までについては、通常の維持管理費を計

上してございます。 

 賃借料では、大谷浄水場、常盤配水池の管理道路および民有地内支障弁類敷地借上料２

４万円と重機借上料６８万３千円を計上してございます。 

 修繕費では、検満メーター設備整備費でメーター取り替え労務単価の増によりまして５

万５千円を増額し、４６５万４千円の計上、施設機械等修繕では、通常の機械等修繕とし

て３００万円を計上、消防施設等修繕で前年同額の１０万円の計上でございます。 

 動力費では、各施設の機器運転のための動力電気料として、前年と比較し１０万３千円

増の４１６万４千円を計上してございます。 

 また、材料費では、前年と比較し２８万４千円減の６６５万８千円の計上ですが、減額

の主な要因につきましては、検満メーターの購入数量が減となったことによるものでござ

います。 

 次の３３５ページ、３目、総係費につきましては、前年と比較し５７７万１千円増の５，
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１７４万７千円の計上でありますが、報酬では上下水道事業経営審議会の年２回の開催分

として、委員の報酬３万６千円を計上しております。 

 給料１，６３９万７千円、手当７１５万円、法定福利費４９８万１千円につきましては

昨年同様、職員４人分を計上してございます。 

 賞与引当金繰入額２４６万６千円は、２９年６月の賞与および法定福利費の内、２８年

１２月から２９年３月分に該当する金額を賞与引当金に振り替えしておき、２９年６月の

賞与支払時に取り崩して使用するものであります。これは企業会計特有の措置でございま

す。 

 印刷製本費では、納付書、検針票、一般帳票の印刷費で、納付書の印刷単価が安価とな

ったことから前年と比較し１千円減の５２万３千円を計上しております。 

 通信運搬費では、電話料で携帯電話料金が安価となることから、前年と比較し１万３千

円減の２３７万４千円を計上してございます。 

 委託料では、水道施設管理業務委託料が３年長期契約期間が終了することから、新たな

委託契約を結ぶため積算した結果、人件費等の値上がりにより８６万４千円を増額計上、

また、新たにその他業務委託として、大谷水利権変更に伴う水道事業認可事項確認業務委

託費として５３０万円を計上し、総額で前年と比較し６０７万６千円増の１，６０６万６

千円を計上しております。 

 修繕費では、公用車の車検整備がないことから６万９千円を減額し３２万４千円を計上

してございます。 

 貸倒引当金繰入額８千円につきましては、債権の回収不能が発生することを想定し引当

金に繰り入れるため計上するものであります。 

 次に、３３６ページ、４目の減価償却費でありますが、建物減価償却費からダム使用権

減価償却費までの総額３，７２０万３千円が本年度の償却分であります。また５目の資産

減耗費につきましても、除却対象分の構築物、機械および装置、メーター器・メーターボ

ックス等の工具器具および備品の総額１４４万８千円の計上でありますが、いずれも現金

支出の伴わない企業会計特有の予算計上でございます。 

 次に、２項、営業外費用、１目の支払利息につきましては、前年と比較し５９万９千円

減の１，２５２万１千円の計上であり、内訳として企業債利息が１，２３３万６千円、一

時借入金利息は借入限度額を１億円、利率を１．５％、借入期間を４５日と定め、それに

伴います１８万５千円を計上しております。 

 ２目の消費税及び地方消費税は、前年と比較し１４６万３千円減の２２５万６千円の計

上であります。 

 次に、３３７ページの資本的収入及び支出の説明をさせていただきます。まず、資本的

収入でありますが、１款、資本的収入につきましては、前年と比較し７３万７千円増の総

額８，００２万７千円の計上であります。 

 １項、１目の建設改良等に充てるための企業債４，１００万円につきましては、説明欄

に記載のとおり２８年度実施予定の各事業の起債借入額を計上しており、３３０ページの

第５条の起債限度額と同額になってございます。 

 ２項、１目の他会計補助金１，５８２万５千円につきましては、過去に実施しました事

業の起債償還元金に対する一般会計からの補助金を計上してございます。 
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 ３項、１目、補償金につきましては、前年と比較し３２３万７千円増の９３１万８千円

の計上であり、各事業の補償金の金額は説明欄に記載のとおりでございます。 

 ４項、１目、出資金につきましては、前年と比べ７４万円減の１，３８８万４千円の計

上であり、２８年度実施の事業に対し、地方公営企業繰出基準の内、上水道の出資に要す

る経費で水道管の耐震化事業に対し一般会計からの出資金として受けるものであり、各事

業に対します出資金については、説明欄に記載のとおりであります。 

 次に、３３８ページ、資本的支出でございます。１款、資本的支出につきましては、前

年と比較し２６７万２千円増の総額１億１，７６８万３千円の計上であります。 

 １項、１目の施設整備費につきましては、前年の計上はなく、今年度新たに９８９万５

千円を計上するもので、２８年度実施の各工事金額については説明欄に記載のとおりでご

ざいます。 

 ２目の施設改良費につきましては、前年と比較し５３４万５千円減の６，４８５万５千

円を計上しており、２８年度実施の各工事金額については説明欄に記載のとおりでござい

ます。 

 ３目の固定資産購入費につきましては、量水器設備費としてメーター器５３台分の購入

代金として９９万７千円を計上してございます。 

 次の２項、１目、企業債償還金につきましては、前年と比較し２２８万６千円減の４，

１９３万６千円を計上しております。 

 次に、３３９ページの平成２８年度訓子府町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算

書につきましては、活動ごとの一会計期間の現金の流れを見るための報告書でありまして、

表中のⅠからⅢまでは活動ごとの現金の流れを示しており、Ⅳの資金増加額３４０万円に

つきましては２８年度中を通じた現金の流れで、最終的に資金増加額として残る予定の金

額でございます。 

 Ⅴの資金期首残高４億２，５０２万２千円は２７年度末の資金残高であり、３４５ペー

ジ、平成２７年度予定貸借対照表の２の（１）現金預金の額と同じになってございます。

キャッシュ・フロー計算書に戻っていただき、Ⅵの資金期末残高４億２，８４２万２千円

は、資金増加額と期首残高の合計額で、平成２８年度末の予定残高となってございます。 

 ３４０ページ、３４１ページの給与費明細書につきましては、一般会計に準じて作成し

ておりますので、後ほどご覧いただくこととし、説明は省略させていただきます。 

 次に、３４２ページから３４７ページにつきましては、平成２８年度予定貸借対照表お

よび平成２７年度予定貸借対照表を掲載しております。この表につきましても予算の計上、

執行に直接関係しませんので説明は省略させていただきます。 

 次の３４８ページにつきましては、平成２７年度末における収益的収支の決算見込みか

ら、税抜きをした予定損益計算書であります。これにつきましても後ほどご覧いただくこ

とといたしまして説明を省略させていただきます。 

 以上、平成２８年度訓子府町水道事業会計予算について、その提案説明をさせていただ

きましたが、ご審議の上、ご決定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） これからまだ議案があるわけですけれども、ここで午後４時４０

分まで休憩し、あと続けて説明を受けたいと思いますので、午後４時４０分まで休憩とい

たします。 
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休憩 午後 ４時３３分 

再開 午後 ４時４０分 

 

○議長（上原豊茂君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 

    ◎議案第２０号、議案第２１号、議案第２２号、議案第２３号、議案第２６号 

     議案第２７号、議案第２８号、議案第２９号、議案第３４号 

○議長（上原豊茂君）  次に、日程第２７、議案第２０号、日程第２８、議案第２１号、

日程第２９、議案第２２号、日程第３０、議案第２３号、日程第３１、議案第２６号、日

程第３２、議案第２７号、日程第３３、議案第２８号、日程第３４、議案第２９号、日程

第３５、議案第３４号を議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第２０号 訓子府町行政不服審査会設置条例の制定についての提案理由の説

明を求めます。議案書１１４ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（森谷清和君） 議案書の１１４ページをご覧ください。 

 議案第２０号 訓子府町行政不服審査会設置条例の制定について。 

 訓子府町行政不服審査会設置条例を次のように制定しようとするものでございます。 

 昭和３７年に制定されました行政不服審査法が５０年ぶりに平成２６年６月に全面改正

されたところでございます。国民の簡易迅速な権利救済と行政の適正な運営を確保するこ

とを目的とする行政不服審査制度でありますが、法制定後、約５０年間抜本的改正がされ

ず、今回の全面改正により、不服申し立てが審査請求に一元化され、審理員による審理手

続きや第三者機関への諮問手続きなど、不服申し立ての審理手続きの公平性を担保する仕

組みが導入されました。 

 この法律は、本年４月１日から施行となり、これに伴い行政不服審査請求があった場合、

審理手続きの中で、原則として第三者機関への諮問をしなければならないことから、訓子

府町行政不服審査会の設置に係る条例を整備しようとするものでございます。 

 条例案本文は１１５ページ、１１６ページにございますのでご覧ください。 

 まず、１１５ページをご覧ください。 

 第１条では設置根拠等を規定、第２条では委員の数を、第３条では委員の委嘱方法、任

期、罷免、守秘義務を規定、第４条では会長の職務などを、第５条では専門委員の設置、 

第６条では審査会の会議について、１１６ページになりますが、第７条では審査会の庶務

の担当課を、第８条ではこの条例に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める旨、

第９条では守秘義務違反の罰則を規定しております。 

 附則の第１項では、この条例は平成２８年４月１日から施行すること、第２項では、審

査会の最初の会議は町長が招集する旨規定しております。 

 以上、議案第２０号 訓子府町行政不服審査会設置条例の制定について、提案理由の説

明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお願いします。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第２１号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整
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備等に関する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１１７ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（森谷清和君） 議案書の１１７ページをご覧ください。 

 議案第２１号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例の制定につ

いて。 

 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例を次のように制定しようと

するものでございます。 

 議案第２０号でもご説明申し上げましたが、行政不服審査法が全面改正となり、これに

伴い、町の条例８本について一部改正が生じることから、これらの改正をまとめて行うこ

ととし、この条例を制定しようとするものでございます。 

 条例案本文は、１１８ページ以降にございます。 

 この条例は、８条で構成され、１条ごとに一本の条例の一部を改正しております。 

 本文をご覧いただきたいと思いますが、改正となる条例は、第１条では訓子府町行政手

続条例、第２条では訓子府町個人情報保護条例、第３条では訓子府町情報公開条例、続い

て１１９ページに移りまして、第４条では職員の給与に関する条例、第５条では町税条例、

以上、５本の条例の一部改正につきましては、行政不服審査法の法令番号、もしくは条項

の変更、または異議申し立て廃止に伴う改正でございます。 

 第６条の固定資産評価審査委員会条例の一部改正につきましては、審査の申し出手続き

に関する事項の追加、条文中の規定法令の改正、書類の写しの交付に係る手数料の納付の

規定などに伴う改正でございます。 

 続いて１２０ページに移りまして、第７条の訓子府町手数料徴収条例の一部改正は、審

査請求人等による提出書類等の写しの交付に係る手数料を規定することに伴う改正でござ

います。 

 第８条の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正につ

きましては、訓子府町行政不服審査会の委員の報酬を追加することに伴う改正でございま

す。 

 以上、８本の条例の一部を改正することを規定しております。 

 １２１ページになります。１２１ページに附則がありますが、附則として、第１項では

施行期日を、第２項では経過措置の原則を、第３項では固定資産評価審査委員会条例の一

部改正に伴う経過措置を規定しております。 

 なお１２２ページから１３２ページまで、条例別の新旧対照表がございますが、後ほど

ご覧いただくこととし、説明を省略させていただきます。 

 以上、議案第２１号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例の制

定について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきます

ようお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第２２号 訓子府町顕彰条例の一部を改正する条例の

制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１３３ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（森谷清和君） 議案書の１３３ページをご覧ください。 

 議案第２２号 訓子府町顕彰条例の一部を改正する条例の制定について。 
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 訓子府町顕彰条例（昭和６１年条例第５号）の一部を改正する条例を次のように制定し

ようとするものでございます。 

 今回の改正は、説明にありますとおり、名誉町民の待遇および特典について改正しよう

とするものであります。 

 このことにつきましては、町長の付属機関である顕彰審議会で平成２５年から審議検討

してまいりましたが、財政面、時代に即しているかどうか、他の自治体の状況などを勘案

しまして、今回の改正に至ったものでございます。 

 記以下に改正文がございますが、１３４ページの新旧対照表でご説明いたします。 

 条例第１１条に名誉町民の待遇及び特典について規定されておりますが、右側の現行欄

にあります第２号の「終身年金の支給」、第４号の「遺徳顕彰のため伝記を編さんして遺族

に贈り、かつ町において保存すること」、第５号の「遺徳顕彰のため像を作り、適当と認め

る場所におさめること」について廃止し、これに伴う条項の整理を行うものでございます。 

 また、現行では、待遇及び特典に関しましては、限定的な列挙となっており、後々の混

乱を招かないという点では望ましいと考えますが、将来的に何らかの事情でここに規定す

る待遇・特典以外のものも必要となることも予想されますことから、改正案にありますよ

うに、第３号に「その他特に必要と認めるもの」の規定を加えることといたしました。 

 なお、この規定があるからといって安易に付与するものではなく、条例の中では、議長、

副議長、常任委員長で構成する顕彰審議会において名誉町民の待遇及び特典を審議し、そ

の後、顕彰審議会が議会に発案し、議会で議決することとなっており、慎重審議を経た中

で決定されることになります。 

 １３３ページの改正文に戻っていただき、附則にありますように、この条例は平成２８

年４月１日から施行することとしております。 

 以上、議案第２２号 訓子府町顕彰条例の一部を改正する条例の制定について、提案理

由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお願い

申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第２３号 訓子府町総合計画条例の制定についての提

案理由の説明を求めます。議案書１３５ページです。 

 企画財政課長。 

○企画財政課長（伊田 彰君） 議案第２３号の提案説明をさせていただきます。議案書

１３５ページをお開きください。 

 議案第２３号 訓子府町総合計画条例の制定について。 

 訓子府町総合計画条例を次のとおり制定しようとするものであります。 

 本町の総合計画につきましては、平成２８年度を終期とする第５次総合計画を基本に各

種の施策を進めているところでございます。来年度には平成２９年度から１０年間の第６

次計画の策定を予定してございます。 

 こうした中、地方分権改革推進計画に基づく国の義務付けの廃止を受け、平成２３年５

月には地方自治法の一部が改正され、総合計画の基本部分である基本構想について議会の

議決の義務が廃止されてございます。 

 本町では、第６次総合計画の策定にあたり、本町の総合的かつ計画的な行政運営を図る

ことを目的に、従来どおり議会のご議論、議決を経て策定するため、訓子府町総合計画条
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例を定めるものでございます。 

 それでは、記以下の説明をさせていただきます。議案書１３６ページ、次のページをご

覧いただきたいと思います。 

 訓子府町総合計画条例。 

 第１条では条例の趣旨、第２条では総合計画の構成を基本構想、基本計画と定め、第３

条から第９条までは訓子府町総合計画策定審議会条例で規定していました諮問から審議会

設置、組織、会議などを定め、第１０条では基本構想の策定、変更、廃止についての議会

の議決を経ることを定めてございます。 

 附則では、１項で施行日を、２項では訓子府町総合計画策定審議会条例の廃止を定めて

ございます。 

 以上、議案第２３号について提案説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定い

ただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第２６号 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営に関する基準を定める条例の制定についての提案理由の説明を求めます。

議案書１４８ページです。 

 幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長。 

○幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長（中山信也君） 議案第２６号 訓子府町

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例、議案書１

４８ページをお開きください。 

 議案第２６号 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の制定について、提案理由を説明いたします。 

 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

を次のように制定しようとするものでございます。 

 この条例につきましては、昨年４月に施行された子ども・子育て支援法により、民間事

業者が町内に認定こども園や幼稚園、保育所などを設置する際、その施設や運営基準を町

の条例で定めなければならないため、今回その基準を定めるものでございます。 

 記以下について、ご説明いたします。 

 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例。 

 第１条の趣旨につきましては、施設の運営に関する基準を定めることとし、第２条の基

準につきましては、本町においては国の定める基準を変えるような地域の実情もないこと

から、国の基準を準拠するものといたします。 

 次に、附則といたしまして、施行期日を平成２８年４月１日からとしております。 

 以上、訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の制定について、ご説明申し上げましたので、ご審議の上、ご決定くださいますよ

うお願いいたします。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第２７号 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の利用者負担額を定める条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議

案書１４９ページです。 

 幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長。 

○幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長（中山信也君） 議案書１４９ページにな
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ります。 

 議案第２７号 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額を

定める条例の制定について、提案理由を説明いたします。 

 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額を定める条例を次

のように制定しようとするものでございます。 

 この条例は、議案第２６号でご説明しました内容と同様に、民間事業者が町内に認定こ

ども園や幼稚園、保育所などを設置する際、その利用者負担額について、本町の条例で定

めるものであり、その内容は、こども園の内容と同様となっております。 

 それでは、記以下について、説明させていただきます。 

 別紙として、次の１５０ページをお開きください。 

 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額を定める条例の制

定について。 

 第１条では条例の趣旨を定め、第２条では定義について、第３条では利用者負担額、保

育料となりますが１５１ページの別表のとおりと定めております。別表については、後ほ

ど説明させていただきます。第４条では月途中の入退園に係る利用者負担額の計算、第５

条は利用者負担額の徴収について、第６条は減免について、第７条は納期について、第８

条は委任について規定しています。 

 次に、附則として、施行期日を平成２８年４月１日からとしております。 

 別表１をご説明いたしますので、次の１５１ページをお開きください。 

 別表１は、利用者負担額、保育料の表となります。子ども・子育て支援法で定める１号

認定は３歳以上の幼児教育、現在の幼稚園の保育料となるもので、２号認定は３歳以上の

保育料で、現在の保育園で行っている３歳以上の保育料を、３号認定は満３歳未満の保育

料となるもので、それぞれ階層区分ごとに定めております。 

 利用者負担額の所得階層の区分につきましては、認定こども園保育料と同様に国の基準

に従い、これまでの所得税課税額から市町村民税所得割課税額に変更しております。 

 １５２ページの備考につきましても認定こども園の規定と同様となってございますので

省略をさせていただきます。 

 以上、議案第２７号 訓子府町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負

担額を定める条例の制定について、ご説明申し上げましたので、ご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願いいたします。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第２８号 訓子府町放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準を定める条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１

５３ページです。 

 幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長。 

○幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長（中山信也君） 議案書１５３ページにな

ります。議案第２８号 訓子府町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の制定について、その提案理由を説明させていただきます。 

 訓子府町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のよう

に制定しようとするものでございます。この条例は現在、本町の児童センターで行ってお

ります学童保育および放課後児童クラブについて、子ども・子育て関連三法により、児童
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福祉法が改正され、それを市町村の条例で基準を定めることになったものでございます。 

 記以下について説明いたします。 

 第１条の趣旨につきましては、放課後児童健全育成事業の設備及び運営基準に関するこ

とを定めることとし、第２条の基準につきましては、本町においては国に定める基準を変

えるような地域の実情もないことから、国の基準に準拠するものとしております。 

 附則ですが、平成２８年４月１日からの施行としております。 

 以上、議案第２８号 訓子府町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例について、ご説明申し上げました。ご審議の上、ご決定くださいますようお願

いいたします。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第２９号 訓子府町児童センター設置及び管理条例の

一部を改正する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１５４ページで

す。 

 幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長。 

○幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長（中山信也君） 議案書１５４ページとな

ります。 

 議案第２９号 訓子府町児童センター設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定に

ついて、提案理由の説明をいたします。 

 訓子府町児童センター設置及び管理条例（平成２４年条例第１６号）の一部を改正する

条例を次のとおり制定しようとするものでございます。 

 この改正につきましては、議案第２８号で説明いたしました国の放課後児童健全育成事

業の設備及び運営に関する基準の改正に伴い、本町の児童センター職員の名称を変更する

ものでございます。 

 記以下について説明いたします。 

 訓子府町児童センター設置及び管理条例の第３条中の「指導員」を「放課後児童支援員」

に改めるものでございます。 

 次に、附則として、この条例の施行日を平成２８年４月１日からとしております。 

 以上、訓子府町児童センター設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定についてご

説明申し上げましたので、ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。 

○議長（上原豊茂君） 次に、議案第３４号 訓子府町過疎地域自立促進市町村計画の策

定についての提案理由の説明を求めます。議案書１６５ページです。 

 企画財政課長。 

○企画財政課長（伊田 彰君） 議案説明の前に、本日、お昼に別冊の過疎地域自立促進

計画書について、基本的な事項の部分で産業の人口の推移と財政の状況の部分で一部、錯

誤と数字が抜けている部分がございました。それと町道路線名ならびに事業主体に錯誤が

あったということでございまして、オホーツク総合振興局と協議の上、議案を訂正させて

いただくことになりました。今日の始まりに議長から議案の修正が多いということでお叱

りをお受けしております。この場を借りてお詫び申し上げたいと思います。 

 それでは、議案第３４号の提案説明をさせていただきます。議案書１６５ページになり

ます。 

 議案第３４号 訓子府町過疎地域自立促進市町村計画の策定について。 
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 訓子府町過疎地域自立促進市町村計画を別冊のとおり定めようとするものでございます。 

 過疎地域対策につきましては、昭和４５年に過疎地域対策緊急措置法が１０年間の時限

立法として制定されて以来、過疎地域自立促進特別措置法の制定や期間を延長する一部改

正法など、これまで約４５年にわたり特別措置が講じられてきました。 

 しかしながら、過疎地域においては人口減少に歯止めがかからず、依然として厳しい状

況であることから、平成２４年に法の期限を平成３２年度までの５年間延長する一部改正

法が成立してございます。 

 今回、提案しております訓子府町過疎地域自立促進市町村計画につきましては、期間延

長された平成２８年度から３２年度までの５年間について、引き続き過疎債の適用を受け

るために策定するものでございます。 

 別冊でお配りしている計画書をご覧いただきたいと思います。 

 この計画書の目次にありますように、基本的な事項として、町の概要のほか、人口及び

産業の推移と動向、行財政の状況、地域の自立促進の基本方針、計画期間について記述し

てございます。 

 これに続き、産業の振興、交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進、生活環

境の整備、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進、医療の確保、教育の振興、地域文化

の振興等、集落の整備、その他地域の自立促進に関し必要な事項などを国が指定する９項

目に分けて、それぞれ現況と問題点およびその対策と今後の具体的な事務事業の計画につ

いて広く記述してございます。 

 このうち、地域の自立促進の基本方針につきましては、この計画書案の８ページ以降に

記述してありますように、産業の振興による地域経済の自立化のほか、魅力的で特色ある

生活空間および暮らしの創造、町民がいきいきと活動する活力ある地域社会の形成、効率

的な行財政の運営と効果的な施策の展開など９項目にわたって、その目標を定めてござい

ます。なお、この計画案につきましては、北海道が策定する過疎地域自立促進方針に基づ

く北海道との協議を重ね、北海道の同意を得て策定をするものでございます。 

 過疎地域自立促進特別措置法第６条第１項の規定により議会の議決を受けようとするも

のでございます。 

 以上、議案第３４号について提案説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定い

ただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（上原豊茂君） 以上をもって、議案第２０号、議案第２１号、議案第２２号、議

案第２３号、議案第２６号、議案第２７号、議案第２８号、議案第２９号、議案第３４号、

各案に対する提案理由の説明が終了いたしました。 

 

   ◎散会の宣告 

○議長（上原豊茂君） 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

 ９日から一般質問の実施を町民の皆さんに周知しているため、本日はこれにて散会いた

したいと思います。 

 ご苦労様でございました。 

 

散会 午後 ５時１１分 


